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公的統計の品質を確保しようとする取組は、国際的にも、例えば 2011 年 9 月に欧州
統計システム委員会により採択された「欧州統計実践規範」（European Statistics Code 
of Practice [5]）2、1994 年の国連統計委員会及び 2014 年の国連総会で採択された「公
的統計の基本原則」（FPOS: Fundamental Principles of Official Statistics [6]）や、
2012 年に国連統計委員会によって承認された「国家品質保証フレームワーク」（NQAF: 





















的な学術団体。下部組織には、国際公的統計協会（IAOS: International Association for Official 
Statistics）など 7 つの組織があり、統計に関する学術的な研究や普及の活動を行っている。 
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は 2001 年に「Quality Definition and Recommendations for Quality Declarations of 
Official Statistics」において内容、正確性、適時性、比較可能性・一貫性及び可用性・
明瞭性に言及している。 




経 済 協 力 開 発 機 構 （ OECD: Organization for Economic Cooperation and 
Development） [17]では、品質に 7 つの要素を持たせている。すなわち、ニーズ適合
性、正確性、真実性、適時性、入手可能性、解釈可能性及び一貫性である。カナダ統
計局 [15]の枠組からの変更は、真実性の追加のみである。 
欧州統計システム（ESS: European Statistical System） [18]7においては、統計的
出力の品質として 5 つの要素を持たせている。すなわち、ニーズ適合性、正確性・信
頼性、適時性・時間厳守性、入手可能性・明瞭性及び一貫性・比較可能性である。 
国際連合（UN: United Nations）の国家品質保証フレームワーク [7]では、ESS [18]


















                                                  
7 ESS [18]は、「欧州統計実践規範」（付録１）の実施を支援するための補足資料として作成されてい
る。 





























図 2-1 我が国の公的統計の品質保証の枠組の多層構造 
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公的統計の品質保証の枠組の法的な層の要素は、国連の FPOS 及び NQAF とよく適


















統計法の基本理念は、法第 3 条に規定されており、以下のとおりである。 
 
(基本理念) 










具体的には、第 3 条第 1 項は、国の統計機関間の調整を重視する FPOS 第 8 原則に適
合している。第 2 項は、公平性、信頼性および情報源の妥当性をそれぞれ規定してい
る FPOS の原則 1、2、5 に沿っている。第 3 項は、効果的な利用について規定してお
り、これは FPOS の原則 1 及び原則 3 に適合している。なお、後者はデータの正しい
解釈のための情報を提示する必要性を述べたものである。最後に、第 4 項は、個別デ







は統計法に基づいて 2009 年に閣議決定された。その後、2014 年に閣議決定された基
本計画は、第 II 期基本計画（以下、単に「基本計画」という。） [20]と呼ばれ、品質
保証の枠組においても重要な役割を果たした。 










































おり、その対応関係を表 2-1 に示した [21]。 
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表 2-1 統計調査の審査において確認する要点及び NQAF 項目との対応関係 










2. 母集団は明確に設定されているか？ 10,13, 14 




5. 報告負担は合理的な範囲内か？ 10, 13 
調査票 
 
6. 各質問事項は必要なものか？ 10,14, 15 




方法論 9. 秘密の保護の手続は十分か？ 7 
公表 10. 結果はより早く公表できるか？ 16 
11. すべての統計が公表されるか？ 17 
使用する
統計基準 
12. 使用されている基準は適当か？ 18 
統計デー
タの保存 
13. 統計は適切に保管されているか？ 17 











2.1.3.3.5 品質保証の枠組における PDCA サイクル 
上で述べた公的統計の品質保証のための枠組の要素は、互いに密接に関連しており、


















































表 2-2 公的統計の品質要素及び定義 




































































表 2-3 公的統計の品質表示事項－調査に基づく統計の場合 
共通メニュー 共通掲載項目 



















4 Q&A  







り、その項目は表 2-2 に示された品質要素に従って分類されている。 
また、関係府省は、ガイドラインにおける「統計調査の実施過程の質の評価事項」
に基づき、統計調査の実施プロセスの質の自己評価を実施することも期待されている。
これらの項目は、I 基本原則、II 調査の企画管理、III データ収集、IV データの管理
と処理、及び V 調査報告書の 5 つのプロセスに分かれている。プロセスの評価内容の
一例として、III データ収集に関する項目を表 2-4 に示す。 
各府省は、統計調査の実施過程の質の自己評価を行う際には、統計調査業務を委任・







表 2-4 統計調査の実施過程の質の評価事項 ―データ収集に関する事項 
































総務省の政策統括官は、公的統計の公平性と透明性の確保の一環として 2010 年 5
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2.1.3.4.3 品質保証のための PDCA の実践 

























図 2-3 公的統計の正確性を保証するための CAPDo サイクルの実践 
 








































































































                                                  
9 調査統計についてみると、調査のための全予算を CT、適時性、アクセス可能性、比較可能性という利
用者に関する要素を達成するための推定コストを CU とした場合、残された予算（すなわち CA=CT-CU）
が正確性を最大化するために利用できる予算である [22]。 
















































































                                                  
11 例えば、標本から得られた値に抽出率の逆数を乗じることなどにより、母集団における値を推定する
ことが行われている。 






























Horvits-Thompson 推定量（HT 推定量） [29]である。HT 推定量は、標本の全要素の値
について、包含確率の逆数を乗じて合計したものである。この包含確率の逆数は、抽
出ウェイトと呼ばれ、これを用いると HT 推定量は標本の持つ値に対して線形の式で表




                                                  
12 本研究の対象としている公的統計においては、標本調査の結果の推定には主に不変推定量が用いられ
ていいる。 
13  本論文では、線形推定量の算出に用いる抽出ウェイトを線形推定乗率と呼んでいる。 
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は、セル・ウェイティング法 [30]、レイキング法 [30], [31], [32]、回帰モデルを利用


































                                                  
14 本論文の以下の記述においては、iterative proportional fitting に当たる言葉として、「繰り返し比
例補正」法という呼び方も用いているが、これらはみな同義である。 
15 この方法は、我が国の公的統計においては「比推定」による方法と呼ばれている。 































実際、平成 17 年国勢調査の最終報告書である「日本の人口」 [43]においては、産
業分類別の集計結果は、平成 12 年調査と平成 17 年調査との結果は比較できるように




































を活用して、「Canadian Business Counts（CBC）」や「Entrepreneurship Indicators
（EI）」などのビジネスデモグラフィー統計を作成している [48]。また、イタリアで
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（Meeting of the Wiesbaden Group on Business Registers）」や「国連欧州経済委員




母集団データベース」が、2007 年（平成 19 年）に全面改正された新たな統計法（平
成 19 年法律第 53 号）において明文化されるとともに、統計委員会からの意見や第Ⅰ
期「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 21 年（2009 年）3 月 13 日閣議決






本的な計画」（平成 26 年（2014 年）3 月 25 日閣議決定）（第Ⅱ期基本計画）におい
ても、ビジネスデモグラフィー統計が今後の重要な課題として取り上げられており 16、
























18 「事業所母集団データベース研究会」（総務省統計局）の検討資料 [54]を参照。 
















駆的な研究として、1988 年に発表された Dunne ら [59] による研究がある。そこで
は、1963 年から 1982 年の約 20 年間に 4～5 年おきに実施された 5 回分の米国の製造
業センサスのミクロデータを連結してパネルデータを作成し、製造業における企業の
開業・廃業に加えて参入・退出の状況を詳細に分析している。ただし、その研究にお











































呼ばれ研究が行われてきた。先行研究として、Davis, Haltiwanger, and Schuh [63]
が行った研究があるが、そこでは米国の 5 年に 1 度の製造業センサスと年次製造業調
査の結果に基づくパネルデータを用いて、雇用の創出・喪失を分析している。そのデ








t-1 時点と t 時点間に拡大又は開始した事業所の雇用者数の合計である」とし、雇用の
喪失（Job Destruction）については、「t 時点の（グロスの）雇用の喪失は、t-1 時点
と t 時点間に縮小又は閉鎖した事業所の雇用者数の合計である」と定義されている 19。 
我が国の研究においても玄田 [64]の研究において、Davis らの研究で提示された定
                                                  
19 本研究における雇用の創出・喪失の考え方も、上記の定義と整合性のとれたものである。 









廃業率等の推計が行われている 20 [65]（最近の結果については、中小企業庁 [66]を参


















                                                  



























































の調査票である調査票 A(標本数約 7 万 3 千世帯、19 万人。生活時間の調査部分に関
しては、プリコード方式 22。）に加え、生活時間の配分の詳細な結果を得るために新た



















                                                  






































分析に当たっては、平成 13 年社会生活基本調査の調査票 A から得られた生活時間
関係結果集計用の個別データ（ミクロデータ）を利用した。生活時間関係の調査事項
については、1 人の調査客体に対して連続する 2 日間調査が行われているので、標本
数は調査客体数の約 2 倍の 367,937 である。 
分析の際の比較に利用した母集団情報は、基本的に、平成 13 年社会生活基本調査の
                                                  
24 要計表とは、調査実施の状況を素早く把握する観点から調査票の提出状況等の基本的な計数を取りま
とめたものである。いろいろな統計調査の実施段階で作成されている。 





国勢調査又は平成 14 年就業構造基本調査の結果を用いた。 
個人属性別ベンチマーク人口は、総務省統計局が公表している平成 13 年 10 月 1 日
現在の推計人口 25から、社会生活基本調査において除外される人口を差し引いて算出
したものである。また、世帯属性別べンチマーク人口は、平成 12 年国勢調査の家族類
型別の一般世帯数 26及び 10 歳以上の親族人員を基に、平成 7 年国勢調査から 12 年国




















母集団のそれよりも 0.7 ポイント低く、女性の標本が逆に 0.7 ポイント高い。すなわ
ち、男性の標本が少なく、女性の標本が多くなっている。男女、曜日別にみると、平
日よりも、土曜日、日曜日の方が女性への偏りが大きい。 
年齢階級別に見ると、10 歳代後半～30 歳代の標本が少なく、60 歳代以上の高齢層
の標本が多い。このうち、男性では、20 歳代後半～30 歳代前半の標本が最も少なく、
60 歳代以上の標本が多い。また、女性では、20 歳代前半の標本が最も少なく、40 歳


































































20 歳代後半と 30 歳代前半の年齢階級では、当初標本も代替標本も母集団における構
成比よりも低い上、代替標本の方がその度合いが強くなっている。一方、40 歳代前半














                                                  
27 生活時間の調査日誤りとして処理された件数（標本数）は 2,097 件（男性は 1,011，女性は 1,086。）。
このうち，本来は当初標本であるが，調査日誤りの処理により代替標本に数えられている標本数は
1,903（男性は 911，女性は 992），本来から代替標本である標本数は 194（男性は 100，女性は 94）
である。 
















域（調査票 A に係る結果の場合は都道府県、調査票 B に係る結果の場合は全国。以下
同じ。）、男女、年齢階級別人口、又は地域、世帯属性（家族類型）別人口をべンチマ

















                                                  
28 ここでいう比推定 [41], [70]とは、抽出率の逆数から得られる線形推定乗率に適切な乗率を掛けるこ
とにより、ベンチマークとする値に合致させるような推定方法のことであり、セル・ウェイティング
法を応用したものとなっている。 
29 平成 8 年以前の社会生活基本調査の集計においては，このような夫・妻等を表章した結果表の集計も，
男女，年齢階級別人口をべンチマークとする比推定で行っていた。その結果、夫と妻に関する集計表
において、本来は同数であるべき夫と妻の数の相違が大きくなってしまっていた。 
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表 3-1 曜日、男女別人口の構成比 － 結果の推定と補正 
    人口 構成比と検定 
  





































週全体 113,095,230 110,714,845 113,095,233 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
男 55,084,304 53,099,940 55,084,304 48.7 48.0 -0.7 * 48.7 0.0   -0.7 
女 58,010,926 57,614,906 58,010,929 51.3 52.0 0.7 * 51.3 0.0   -0.7 
平日 113,095,230 110,480,302 113,095,233 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
男 55,084,304 53,081,461 55,084,304 48.7 48.0 -0.7 * 48.7 0.0   -0.7 
女 58,010,926 57,398,841 58,010,929 51.3 52.0 0.7 * 51.3 0.0   -0.7 
土曜
 
113,095,230 111,327,529 113,095,233 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
男 55,084,304 53,200,425 55,084,304 48.7 47.8 -0.9 * 48.7 0.0   -0.9 
女 58,010,926 58,127,103 58,010,929 51.3 52.2 0.9 * 51.3 0.0   -0.9 
日曜
 
113,095,230 111,274,879 113,095,233 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
男 55,084,304 53,091,849 55,084,304 48.7 47.7 -1.0 * 48.7 0.0   -1.0 
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表 3-2 男女、年齢 5 歳階級別人口の構成比 － 結果の推定と補正 
    人口 構成比と検定 
 






































総数 113,095,230 110,714,845 113,095,233 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
10～14 歳 6,364,377 6,336,012 6,364,377 5.6 5.7 0.1 * 5.6 0.0   -0.1 
15～19 歳 7,317,042 7,039,935 7,317,042 6.5 6.4 -0.1 * 6.5 0.0   -0.1 
20～24 歳 8,139,812 6,964,162 8,139,812 7.2 6.3 -0.9 * 7.2 0.0   -0.9 
25～29 歳 9,635,217 8,496,260 9,635,217 8.5 7.7 -0.8 * 8.5 0.0   -0.8 
30～34 歳 9,264,404 8,270,252 9,264,403 8.2 7.5 -0.7 * 8.2 0.0   -0.7 
35～39 歳 7,954,237 7,604,040 7,954,237 7.0 6.9 -0.2 * 7.0 0.0   -0.2 
40～44 歳 7,694,769 7,932,412 7,694,769 6.8 7.2 0.4 * 6.8 0.0   -0.4 
45～49 歳 8,439,025 8,387,048 8,439,027 7.5 7.6 0.1 * 7.5 0.0   -0.1 
50～54 歳 10,886,317 10,961,532 10,886,319 9.6 9.9 0.3 * 9.6 0.0   -0.3 
55～59 歳 8,208,934 8,270,056 8,208,934 7.3 7.5 0.2 * 7.3 0.0   -0.2 
60～64 歳 7,780,729 8,173,690 7,780,729 6.9 7.4 0.5 * 6.9 0.0   -0.5 
65～69 歳 7,117,116 7,630,339 7,117,116 6.3 6.9 0.6 * 6.3 0.0   -0.6 
70～74 歳 5,869,947 6,198,308 5,869,947 5.2 5.6 0.4 * 5.2 0.0   -0.4 
75 歳以上 8,423,304 8,450,798 8,423,304 7.4 7.6 0.2 * 7.4 0.0   -0.2 
男 55,084,304 53,099,940 55,084,304 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
10～14 歳 3,259,178 3,204,409 3,259,178 5.9 6.0 0.1 * 5.9 0.0   -0.1 
15～19 歳 3,742,769 3,535,733 3,742,769 6.8 6.7 -0.1 * 6.8 0.0   -0.1 
20～24 歳 4,146,730 3,587,482 4,146,730 7.5 6.8 -0.8 * 7.5 0.0   -0.8 
25～29 歳 4,869,280 4,172,387 4,869,279 8.8 7.9 -1.0 * 8.8 0.0   -1.0 
30～34 歳 4,668,154 3,921,610 4,668,153 8.5 7.4 -1.1 * 8.5 0.0   -1.1 
35～39 歳 4,002,709 3,684,965 4,002,709 7.3 6.9 -0.3 * 7.3 0.0   -0.3 
40～44 歳 3,862,170 3,885,854 3,862,170 7.0 7.3 0.3 * 7.0 0.0   -0.3 
45～49 歳 4,215,002 4,046,524 4,215,003 7.7 7.6 0.0   7.7 0.0   0.0 
50～54 歳 5,407,864 5,342,370 5,407,865 9.8 10.1 0.2 * 9.8 0.0   -0.2 
55～59 歳 4,013,269 4,038,007 4,013,269 7.3 7.6 0.3 * 7.3 0.0   -0.3 
60～64 歳 3,751,264 3,973,597 3,751,264 6.8 7.5 0.7 * 6.8 0.0   -0.7 
65～69 歳 3,350,414 3,601,086 3,350,414 6.1 6.8 0.7 * 6.1 0.0   -0.7 
70～74 歳 2,661,256 2,869,642 2,661,256 4.8 5.4 0.6 * 4.8 0.0   -0.6 
75 歳以上 3,134,245 3,236,275 3,134,245 5.7 6.1 0.4 * 5.7 0.0   -0.4 
女 58,010,926 57,614,906 58,010,929 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
10～14 歳 3,105,199 3,131,603 3,105,199 5.4 5.4 0.1   5.4 0.0   -0.1 
15～19 歳 3,574,273 3,504,202 3,574,273 6.2 6.1 -0.1   6.2 0.0   -0.1 
20～24 歳 3,993,082 3,376,681 3,993,082 6.9 5.9 -1.0 * 6.9 0.0   -1.0 
25～29 歳 4,765,937 4,323,873 4,765,938 8.2 7.5 -0.7 * 8.2 0.0   -0.7 
30～34 歳 4,596,250 4,348,642 4,596,250 7.9 7.5 -0.4 * 7.9 0.0   -0.4 
35～39 歳 3,951,528 3,919,076 3,951,528 6.8 6.8 0.0   6.8 0.0   0.0 
40～44 歳 3,832,599 4,046,558 3,832,599 6.6 7.0 0.4 * 6.6 0.0   -0.4 
45～49 歳 4,224,023 4,340,524 4,224,024 7.3 7.5 0.3 * 7.3 0.0   -0.3 
50～54 歳 5,478,453 5,619,162 5,478,454 9.4 9.8 0.3 * 9.4 0.0   -0.3 
55～59 歳 4,195,665 4,232,049 4,195,665 7.2 7.3 0.1   7.2 0.0   -0.1 
60～64 歳 4,029,465 4,200,093 4,029,465 6.9 7.3 0.3 * 6.9 0.0   -0.3 
65～69 歳 3,766,702 4,029,253 3,766,702 6.5 7.0 0.5 * 6.5 0.0   -0.5 
70～74 歳 3,208,691 3,328,667 3,208,691 5.5 5.8 0.2 * 5.5 0.0   -0.2 
































































総数 106,557,544 104,378,833 106,730,856 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
未婚 29,318,092 25,362,107 27,848,701 27.5 24.3 -3.2 * 26.1 -1.4 * -1.8 
有配偶 64,602,936 67,591,965 67,558,934 60.6 64.8 4.1 * 63.3 2.7 * -1.5 
死別・離別 11,723,332 11,277,594 11,161,758 11.0 10.8 -0.2 * 10.5 -0.5 * 0.3 
不詳 913,184 147,167 161,463 0.9 0.1 -0.7 * 0.2 -0.7 * 0.0 
男 51,755,981 49,895,530 51,825,126 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
未婚 16,308,050 13,668,562 15,251,069 31.5 27.4 -4.1 * 29.4 -2.1 * -2.0 
有配偶 32,275,328 33,737,854 34,089,544 62.4 67.6 5.3 * 65.8 3.4 * -1.8 
死別・離別 2,644,703 2,438,323 2,426,794 5.1 4.9 -0.2 * 4.7 -0.4 * 0.2 
不詳 527,900 50,793 57,719 1.0 0.1 -0.9 * 0.1 -0.9 * 0.0 
女 54,801,563 54,483,303 54,905,730 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
未婚 13,010,042 11,693,546 12,597,632 23.7 21.5 -2.3 * 22.9 -0.8 * -1.5 
有配偶 32,327,608 33,854,112 33,469,391 59.0 62.1 3.1 * 61.0 2.0 * -1.2 
死別・離別 9,078,629 8,839,271 8,734,965 16.6 16.2 -0.3 * 15.9 -0.7 * 0.3 
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表 3-4 男女、職業別人口の構成比 － 結果の推定と補正 
      人口 構成比と検定 








































総数 65,009,300 66,124,614 68,521,855 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
専門的・技術的職業従事者 8,997,500 9,358,399 9,723,474 13.8 14.2 0.3 * 14.2 0.3 * 0.0 
 
技術者 2,469,600 2,891,223 3,067,066 3.8 4.4 0.6 * 4.5 0.7 * 0.1 
 教員 1,462,400 1,369,259 1,437,274 2.2 2.1 -0.2 * 2.1 -0.2 * 0.0 
 
その他の専門的・技術的職業
従事者 5,065,400 5,097,917 5,219,133 7.8 7.7 -0.1   7.6 -0.2 * 0.1 
管理的職業従事者 2,046,500 2,333,377 2,297,820 3.1 3.5 0.4 * 3.4 0.2 * -0.2 
事務従事者 12,750,500 12,676,666 13,188,199 19.6 19.2 -0.4 * 19.2 -0.4 * -0.1 
販売従事者 9,375,100 9,332,117 9,688,730 14.4 14.1 -0.3 * 14.1 -0.3 * 0.0 
保安職業，サービス職業従事者 7,311,500 7,264,296 7,533,195 11.2 11.0 -0.3 * 11.0 -0.3 * 0.0 
 
家庭生活支援サービス職業従
事者 262,900 313,691 303,822 0.4 0.5 0.1 * 0.4 0.0 * 0.0 
 保安職業従事者 1,034,800 846,154 878,416 1.6 1.3 -0.3 * 1.3 -0.3 * 0.0 
 
その他のサービス職業従事者 6,013,900 6,104,451 6,350,956 9.3 9.2 0.0   9.3 0.0   0.0 
農林漁業作業者 2,978,000 3,836,317 3,858,085 4.6 5.8 1.2 * 5.6 1.0 * -0.2 
運輸・通信従事者 2,195,000 2,069,898 2,181,778 3.4 3.1 -0.2 * 3.2 -0.2 * -0.1 
生産工程・労務作業者 18,452,800 18,082,694 18,832,360 28.4 27.3 -1.0 * 27.5 -0.9 * -0.1 
 
採掘作業者 33,700 25,684 27,037 0.1 0.0 0.0 * 0.0 0.0 * 0.0 
 
製造･制作･機械運転及び建設
作業者 14,794,300 14,517,220 15,174,157 22.8 22.0 -0.8 * 22.1 -0.6 * -0.2 
 
労務作業者 3,624,800 3,539,790 3,631,166 5.6 5.4 -0.2 * 5.3 -0.3 * 0.1 
分類不能の職業 902,400 1,170,850 1,218,214 1.4 1.8 0.4 * 1.8 0.4 * 0.0 
男   38,034,100 37,761,255 39,672,360 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
専門的・技術的職業従事者 4,849,400 5,360,456 5,612,642 12.8 14.2 1.4 * 14.1 1.4 * 0.0 
 技術者 2,266,700 2,692,081 2,844,432 6.0 7.1 1.2 * 7.2 1.2 * 0.0 
 
教員 758,800 728,489 771,425 2.0 1.9 -0.1   1.9 -0.1   0.0 
 
その他の専門的・技術的職業
従事者 1,823,800 1,939,886 1,996,785 4.8 5.1 0.3 * 5.0 0.2 * -0.1 
管理的職業従事者 1,820,600 2,110,320 2,077,260 4.8 5.6 0.8 * 5.2 0.4 * -0.4 
事務従事者 4,911,100 4,793,024 5,072,490 12.9 12.7 -0.2 * 12.8 -0.1   -0.1 
販売従事者 5,847,900 5,575,314 5,875,092 15.4 14.8 -0.6   14.8 -0.6   0.0 
保安職業，サービス職業従事者 3,147,300 2,937,765 3,108,320 8.3 7.8 -0.5 * 7.8 -0.4 * -0.1 
 
家庭生活支援サービス職業従
事者 11,600 19,353 19,619 0.0 0.1 0.0 * 0.0 0.0 * 0.0 
 保安職業従事者 982,100 818,056 846,599 2.6 2.2 -0.4 * 2.1 -0.4 * 0.0 
 
その他のサービス職業従事者 2,153,700 2,100,357 2,242,102 5.7 5.6 -0.1   5.7 0.0   -0.1 
農林漁業作業者 1,736,300 2,115,175 2,126,088 4.6 5.6 1.0 * 5.4 0.8 * -0.2 
運輸・通信従事者 2,093,300 1,949,153 2,068,192 5.5 5.2 -0.3 * 5.2 -0.3 * -0.1 
生産工程・労務作業者 13,100,200 12,167,984 12,946,484 34.4 32.2 -2.2 * 32.6 -1.8 * -0.4 
 
採掘作業者 32,900 24,503 25,830 0.1 0.1 0.0 * 0.1 0.0 * 0.0 
 
製造･制作･機械運転及び建設
作業者 11,129,700 10,419,096 11,079,314 29.3 27.6 -1.7 * 27.9 -1.3 * -0.3 
 
労務作業者 1,937,500 1,724,384 1,841,339 5.1 4.6 -0.5   4.6 -0.5   -0.1 
分類不能の職業 528,000 752,063 785,794 1.4 2.0 0.6 * 2.0 0.6 * 0.0 
女   26,975,300 28,363,359 28,849,495 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
専門的・技術的職業従事者 4,148,100 3,997,943 4,110,832 15.4 14.1 -1.3 * 14.2 -1.1 * -0.2 
 技術者 202,900 199,142 222,634 0.8 0.7 -0.1   0.8 0.0   0.0 
 
教員 703,600 640,770 665,850 2.6 2.3 -0.3 * 2.3 -0.3 * 0.0 
 
その他の専門的・技術的職業
従事者 3,241,700 3,158,031 3,222,348 12.0 11.1 -0.9 * 11.2 -0.8 * 0.0 
管理的職業従事者 225,900 223,058 220,561 0.8 0.8 -0.1   0.8 -0.1 * 0.0 
事務従事者 7,839,300 7,883,642 8,115,709 29.1 27.8 -1.3 * 28.1 -0.9 * -0.3 
販売従事者 3,527,200 3,756,803 3,813,638 13.1 13.2 0.2   13.2 0.1   0.0 
保安職業，サービス職業従事者 4,164,200 4,326,531 4,424,875 15.4 15.3 -0.2   15.3 -0.1   -0.1 
 
家庭生活支援サービス職業従
事者 251,200 294,338 284,203 0.9 1.0 0.1 * 1.0 0.1   -0.1 
 
保安職業従事者 52,700 28,099 31,817 0.2 0.1 -0.1 * 0.1 -0.1 * 0.0 
 
その他のサービス職業従事者 3,860,400 4,004,094 4,108,854 14.3 14.1 -0.2   14.2 -0.1   -0.1 
農林漁業作業者 1,241,700 1,721,142 1,731,998 4.6 6.1 1.5 * 6.0 1.4 * -0.1 
運輸・通信従事者 101,700 120,744 113,586 0.4 0.4 0.0 * 0.4 0.0   0.0 
生産工程・労務作業者 5,352,600 5,914,710 5,885,876 19.8 20.9 1.0 * 20.4 0.6 * -0.5 
 採掘作業者 800 1,180 1,207 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 
 
製造･制作･機械運転及び建設
作業者 3,664,700 4,098,124 4,094,842 13.6 14.4 0.9 * 14.2 0.6 * -0.3 
 
労務作業者 1,687,300 1,815,406 1,789,827 6.3 6.4 0.1   6.2 -0.1   -0.1 
分類不能の職業 374,500 418,787 432,420 1.4 1.5 0.1 * 1.5 0.1 * 0.0 
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総数 98,744,243 96,830,093 98,744,243 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   0.0 
夫婦のみの世帯            
  夫 9,102,832 10,199,071 9,102,832 9.2 10.5 1.3 * 9.2 0.0   -1.3 
  妻 9,102,832 10,240,934 9,102,832 9.2 10.6 1.4 * 9.2 0.0   -1.4 
夫婦と子供の世帯            




14,454,323 14,897,327 15.1 14.9 -0.2 * 15.1 0.0   -0.2 
  妻 14,897,327 14,501,581 14,897,327 15.1 15.0 -0.1   15.1 0.0   -0.1 
子供 16,444,901 15,360,370 16,444,901 16.7 15.9 -0.8 * 16.7 0.0   -0.8 
夫婦と夫の両親の世帯           
  夫 198,900 219,872 198,900 0.2 0.2 0.0 * 0.2 0.0   0.0 
  妻 198,900 222,870 198,900 0.2 0.2 0.0 * 0.2 0.0   0.0 
夫の両親 397,800 437,581 397,800 0.4 0.5 0.0 * 0.4 0.0   0.0 
夫婦と妻の両親の世帯           
  夫 42,013 38,856 42,013 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 
  妻 42,013 39,520 42,013 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 
妻の両親 84,026 77,225 84,026 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.0 
夫婦と夫のひとり親の世帯           
  夫 547,588 538,256 547,588 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.0 
  妻 547,588 542,279 547,588 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.0 
夫のひとり親 547,588 535,760 547,588 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.0 
夫婦と妻のひとり親の世帯           
  夫 164,466 148,321 164,466 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.0 
  妻 164,466 148,673 164,466 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.0 
妻のひとり親 164,466 148,491 164,466 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.0 
夫婦，子供と両親の世帯           
  夫 1,392,261 1,438,788 1,392,261 1.4 1.5 0.1 * 1.4 0.0   -0.1 
  妻 1,392,261 1,436,959 1,392,261 1.4 1.5 0.1 * 1.4 0.0   -0.1 
子供 1,791,817 1,702,547 1,791,817 1.8 1.8 -0.1 * 1.8 0.0   -0.1 
両親 2,784,522 2,877,750 2,784,522 2.8 3.0 0.2 * 2.8 0.0   -0.2 
夫婦，子供とひとり親の世帯           
  夫 2,038,843 1,971,215 2,038,843 2.1 2.0 0.0   2.1 0.0   0.0 
  妻 2,038,843 1,966,253 2,038,843 2.1 2.0 0.0   2.1 0.0   0.0 
子供 2,920,835 2,714,121 2,920,835 3.0 2.8 -0.2 * 3.0 0.0   -0.2 
ひとり親 2,038,843 1,957,945 2,038,843 2.1 2.0 0.0   2.1 0.0   0.0 
父子世帯            
  父 87,248 89,167 87,248 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.0 
子供 102,589 98,691 102,589 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.0 
母子世帯            
  母 647,366 560,216 647,366 0.7 0.6 -0.1 * 0.7 0.0   -0.1 
子供 688,468 553,197 688,468 0.7 0.6 -0.1 * 0.7 0.0   -0.1 






第 3章 母集団状態の空間的な推定方法の開発 ― 標本のゆがみの補正 
47 
































総数 98,744,243 98,744,243 97,668,227 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   
夫婦のみの世帯           
  夫 9,102,832 9,102,832 9,900,374 9.2 9.2 0.0   10.1 0.9 * 
  妻 9,102,832 9,102,832 9,913,681 9.2 9.2 0.0   10.2 0.9 * 
夫婦と子供の世帯           
  夫 14,897,327 14,897,327 14,790,479 15.1 15.1 0.0   15.1 0.1   
  妻 14,897,327 14,897,327 14,265,566 15.1 15.1 0.0   14.6 -0.5 * 
子供 16,444,901 16,444,901 16,613,050 16.7 16.7 0.0   17.0 0.4 * 
夫婦と夫の両親の世帯          
  夫 198,900 198,900 217,922 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0 * 
  妻 198,900 198,900 226,434 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0 * 
夫の両親 397,800 397,800 408,384 0.4 0.4 0.0   0.4 0.0   
夫婦と妻の両親の世帯          
  夫 42,013 42,013 39,629 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   
  妻 42,013 42,013 40,448 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   
妻の両親 84,026 84,026 74,558 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   
夫婦と夫のひとり親の世帯          
  夫 547,588 547,588 528,115 0.6 0.6 0.0   0.5 0.0   
  妻 547,588 547,588 538,205 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   
夫のひとり親 547,588 547,588 547,673 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   
夫婦と妻のひとり親の世帯          
  夫 164,466 164,466 149,536 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   
  妻 164,466 164,466 143,016 0.2 0.2 0.0   0.1 0.0 * 
妻のひとり親 164,466 164,466 144,981 0.2 0.2 0.0   0.1 0.0 * 
夫婦，子供と両親の世帯          
  夫 1,392,261 1,392,261 1,517,622 1.4 1.4 0.0   1.6 0.1 * 
  妻 1,392,261 1,392,261 1,467,319 1.4 1.4 0.0   1.5 0.1 * 
子供 1,791,817 1,791,817 1,814,294 1.8 1.8 0.0   1.9 0.0   
両親 2,784,522 2,784,522 2,769,600 2.8 2.8 0.0   2.8 0.0   
夫婦，子供とひとり親の世帯          
  夫 2,038,843 2,038,843 1,981,254 2.1 2.1 0.0   2.0 0.0   
妻 2,038,843 2,038,843 1,925,808 2.1 2.1 0.0   2.0 -0.1 * 
子供 2,920,835 2,920,835 2,945,108 3.0 3.0 0.0   3.0 0.1   
ひとり親 2,038,843 2,038,843 1,911,047 2.1 2.1 0.0   2.0 -0.1 * 
父子世帯           
  父 87,248 87,248 95,338 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   
子供 102,589 102,589 99,785 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   
母子世帯           
  母 647,366 647,366 560,330 0.7 0.7 0.0   0.6 -0.1 * 
子供 688,468 688,468 566,770 0.7 0.7 0.0   0.6 -0.1 * 













































                                                  
30 単純無作為抽出を行ったと仮定して計算すると，標本数が当初予定の 75％しか確保できなかった場合
は，標準誤差が当初予定より 15％程度増大する。 





計用のウェイト）が 2 種類存在することになり、その結果、調査票情報の 2 次利用の
際に利用者に混乱を招き兼ねないためである。これに対処するための方法論について
は、3.2 節で述べる研究において取り組んでいる。 





















平成 17 年国勢調査の抽出速報集計では、全国からおよそ 1％の調査票が抽出されて















は、レイキング法 [30], [31], [32]を用いて標本データの持つウェイトを補正すること
                                                  
31 したがって、抽出速報集計のことが「1%抽出集計」と呼ばれる場合がある。 















3.2.2.1 平成 17 年国勢調査における状況 
3.2.2.1.1 標本抽出の方法 
平成 17 年国勢調査の抽出速報集計における標本の抽出は、第 1 次抽出単位を平成




(1) 第 1 次抽出（調査区の抽出） 
市区町村コードが偶数の市区町村からは調査区番号の主番号が偶数の調査区を、同
コードが奇数の市区町村からは調査区番号の主番号が奇数の調査区を抽出する。 











                                                  
32 調査区が複数の基本単位区から構成されている場合、ここでは「単位区がある」という。 
33 世帯名簿は、調査区（単位区がある場合は、単位区）内の世帯の一覧表である。1 調査区には平均 50
世帯が含まれ、また、1 単位区内にはおおむね 20～30 世帯が含まれる。なお、平成 22 年国勢調査に
おいては、「調査世帯一覧」という名称に変更された。 
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と、抽出速報集計結果では 21.0％となったが、確定値では 20.1％となり、0.9 ポイン
トの差があった（図 3-1）。単純任意抽出を行った場合の理論的な標本誤差は、せいぜ







図 3-1 年齢 3 区分別人口割合 ―全国（平成 17 年） 
 
                                                  









≈ √1 − 0.01 = √0.99となる。 
第 3章 母集団状態の空間的な推定方法の開発 ― 標本のゆがみの補正 
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割合を求めた 35。その際、平成 17 年調査における抽出方法を考慮して、単位番号が 1































                                                  
36 単位番号とは、調査区を構成する基本単位区に付与した一連番号である。単位番号が 1 のものに着目
するのは、前述のように標本の抽出（世帯の抽出）において、複数単位区からなる調査区では、単位
番号が最も若い単位区から世帯を抽出したためである。 
37 各区分における平均値とは、単位番号が 1 の調査区については、単位番号が 1 以外の単位区も含む該
当調査区全体の平均、単位区がない調査区については、それらの調査区全体の平均をさす。 
















































図 3-3 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位番号：1） 
―全国（平成 17 年） 
 
図 3-4 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位区なし） 
―全国（平成 17 年） 




































































（単位番号：1）―全国（平成 17 年） 
図 3-6 世帯番号別一般世帯に占める単独世帯の割合及び一般世帯数
（単位区なし）―全国（平成 17 年） 


















































図 3-8 世帯番号，住宅の建て方別住宅に住む一般世帯割合（単位区なし） 
―全国（平成 17 年） 
図 3-7 世帯番号，住宅の建て方別住宅に住む一般世帯割合（単位番号：1） 
―全国（平成 17 年） 
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この結果、全国についてみると、単位区がある調査区のうち、単位番号が 1 のもの
においては、世帯番号がおおよそ 15～20 番の世帯（①:18 番、②:16 番、③:15 番）が、
単位区がない（単一の単位区からなる）調査区においては、おおよそ 25～30 番の世帯





致しているが、鹿児島県では、それが 21～22 番の世帯となっている。（図 3-9～図 3-14） 
このように、これまでは世帯の配列順には規則性が存在しないことを前提として、



















                                                  
38 全調査区を単位区数によらず一律にみた場合、世帯名簿の 20 番目前後の世帯において全体の平均値
にほぼ一致するが、調査区を構成する単位区数によって場合分けすると、上記の状況が判明した。 




40 これら 3 都県は、平成 17 年国勢調査の速報集計結果と確定値の比較において、65 歳以上人口割合の
ポイント差が最も大きいグループ（鹿児島県：2.0 ポイント）、中程度のグループ（東京都:1.0 ポイン
ト）、最も小さいグループ（群馬県:0.4 ポイント）に属するものであることから検証に利用した。 
41 調査区（単位区）内の世帯数が 10 又は 15 より少ない場合、例外的な対応を行うことになり、事務が
煩雑になる。 
42 平成 12 年国勢調査についても確認を行ったが、平成 17 年調査と同様の結果が得られた。 













































図 3-9 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位番号：1） 
―群馬県（平成 17 年） 
図 3-10 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位区なし） 
―群馬県（平成 17 年） 













































図 3-12 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位区なし） 
―東京都（平成 17 年） 
図 3-11 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位番号：1） 
―東京都（平成 17 年） 















































図 3-13 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位番号：1） 
―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-14 世帯番号、年齢 3 区分別一般世帯人員割合（単位区なし） 
―鹿児島県（平成 17 年） 














(2）第 2 次抽出（世帯の抽出）の改善 
① 抽出された調査区に単位区がある場合 
単位区の番号が最も若い単位区に係る「調査世帯一覧」（平成 17 年国勢調査の「世
帯名簿」に当たるもの）の 15 行目に記入された世帯を抽出する。 
② 抽出された調査区に単位区がない（単一の単位区からなる）場合 




3.2.3.1 さらなる課題 ～結果の推定方法改善の必要性 
上記で述べた抽出方法の改善策は、世帯の抽出に際して利用する調査世帯一覧にお






3.2.3.2 平成 17 年国勢調査の抽出速報集計 
3.2.3.2.1 結果の推定方法 





                                                  
43 調査区自体の抽出に関しては、偏りの事実はみられない。 
44 この提案は、その後総務省統計局によって正式に採用された。 



























は、平成 17 年国勢調査のデータを用いて乗率の試算を行い、その結果の評価を行った。 
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づく平成 22 年 10 月 1 日現在の人口（推計人口）がある。利用できるのは、全国の男
女、年齢各歳別人口と、各都道府県の男女、年齢 5 歳階級別人口である。通常の推計
人口算出のスケジュールに従えば、平成 23 年 4 月中旬にはこの人口推計（試算値）が
利用できると見込まれたため、同年 6 月に結果公表予定であったの抽出速報集計にそ
れを活用することは時期的に可能と考えられた。 
推計人口の利用可能性を検討するため、平成 12 年国勢調査に基づく平成 17 年 10
月 1 日現在の全国の男女、年齢各歳別推計人口（試算値）及び、都道府県別の男女、














  実 数 値 国勢調査確定値との差(%) 
（％） 
構  成 比 （％） 
   











































  総 数 127,767,994  127,756,000  127,642,633  0.00  -0.01  -0.10  100.00  100.00 100.00 
0～4 歳 5,578,087  5,409,300  5,637,643  0.00  -3.03  1.07  4.37  4.23 4.42 
0 歳 1,056,800  1,014,700  1,079,185  0.00  -3.98  2.12  0.83  0.79 0.85 
1 歳 1,091,316  1,044,200  1,110,451  0.00  -4.32  1.75  0.85  0.82 0.87 
2 歳 1,115,649  1,097,400  1,122,110  0.00  -1.64  0.58  0.87  0.86 0.88 
3 歳 1,149,450  1,117,100  1,157,546  0.00  -2.81  0.70  0.90  0.87 0.91 
4 歳 1,164,872  1,136,000  1,168,351  0.00  -2.48  0.30  0.91  0.89 0.92 
5～9 歳 5,928,495  5,899,000  5,889,791  0.00  -0.50  -0.65  4.64  4.62 4.61 
5 歳 1,182,977  1,175,800  1,163,559  0.00  -0.61  -1.64  0.93  0.92 0.91 
6 歳 1,179,736  1,162,600  1,164,732  0.00  -1.45  -1.27  0.92  0.91 0.91 
7 歳 1,193,349  1,183,100  1,191,640  0.00  -0.86  -0.14  0.93  0.93 0.93 
8 歳 1,188,871  1,205,500  1,186,546  0.00  1.40  -0.20  0.93  0.94 0.93 
9 歳 1,183,562  1,172,000  1,183,314  0.00  -0.98  -0.02  0.93  0.92 0.93 
10～14歳 6,014,652  6,091,400  6,018,851  0.00  1.28  0.07  4.71  4.77 4.72 
10 歳 1,204,524  1,229,400  1,202,585  0.00  2.07  -0.16  0.94  0.96 0.94 
11 歳 1,205,422  1,207,100  1,206,209  0.00  0.14  0.07  0.94  0.94 0.94 
12 歳 1,187,516  1,195,600  1,189,307  0.00  0.68  0.15  0.93  0.94 0.93 
13 歳 1,209,248  1,224,900  1,210,133  0.00  1.29  0.07  0.95  0.96 0.95 
14 歳 1,207,942  1,234,400  1,210,617  0.00  2.19  0.22  0.95  0.97 0.95 
15～19歳 6,568,380  6,526,500  6,564,079  0.00  -0.64  -0.07  5.14  5.11 5.14 
15 歳 1,234,174  1,260,000  1,240,975  0.00  2.09  0.55  0.97  0.99 0.97 
16 歳 1,273,076  1,261,500  1,262,929  0.00  -0.91  -0.80  1.00  0.99 0.99 
17 歳 1,313,462  1,333,300  1,314,947  0.00  1.51  0.11  1.03  1.04 1.03 
18 歳 1,357,096  1,347,100  1,357,742  0.00  -0.74  0.05  1.06  1.05 1.06 
19 歳 1,390,572  1,324,600  1,387,486  0.00  -4.74  -0.22  1.09  1.04 1.09 
20～24歳 7,350,598  7,010,300  7,554,451  0.00  -4.63  2.77  5.75  *5.49 5.92 
20 歳 1,442,590  1,381,400  1,449,369  0.00  -4.24  0.47  1.13  1.08 1.14 
21 歳 1,471,327  1,409,200  1,505,406  0.00  -4.22  2.32  1.15  1.10 1.18 
22 歳 1,481,329  1,400,400  1,529,517  0.00  -5.46  3.25  1.16  1.10 1.20 
23 歳 1,469,413  1,404,300  1,526,927  0.00  -4.43  3.91  1.15  1.10 1.20 
24 歳 1,485,939  1,415,000  1,543,232  0.00  -4.77  3.86  1.16  1.11 1.21 
25～29歳 8,280,049  7,898,500  8,478,700  0.00  -4.61  2.40  6.48  *6.18 6.64 
25 歳 1,546,900  1,474,800  1,617,207  0.00  -4.66  4.55  1.21  1.15 1.27 
26 歳 1,588,551  1,509,500  1,641,586  0.00  -4.98  3.34  1.24  1.18 1.29 
27 歳 1,655,017  1,570,000  1,691,532  0.00  -5.14  2.21  1.30  1.23 1.33 
28 歳 1,701,624  1,647,400  1,723,223  0.00  -3.19  1.27  1.33  1.29 1.35 
29 歳 1,787,957  1,696,700  1,805,152  0.00  -5.10  0.96  1.40  1.33 1.41 
30～34歳 9,754,857  9,371,900  9,801,717  0.00  -3.93  0.48  7.63  *7.34 7.68 
30 歳 1,873,576  1,780,300  1,884,034  0.00  -4.98  0.56  1.47  1.39 1.48 
31 歳 1,972,766  1,885,300  1,981,222  0.00  -4.43  0.43  1.54  1.48 1.55 
32 歳 2,009,592  1,915,500  2,018,727  0.00  -4.68  0.45  1.57  1.50 1.58 
33 歳 1,971,948  1,919,900  1,982,870  0.00  -2.64  0.55  1.54  1.50 1.55 
34 歳 1,926,975  1,870,900  1,934,864  0.00  -2.91  0.41  1.51  1.46 1.52 
35～39歳 8,735,781  8,556,300  8,775,732  0.00  -2.05  0.46  6.84  6.70 6.88 
35 歳 1,872,513  1,833,300  1,886,242  0.00  -2.09  0.73  1.47  1.44 1.48 
36 歳 1,841,095  1,813,200  1,849,326  0.00  -1.52  0.45  1.44  1.42 1.45 
37 歳 1,806,426  1,772,100  1,813,807  0.00  -1.90  0.41  1.41  1.39 1.42 
38 歳 1,802,445  1,764,500  1,813,953  0.00  -2.11  0.64  1.41  1.38 1.42 
39 歳 1,413,302  1,373,200  1,412,404  0.00  -2.84  -0.06  1.11  1.07 1.11 
40～44歳 8,080,596  8,064,500  8,103,334  0.00  -0.20  0.28  6.32  6.31 6.35 
40 歳 1,753,784  1,742,400  1,758,107  0.00  -0.65  0.25  1.37  1.36 1.38 
41 歳 1,643,281  1,623,900  1,644,371  0.00  -1.18  0.07  1.29  1.27 1.29 
42 歳 1,601,907  1,630,100  1,608,684  0.00  1.76  0.42  1.25  1.28 1.26 
43 歳 1,550,197  1,546,500  1,557,217  0.00  -0.24  0.45  1.21  1.21 1.22 
44 歳 1,531,427  1,521,600  1,534,955  0.00  -0.64  0.23  1.20  1.19 1.20 
表 3-7 年齢各歳別人口の比較（全国） ― 平成 17 年国勢調査(確定値)、平成 17 年
国勢調査(1%抽出速報集計結果)、人口推計（平成 17 年 10 月 1 日現在試算値） 




  実 数 値 国勢調査確定値との差(%) 
（％） 
構  成 比 （％） 
   






































45～49 歳 7,725,861  7,745,300  7,748,634  0.00  0.25  0.29  6.05  6.06 6.07 
45 歳 1,544,533  1,541,400  1,550,315  0.00  -0.20  0.37  1.21  1.21 1.21 
46 歳 1,576,252  1,575,200  1,580,959  0.00  -0.07  0.30  1.23  1.23 1.24 
47 歳 1,534,063  1,545,300  1,539,333  0.00  0.73  0.34  1.20  1.21 1.21 
48 歳 1,495,792  1,481,900  1,499,852  0.00  -0.93  0.27  1.17  1.16 1.18 
49 歳 1,575,221  1,601,500  1,578,175  0.00  1.67  0.19  1.23  1.25 1.24 
50～54 歳 8,796,499  8,909,400  8,794,477  0.00  1.28  -0.02  6.88  6.97 6.89 
50 歳 1,631,381  1,647,000  1,632,987  0.00  0.96  0.10  1.28  1.29 1.28 
51 歳 1,633,864  1,629,400  1,633,850  0.00  -0.27  0.00  1.28  1.28 1.28 
52 歳 1,739,785  1,779,200  1,740,623  0.00  2.27  0.05  1.36  1.39 1.36 
53 歳 1,838,150  1,864,600  1,837,554  0.00  1.44  -0.03  1.44  1.46 1.44 
54 歳 1,953,319  1,989,300  1,949,463  0.00  1.84  -0.20  1.53  1.56 1.53 
55～59 歳 10,255,164  10,514,200  10,222,872  0.00  2.53  -0.31  8.03  *8.23 8.01 
55 歳 2,104,329  2,157,300  2,100,074  0.00  2.52  -0.20  1.65  1.69 1.65 
56 歳 2,309,454  2,365,300  2,301,550  0.00  2.42  -0.34  1.81  1.85 1.80 
57 歳 2,293,251  2,355,500  2,286,500  0.00  2.71  -0.29  1.79  1.84 1.79 
58 歳 2,180,630  2,239,100  2,173,045  0.00  2.68  -0.35  1.71  1.75 1.70 
59 歳 1,367,500  1,397,000  1,361,703  0.00  2.16  -0.42  1.07  1.09 1.07 
60～64 歳 8,544,629  8,775,900  8,472,785  0.00  2.71  -0.84  6.69  *6.87 6.64 
60 歳 1,470,910  1,493,900  1,462,385  0.00  1.56  -0.58  1.15  1.17 1.15 
61 歳 1,795,818  1,852,500  1,780,505  0.00  3.16  -0.85  1.41  1.45 1.39 
62 歳 1,745,049  1,808,400  1,728,361  0.00  3.63  -0.96  1.37  1.42 1.35 
63 歳 1,791,638  1,830,600  1,776,412  0.00  2.17  -0.85  1.40  1.43 1.39 
64 歳 1,741,214  1,790,600  1,725,122  0.00  2.84  -0.92  1.36  1.40 1.35 
65～69 歳 7,432,610  7,732,000  7,407,878  0.00  4.03  -0.33  5.82  *6.05 5.80 
65 歳 1,584,111  1,621,400  1,574,456  0.00  2.35  -0.61  1.24  1.27 1.23 
66 歳 1,376,543  1,434,400  1,370,028  0.00  4.20  -0.47  1.08  1.12 1.07 
67 歳 1,467,269  1,522,200  1,462,235  0.00  3.74  -0.34  1.15  1.19 1.15 
68 歳 1,504,053  1,582,500  1,505,407  0.00  5.22  0.09  1.18  1.24 1.18 
69 歳 1,500,634  1,571,400  1,495,752  0.00  4.72  -0.33  1.17  1.23 1.17 
70～74 歳 6,637,497  6,918,500  6,612,818  0.00  4.23  -0.37  5.19  *5.42 5.18 
70 歳 1,430,012  1,495,300  1,425,643  0.00  4.57  -0.31  1.12  1.17 1.12 
71 歳 1,344,544  1,394,100  1,339,269  0.00  3.69  -0.39  1.05  1.09 1.05 
72 歳 1,336,071  1,388,700  1,331,531  0.00  3.94  -0.34  1.05  1.09 1.04 
73 歳 1,291,896  1,355,500  1,285,487  0.00  4.92  -0.50  1.01  1.06 1.01 
74 歳 1,234,974  1,284,900  1,230,888  0.00  4.04  -0.33  0.97  1.01 0.96 
75～79 歳 5,262,801  5,521,600  5,236,838  0.00  4.92  -0.49  4.12  *4.32 4.10 
75 歳 1,156,731  1,188,100  1,155,359  0.00  2.71  -0.12  0.91  0.93 0.91 
76 歳 1,110,735  1,184,700  1,103,682  0.00  6.66  -0.63  0.87  0.93 0.86 
77 歳 1,054,370  1,115,800  1,048,357  0.00  5.83  -0.57  0.83  0.87 0.82 
78 歳 993,095  1,037,700  988,384  0.00  4.49  -0.47  0.78  0.81 0.77 
79 歳 947,870  995,200  941,056  0.00  4.99  -0.72  0.74  0.78 0.74 
80～84 歳 3,412,393  3,590,400  3,401,843  0.00  5.22  -0.31  2.67  2.81 2.67 
80 歳 859,044  925,300  854,639  0.00  7.71  -0.51  0.67  0.72 0.67 
81 歳 747,664  773,800  745,203  0.00  3.50  -0.33  0.59  0.61 0.58 
82 歳 668,066  704,600  670,410  0.00  5.47  0.35  0.52  0.55 0.53 
83 歳 602,291  633,500  598,776  0.00  5.18  -0.58  0.47  0.50 0.47 
84 歳 535,328  553,300  532,815  0.00  3.36  -0.47  0.42  0.43 0.42 
85～89 歳 1,849,260  1,935,200  1,836,183  0.00  4.65  -0.71  1.45  1.51 1.44 
85 歳 514,834  541,800  514,198  0.00  5.24  -0.12  0.40  0.42 0.40 
86 歳 380,019  394,700  377,883  0.00  3.86  -0.56  0.30  0.31 0.30 
87 歳 354,614  366,200  350,958  0.00  3.27  -1.03  0.28  0.29 0.27 
88 歳 317,236  332,100  313,998  0.00  4.69  -1.02  0.25  0.26 0.25 
89 歳 282,557  300,400  279,146  0.00  6.31  -1.21  0.22  0.24 0.22 
90 歳以上 1,077,444  1,122,200  1,084,007  0.00  4.15  0.61  0.84  0.88 0.85 
年齢不詳 482,341  163,500  0  0.00  -66.10  -100.00  0.38  *0.13 *0.00 
0～14 歳 17,521,234  17,399,700  17,546,285  0.00  -0.69  0.14  13.71  13.62 13.75 
15～64 歳 84,092,414  83,372,800  84,516,781  0.00  -0.86  0.50  65.82  *65.26 *66.21 





表 3-7 年齢各歳別人口の比較（全国） ― 平成 17 年国勢調査(確定値)、平成 17 年国
勢調査(1%抽出速報集計結果)、人口推計（平成 17 年 10 月 1 日現在試算値）（続き） 
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表 3-8 都道府県（抜粋）、年齢（5 歳階級）別人口の比較 －平成 17 年国勢調査、人口推計（試
算値） 











































            
  総 数 127,767,994  127,642,633  2,975,167  2,984,321  2,024,135  2,031,316  12,576,601  12,446,673  8,791,597  8,766,273  
0～4 歳 5,578,087  5,637,643  131,766  134,247  92,128  92,560  476,692  494,332  394,198  398,641  
5～9  5,928,495  5,889,791  142,817  143,048  99,293  99,816  481,382  471,136  403,542  400,611  
10～14  6,014,652  6,018,851  148,330  138,728  100,574  93,069  466,593  538,918  386,891  410,390  
15～19  6,568,380  6,564,079  160,297  145,950  103,009  94,060  562,968  699,702  425,075  457,660  
20～24  7,350,598  7,554,451  167,323  193,840  102,975  125,840  859,742  724,168  551,629  514,521  
25～29  8,280,049  8,478,700  189,034  190,204  126,116  121,943  981,230  1,011,815  631,512  649,832  
30～34  9,754,857  9,801,717  220,890  225,063  151,024  151,994  1,121,689  1,111,159  774,981  765,060  
35～39  8,735,781  8,775,732  194,943  198,264  135,115  136,060  1,026,016  1,013,128  722,836  721,897  
40～44  8,080,596  8,103,334  183,353  185,479  124,224  125,377  885,146  871,125  618,992  615,245  
45～49  7,725,861  7,748,634  189,494  191,313  122,795  123,932  736,656  722,854  517,300  516,243  
50～54  8,796,499  8,794,477  224,886  226,595  145,379  146,632  770,054  756,155  563,669  560,997  
55～59  10,255,164  10,222,872  243,946  244,428  167,753  168,758  938,669  923,185  686,087  682,948  
60～64  8,544,629  8,472,785  199,993  197,921  135,869  135,693  813,422  804,288  596,060  592,774  
65～69  7,432,610  7,407,878  166,607  166,005  114,158  114,494  705,944  699,041  489,010  487,637  
70～74  6,637,497  6,612,818  143,065  141,316  104,331  104,375  612,400  612,557  392,795  391,541  
75～79  5,262,801  5,236,838  120,191  118,143  88,997  88,789  451,357  453,578  280,263  280,236  
80 歳以上 3,412,393  3,401,843  146,409  143,777  109,423  107,924  525,826  539,532  318,194  320,040  
年齢不詳 482,341  0  1,823  0  972  0  160,815  0  38,563  0  
 
表 3-8 都道府県（抜粋）、年齢（5 歳階級）別人口の比較 －平成 17 年国勢調査、人口推計（試
算値）（続き） 









































            
  総 数 2,647,660  2,633,002  8,817,166  8,803,118  1,035,969  1,042,113  607,012  606,074  742,223  743,887  
0～4 歳 111,514  112,035  394,679  402,363  42,358  43,207  26,333  26,891  30,716  30,816  
5～9  118,128  116,439  418,247  417,239  48,931  48,461  27,945  27,689  33,298  33,486  
10～14  115,429  123,799  398,331  417,861  51,381  47,849  30,545  27,973  36,528  31,036  
15～19  143,798  138,595  438,173  449,942  53,397  48,686  32,239  31,001  37,868  33,607  
20～24  187,179  149,713  532,331  509,791  47,142  58,494  31,331  36,812  32,425  44,249  
25～29  175,907  202,756  590,338  629,461  54,445  55,879  35,464  33,852  39,132  37,690  
30～34  202,301  205,464  730,881  747,441  67,811  70,108  38,890  39,090  44,281  44,918  
35～39  174,667  176,426  649,803  662,118  62,305  63,688  33,490  33,648  38,634  39,326  
40～44  156,900  158,172  557,837  564,686  63,261  64,259  35,032  35,184  40,429  40,971  
45～49  143,804  144,943  478,932  480,287  63,132  63,785  38,768  39,014  45,315  45,723  
50～54  166,162  167,089  556,546  554,407  71,341  71,928  44,873  44,736  53,199  53,227  
55～59  220,675  221,261  726,275  719,305  85,602  85,972  48,068  47,833  61,086  60,869  
60～64  184,054  183,413  652,442  643,868  73,992  73,177  37,384  36,950  47,102  46,327  
65～69  152,537  152,699  546,547  536,590  65,569  65,108  35,001  34,899  45,996  46,091  
70～74  135,780  136,438  437,785  430,060  63,576  62,864  36,028  36,056  50,243  50,276  
75～79  106,828  106,950  306,063  298,962  54,032  53,471  32,420  32,172  44,457  44,996  
80 歳以上 135,205  136,810  343,823  338,737  66,296  65,177  42,664  42,274  60,407  60,279  
年齢不詳 16,792  0  58,133  0  1,398  0  537  0  1,107  0  
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45 平成 12 年についても比較を行ったが、平成 17 年と同様の状況であることが確認された。 
46 人口構成比でみると、この 4 都府県では、0.3 から 1.4 ポイント低くなっている。 
47 人口構成比でみると、この 5 県では、0.9 から 1.6 ポイント高くなっている 
48 抽出速報集計では結果精度を考慮して、都道府県別結果においては年齢 5 歳階級別までの集計・公表
が行われており、年齢各歳別の集計は行われていない。 
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いた計算表の様式を表 3-9 に示した 51。） 
 




                            












0 歳 1 歳 ・・・ 89 歳 90 歳
以上 
  
0 歳 1 歳 ・・・ 89 歳 90 歳
以上 
    
 結果)                 
  
  
      
  









127,755,971 163,539 127,592,432 553,249 568,875  ・・・ 78,888 260,900 525,511 541,139 ・・・ 200,148 822,680 
01 北 海 道 5,627,307 1,384 5,625,923 23,356 24,531 
 
3,492 10,754 20,961 19,599 
 
7,848 36,595 
02 青 森 県 1,436,628 0 1,436,628 5,701 4,788 
 
623 2,440 7,509 5,473 
 
2,586 8,361 
03 岩 手 県 1,385,037 2,734 1,382,303 5,709 5,943  ・・・ 1,100 3,301 6,301 4,718  ・・・ 2,817 10,328 
04 宮 城 県 2,360,046 1,437 2,358,609 9,864 12,032 
 
1,701 4,264 9,283 10,505 
 
3,606 13,612 
05 秋 田 県 1,145,456 697 1,144,759 3,948 4,439 
 
658 2,520 3,454 3,385 
 
1,967 10,338 
06 山 形 県 1,216,064 1,322 1,214,742 3,107 5,068 
 
1,357 3,166 3,929 4,840 
 
2,689 8,908 
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
・・・ 
・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 
・・・ 
 ・・・  ・・・ 
40 福 岡 県 5,049,103 8,106 5,040,997 22,757 23,058 
 
3,042 10,036 22,369 24,944 
 
8,432 35,163 
41 佐 賀 県 866,402 0 866,402 4,248 2,647 
 
138 3,245 2,761 4,148 
 
1,783 7,031 
42 長 崎 県 1,478,638 498 1,478,140 5,490 5,351 
 
1,254 3,657 6,270 6,635 
 
3,591 11,108 
43 熊 本 県 1,842,064 1,185 1,840,879 8,903 7,553  ・・・ 2,018 5,405 7,362 7,752  ・・・ 4,120 17,416 
44 大 分 県 1,209,645 2,186 1,207,459 3,635 5,004 
 
569 2,889 4,643 5,704 
 
3,038 9,404 
45 宮 崎 県 1,152,965 1,167 1,151,798 4,519 4,894 
 
1,384 2,082 4,883 4,556 
 
2,561 8,811 
46 鹿児島県 1,753,053 0 1,753,053 6,378 7,564 
 
963 5,835 6,500 7,659 
 
4,438 20,117 
47 沖 縄 県 1,360,881 296 1,360,585 8,251 9,007   1,043 3,453 8,509 6,394   1,701 11,570 
 
                                                  




50 繰り返し比例補正の手法や表記法については、Bishop ら [73]及び Ruschendorf [74]を参考にした。 
51 ここでのベンチマーク人口は、89 歳までは年齢各歳で、90 歳以上をひとくくりとした。これは、平
成 17 年国勢調査の抽出速報集計では、結果的に 89 歳まで各都道府県において年齢各歳で 1％分の標
本が抽出されていたためである。小規模な都道府県においては、人口の比較的少ない高齢層では、必
ずしも標本が年齢各歳で確保できるとは限らないため、平成 22 年国勢調査では、85 歳以上をひとくく
りとするのが適当と考えられる。 
𝑝𝑝𝑖𝑖1𝑘𝑘 𝑝𝑝𝑖𝑖2𝑘𝑘 
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また、このベンチマーク人口の算出を計算式で表すと、以下のようになる。 






























− 1� < 𝜀𝜀 となるまで
すべての𝑖𝑖, 𝑗𝑗及び𝑘𝑘について繰り返すことにより、都道府県・男女・年齢別ベンチマーク
人口が算出される。 


















人口の有用性が確認された。（表 3-10 の全国の欄からわかるように、年齢 5 歳階級別
にみた場合、抽出速報集計結果では、母集団（確定値）と比較して有意な差がある階
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表 3-10 都道府県（抜粋）、年齢 5 歳階級別人口の比較 ―平成 17 年国勢調査(確定値)、平成
17 年国勢調査(1%抽出集計用ベンチマーク人口)、平成 17 年国勢調査(1%抽出集計結果) 










































  総 数 127,767,994  127,755,971  127,756,000  2,024,135  2,024,342  2,024,300  12,576,601  12,570,293  12,570,300  
0～4 歳 5,578,087  5,635,426  5,409,300  92,128  93,623  89,700  476,692  493,095  475,200  
5～9  5,928,495  5,887,475  5,899,000  99,293  100,733  100,900  481,382  498,270  501,500  
10～14  6,014,652  6,016,484  6,091,400  100,574  96,815  98,000  466,593  480,034  488,000  
15～19  6,568,380  6,561,497  6,526,500  103,009  106,121  105,600  562,968  560,781  558,000  
20～24  7,350,598  7,551,480  *7,010,300  102,975  116,158  107,700  859,742  884,328  823,900  
25～29  8,280,049  8,475,365  *7,898,500  126,116  122,450  114,000  981,230  1,009,685  944,100  
30～34  9,754,857  9,797,862  *9,371,900  151,024  144,365  137,900  1,121,689  1,126,977  1,082,300  
35～39  8,735,781  8,772,281  8,556,300  135,115  137,829  134,300  1,026,016  1,062,469  1,040,200  
40～44  8,080,596  8,100,147  8,064,500  124,224  131,971  131,200  885,146  880,129  879,600  
45～49  7,725,861  7,745,587  7,745,300  122,795  131,410  131,400  736,656  725,534  728,300  
50～54  8,796,499  8,791,018  8,909,400  145,379  149,143  151,000  770,054  757,298  770,800  
55～59  10,255,164  10,218,851  *10,514,200  167,753  158,288  162,700  938,669  913,135  943,500  
60～64  8,544,629  8,469,453  *8,775,900  135,869  129,964  134,600  813,422  828,842  862,200  
65～69  7,432,610  7,404,965  *7,732,000  114,158  109,715  114,500  705,944  696,846  730,500  
70～74  6,637,497  6,610,217  *6,918,500  104,331  105,195  110,000  612,400  619,371  651,400  
75～79  5,262,801  5,234,778  *5,521,600  88,997  89,667  94,700  451,357  445,936  472,600  
80 歳以上 6,339,097  6,319,547  *6,647,700  109,423  100,268  105,500  525,826  537,380  567,900  
年齢不詳 482,341  *163,539  *163,500  972  627  600  160,815  *50,185  *50,200  
（再掲） 




  0～14 歳 17,521,234  17,539,384  17,399,700  291,995  291,172 288,600  1,424,667 1,471,399 1,464,700  
15～64 歳 84,092,414  **84,483,541  *83,372,800  1,314,259  1,327,699  1,310,400  8,695,592  *8,749,176  *8,632,900  
65 歳以上 25,672,005  25,569,507  *26,819,800  416,909  404,844  424,700  2,295,527  2,299,534  *2,422,400  
 
表 3-10 都道府県（抜粋）、年齢 5 歳階級別人口の比較 ―平成 17 年国勢調査(確定値)、平成
17 年国勢調査(1%抽出集計用ベンチマーク人口)、平成 17 年国勢調査(1%抽出集計結果)（続き） 


















































  総 数 2,647,660  2,647,398  2,647,400  1,035,969  1,036,061  1,036,100  1,753,179  1,753,053  1,753,100  
0～4 歳 111,514  112,313  107,800  42,358  45,428  43,400  76,979  69,579  66,400  
5～9  118,128  123,298  123,600  48,931  46,278  46,100  82,526  79,272  79,000  
10～14  115,429  115,104  116,600  51,381  55,100  55,500  92,780  87,315  87,900  
15～19  143,798  145,349  144,400  53,397  47,207  46,800  99,017  98,289  97,500  
20～24  187,179  173,501  161,200  47,142  46,232  42,700  89,523  91,936  84,900  
25～29  175,907  178,544  166,400  54,445  55,527  51,500  96,483  96,904  89,900  
30～34  202,301  203,683  194,800  67,811  67,888  64,600  100,956  105,872  100,700  
35～39  174,667  185,258  180,700  62,305  64,189  62,300  94,788  90,615  87,900  
40～44  156,900  162,204  161,500  63,261  65,671  65,000  103,007  103,302  102,300  
45～49  143,804  150,332  150,400  63,132  68,805  68,400  118,485  116,521  116,000  
50～54  166,162  161,557  163,900  71,341  68,883  69,400  133,601  130,691  131,700  
55～59  220,675  214,542  220,800  85,602  84,110  86,100  128,556  127,072  130,000  
60～64  184,054  187,757  194,600  73,992  74,298  76,600  101,544  105,169  108,400  
65～69  152,537  159,242  166,500  65,569  67,890  70,700  104,696  112,052  116,400  
70～74  135,780  132,856  139,200  63,576  59,925  62,400  109,830  114,409  119,100  
75～79  106,828  104,614  110,500  54,032  52,984  55,700  96,127  97,019  101,900  
80 歳以上 135,205  135,415  142,600  66,296  65,206  68,300  123,906  127,039  132,900  
年齢不詳 16,792  1,831  1,800  1,398  441  400  375  0  0  
（再掲） 




  0～14 歳 345,071  350,714  348,000  142,670  146,805  145,000  252,285  236,165  233,300  
15～64 歳 1,755,447  1,762,726  1,738,700  642,428  642,810  633,400  1,065,960  1,066,369  *1,049,300  
65 歳以上 530,350  532,127  *558,800  249,473  246,005  257,100  434,559  450,518  *470,300  
※ 上記の表において数値の前に付与されている「*」印は、当該数値の構成比について、標本誤差（有
意水準 5%）の範囲を超えた乖離が確定値との間で生じていることを示す。 












果、夫の集計用乗率が 1、妻の乗率が 2 となった場合、世帯の集計結果においては、
世帯内の夫と妻の人員比が 1 対 2 となる一方、世帯数の推定が困難となってしまう。
このような事態を避けるため、第 3 章 3.1 節の社会生活基本調査に関する研究におい
ては、人口関係に用いる乗率とは別に、夫婦に関する集計を行う際に利用する乗率を
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表 3-11 集計用乗率の計算（補正）表（イメージ） 














ク人口(A)     1,709,032 806,733 6,367 ～ 772 5,000   902,299 6,485 ～ 3,502 14,667 0 
A/B 
  
1.0000  1.0040  1.0009  ～ 0.9733  0.9615  1.0000  0.9965  1.0686 ～ 0.8975  0.9619  1.0000  
抽出分人口(B) 732,478 17,008 1,709,032 803,552 6,361 ～ 793 5,201 0 905,480 6,069 ～ 3,903 15,248 0 
kk201 0001 23.8145 25 595.36194 166.701 0 ～ 23.8145 47.629 0 428.661 0 ～ 0 142.8869 0 
kk201 0002 7.93816 1 7.9381592 7.93816 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0003 64.8283 1 64.8283 64.8283 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0004 64.8283 1 64.8283 64.8283 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0005 64.8283 1 64.8283 64.8283 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0006 1.98454 20 39.690796 13.8918 0 ～ 0 0 0 25.799 0 ～ 1.98454 1.98454 0 
kk201 0007 1.98454 14 27.783557 17.8609 0 ～ 0 0 0 9.9227 0 ～ 0 0 0 
kk201 0008  121.057 3 363.17078 363.171 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0009 1.98454 14 27.783557 21.8299 0 ～ 0 0 0 5.95362 0 ～ 0 0 0 
kk201 0010 130.98 16 2095.674 785.878 0 ～ 0 0 0 1309.8 0 ～ 130.98 0 0 
kk201 0011 77.3971 1 77.397052 77.3971 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0012 87.3198 1 87.319751 87.3198 0 ～ 0 0 0 0 0 ～ 0 0 0 
kk201 0013 2.12415 12 25.489776 12.7449 6.37244 ～ 0 0 0 12.7449 2.12415 ～ 0 0 0 
kk201 0014 121.057 17 2057.9678 363.171 0 ～ 0 121.057 0 1694.8 0 ～ 121.057 363.1708 0 








② 初めに、男の 0 歳の列に着目し、標本から得られる男の 0 歳についての集計用
乗率の合計が、ベンチマーク人口 52の男の 0 歳人口と一致するように必要な乗































































(2𝑛𝑛−2)                                                  (𝑗𝑗 = 𝑠𝑠  𝑎𝑎𝑛𝑛𝑎𝑎  𝑘𝑘 = 𝑡𝑡) 
𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘




− 1� ∙ 𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖(2𝑛𝑛−2) + 1�  ∙  𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘(2𝑛𝑛−2)       (𝑗𝑗 ≠ 𝑠𝑠  𝑜𝑜𝑜𝑜  𝑘𝑘 ≠ 𝑡𝑡) 
𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
(2𝑛𝑛) = 𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖(2𝑛𝑛−1)∙𝑀𝑀+++





   
となる。この計算を �𝑀𝑀+𝑖𝑖𝑘𝑘 − ∑ 𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘
(2𝑛𝑛−2)





(2𝑛𝑛−2) = �1   (𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖(2𝑛𝑛−2) ≠ 0) 0   (𝑚𝑚𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖(2𝑛𝑛−2) = 0)  
 













                                                  
53 例えば、小数点以下第一位を四捨五入した値（「人」単位の値）が一致する程度になれば、十分と考
えられるが、標本誤差のことを考慮すると、必ずしもそこまで行う必要はないと考えられる。 





















なお、平成 17 年の抽出速報集計では、0～4 歳の男性において、標本誤差（3σ）を








と 1.15%の差）と比較して 1.11 ポイント確定値に近づいた。（表 3-12） 
 
 
                                                  
























































































































































図 3-18 年齢(5 歳階級)別人口（女） 
 ―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-17 年齢(5 歳階級)別人口（男） 
 ―鹿児島県（平成 17 年） 
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表 3-12 世帯数の比較 ―鹿児島県（平成 17 年） 
  実数値 確定値との差（％） 
























図 3-19 配偶関係(3 区分)別人口（男） 
―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-20 配偶関係(3 区分)別人口（女） 
―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-21 労働力状態(8 区分)別人口（男） 
―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-22 労働力状態(8 区分)別人口（女） 
―鹿児島県（平成 17 年） 






試算値の方が抽出速報集計結果よりも確定値に近い値となっている。（図  3-23、図 
3-24） 
 




















図 3-23 世帯の家族類型(16 区分)別一般世帯
数 ―鹿児島県（平成 17 年） 
図 3-24 世帯の家族類型(16 区分)別一般世帯
人員 ―鹿児島県（平成 17 年） 












れと比較することを行った（図 3-25、表 3-13）。それによると、男女とも 20 歳代を
除いて抽出速報集計結果による年齢別人口が、人口等基本集計結果による確定値によ







図 3-25 男女、年齢各歳別人口の比較（抽出速報値、確定値）―全国（平成 22 年） 
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総　数 127,767,994 128,056,000 0.23 100.00 100.00 ######### ######### 0.23 100.00 100.00
０～４歳 5,296,748 5,375,400 1.48 4.15 4.20 45～49歳 8,033,116 7,985,500 -0.59 6.29 6.24
０歳 1,045,975 1,073,100 2.59 0.82 0.84 45歳 1,744,172 1,734,900 -0.53 1.37 1.35
１歳 1,045,417 1,071,000 2.45 0.82 0.84 46歳 1,632,518 1,625,800 -0.41 1.28 1.27
２歳 1,074,194 1,086,400 1.14 0.84 0.85 47歳 1,594,519 1,583,100 -0.72 1.25 1.24
３歳 1,069,540 1,078,300 0.82 0.84 0.84 48歳 1,542,921 1,530,600 -0.80 1.21 1.20
４歳 1,061,622 1,066,600 0.47 0.83 0.83 49歳 1,518,986 1,511,100 -0.52 1.19 1.18
５～９歳 5,585,661 5,526,500 -1.06 4.37 4.32 50～54歳 7,644,499 7,602,400 -0.55 5.98 5.94
５歳 1,058,489 1,043,700 -1.40 0.83 0.82 50歳 1,532,059 1,523,000 -0.59 1.20 1.19
６歳 1,098,856 1,082,500 -1.49 0.86 0.85 51歳 1,559,648 1,552,900 -0.43 1.22 1.21
７歳 1,117,316 1,105,800 -1.03 0.87 0.86 52歳 1,519,884 1,509,900 -0.66 1.19 1.18
８歳 1,147,733 1,139,600 -0.71 0.90 0.89 53歳 1,478,697 1,469,600 -0.62 1.16 1.15
９歳 1,163,267 1,154,900 -0.72 0.91 0.90 54歳 1,554,211 1,547,000 -0.46 1.22 1.21
10～14歳 5,921,035 5,895,700 -0.43 4.63 4.60 55～59歳 8,663,734 8,600,000 -0.74 6.78 6.72
10歳 1,175,275 1,174,200 -0.09 0.92 0.92 55歳 1,608,361 1,599,900 -0.53 1.26 1.25
11歳 1,176,598 1,173,400 -0.27 0.92 0.92 56歳 1,611,287 1,600,100 -0.69 1.26 1.25
12歳 1,195,772 1,187,700 -0.68 0.94 0.93 57歳 1,713,738 1,701,400 -0.72 1.34 1.33
13歳 1,190,404 1,182,800 -0.64 0.93 0.92 58歳 1,809,889 1,795,000 -0.82 1.42 1.40
14歳 1,182,986 1,177,600 -0.46 0.93 0.92 59歳 1,920,459 1,903,600 -0.88 1.50 1.49
15～19歳 6,063,357 6,014,200 -0.81 4.75 4.70 60～64歳 10,037,249 9,938,600 -0.98 7.86 7.76
15歳 1,218,766 1,201,000 -1.46 0.95 0.94 60歳 2,066,423 2,048,100 -0.89 1.62 1.60
16歳 1,226,037 1,200,900 -2.05 0.96 0.94 61歳 2,261,917 2,242,500 -0.86 1.77 1.75
17歳 1,202,514 1,181,500 -1.75 0.94 0.92 62歳 2,244,319 2,222,500 -0.97 1.76 1.74
18歳 1,215,892 1,211,800 -0.34 0.95 0.95 63歳 2,132,584 2,106,900 -1.20 1.67 1.65
19歳 1,200,148 1,219,000 1.57 0.94 0.95 64歳 1,332,006 1,318,600 -1.01 1.04 1.03
20～24歳 6,426,433 6,694,400 4.17 5.03 *5.23 65～69歳 8,210,173 8,177,400 -0.40 6.43 6.39
20歳 1,219,150 1,256,700 3.08 0.95 0.98 65歳 1,426,865 1,415,700 -0.78 1.12 1.11
21歳 1,249,329 1,301,600 4.18 0.98 1.02 66歳 1,732,916 1,723,800 -0.53 1.36 1.35
22歳 1,288,282 1,346,100 4.49 1.01 1.05 67歳 1,674,435 1,671,700 -0.16 1.31 1.31
23歳 1,321,513 1,383,100 4.66 1.03 1.08 68歳 1,714,817 1,710,200 -0.27 1.34 1.34
24歳 1,348,159 1,406,900 4.36 1.06 1.10 69歳 1,661,140 1,656,000 -0.31 1.30 1.29
25～29歳 7,293,701 7,366,500 1.00 5.71 5.75 70～74歳 6,963,302 6,956,600 -0.10 5.45 5.43
25歳 1,404,312 1,454,500 3.57 1.10 1.14 70歳 1,500,984 1,500,400 -0.04 1.17 1.17
26歳 1,449,555 1,480,000 2.10 1.13 1.16 71歳 1,298,743 1,296,700 -0.16 1.02 1.01
27歳 1,469,956 1,483,900 0.95 1.15 1.16 72歳 1,376,960 1,374,700 -0.16 1.08 1.07
28歳 1,475,731 1,467,500 -0.56 1.16 1.15 73歳 1,400,129 1,399,300 -0.06 1.10 1.09
29歳 1,494,147 1,480,600 -0.91 1.17 1.16 74歳 1,386,486 1,385,500 -0.07 1.09 1.08
30～34歳 8,341,497 8,219,700 -1.46 6.53 6.42 75～79歳 5,941,013 5,937,700 -0.06 4.65 4.64
30歳 1,561,305 1,540,000 -1.36 1.22 1.20 75歳 1,308,845 1,309,100 0.02 1.02 1.02
31歳 1,600,983 1,578,700 -1.39 1.25 1.23 76歳 1,217,357 1,217,000 -0.03 0.95 0.95
32歳 1,669,936 1,642,800 -1.62 1.31 1.28 77歳 1,197,125 1,195,600 -0.13 0.94 0.93
33歳 1,712,263 1,687,000 -1.48 1.34 1.32 78歳 1,143,547 1,141,700 -0.16 0.90 0.89
34歳 1,797,010 1,771,200 -1.44 1.41 1.38 79歳 1,074,139 1,074,300 0.01 0.84 0.84
35～39歳 9,786,349 9,660,100 -1.29 7.66 7.54 80～84歳 4,336,264 4,339,900 0.08 3.39 3.39
35歳 1,880,293 1,857,000 -1.24 1.47 1.45 80歳 990,275 990,400 0.01 0.78 0.77
36歳 1,981,982 1,954,200 -1.40 1.55 1.53 81歳 932,127 933,400 0.14 0.73 0.73
37歳 2,017,073 1,990,000 -1.34 1.58 1.55 82歳 868,554 869,100 0.06 0.68 0.68
38歳 1,978,648 1,952,100 -1.34 1.55 1.52 83歳 801,946 800,500 -0.18 0.63 0.63
39歳 1,928,353 1,906,800 -1.12 1.51 1.49 84歳 743,362 746,500 0.42 0.58 0.58
40～44歳 8,741,865 8,648,400 -1.07 6.84 6.75 85～89歳 2,432,588 2,469,900 1.53 1.90 1.93
40歳 1,874,292 1,853,500 -1.11 1.47 1.45 85歳 648,870 671,000 3.41 0.51 0.52
41歳 1,846,761 1,824,000 -1.23 1.45 1.42 86歳 547,394 549,400 0.37 0.43 0.43
42歳 1,807,649 1,790,000 -0.98 1.41 1.40 87歳 472,872 480,300 1.57 0.37 0.38
43歳 1,803,149 1,782,400 -1.15 1.41 1.39 88歳 411,987 406,200 -1.40 0.32 0.32
44歳 1,410,014 1,398,500 -0.82 1.10 1.09 89歳 351,465 363,000 3.28 0.28 0.28
90歳以上 1,362,345 1,412,100 3.65 1.07 1.10
年齢不詳 976,423 1,234,800 26.46 0.76 *0.96
０～14歳 24,341,349 24,187,900 -0.63 19.05 18.89
15～64歳 72,299,187 71,946,600 -0.49 56.59 *56.18
65歳以上 29,245,685 29,293,600 0.16 22.89 22.88





































































第4章 母集団状態の時間的な推定方法の開発 ― 状態遷移の的確な把握 
 


































等について推計する方法を新たに 2 種類考案するに至った。 
 































り小なり異なるものとなっている。具体的には、平成 12 年以降では、平成 14 年、19
年及び 25 年に日本標準産業分類の改定が行われており、そのそれぞれの後に実施され





                                                  
56 総務省統計局や独立行政法人統計センターでは、分類符号を付与するコーディングのことが「格付け」
と呼ばれている。 
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年国勢調査における「新産業分類特別集計」結果が公表（平成 22 年 1 月）されており、




本研究では、平成 12 年以前の国勢調査の産業分類別結果と平成 22 年国勢調査結果
との比較ができるよう、分類の接続の方法について検討を行うとともに、その結果得
られた方法に基づいて遡及推計を行ったので、ここではその結果を紹介する。 
具体的には、平成 17 年国勢調査及び平成 12 年国勢調査における「新産業分類特別
集計」のデータを用いて、これら 2 時点それぞれでの旧産業分類から新産業分類への
遷移比率を算出し、それに基づいて新旧分類間の遷移確率行列を求め、これを用いて、


















































具体的に、平成 12 年国勢調査の産業分類別就業者数の統計について、平成 22 年国
勢調査で用いられた産業分類に組み替える方法について説明する。平成 14 年と 19 年
の日本標準産業分類の改定に伴って、平成 12 年国勢調査に用いられた産業分類（以下、
「12 年産業分類」という。）は、平成 17 年国勢調査で用いられたもの（以下、「17 年
産業分類」という。）とは異なるものとなっており、また、17 年産業分類は、平成 22
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年国勢調査に用いられたもの（以下、「22 年産業分類」という。）とも異なるものとな
っている。前述のように、平成 12 年国勢調査の結果については、12 年産業分類のみ
ならず、17 年産業分類に基づく統計（産業分類別就業者数）も作成されており、また、
平成 17 年国勢調査の結果については、17 年産業分類のみならず、22 年産業分類に基
づく統計も作成されている。そこで、平成 17 年国勢調査のデータを用いて 17 年産業
分類から 22 年産業分類への遷移確率行列を算出し、その行列を、平成 12 年国勢調査
データを用いた 17 年産業分類に基づく産業別就業者数をベクトル表示したものにか




𝑥𝑥𝑖𝑖： 平成 12 年国勢調査データを用いた、17 年産業分類による第 j  産業の就業
者数 
𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖： 平成 17 年国勢調査データを用いた、17 年産業分類による第 j  産業の就業
者が 22 年産業による第 𝑖𝑖 産業に遷移する確率 
𝑦𝑦𝑖𝑖： 平成 12 年国勢調査データを用いた、22 年産業分類による第 𝑖𝑖 産業の就
業者数の推計値 
 
また、𝑥𝑥𝑖𝑖 及び 𝑦𝑦𝑖𝑖 を要素とする列ベクトルをそれぞれ𝑋𝑋、𝑌𝑌とし、また、𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖を要素と
する行列を𝐴𝐴とおくと、 (𝑌𝑌)𝑖𝑖 = (𝐴𝐴𝑋𝑋)𝑖𝑖 = ∑ 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖  







𝑧𝑧𝑘𝑘： 平成 7 年国勢調査データを用いた、12 年産業分類による第 𝑘𝑘  産業の就業
者数 
𝑏𝑏𝑖𝑖𝑘𝑘： 平成 12 年国勢調査データを用いた、12 年産業分類による第 𝑘𝑘  産業の就業
者が 17 年産業による第 𝑗𝑗 産業に遷移する確率 
𝑤𝑤𝑖𝑖： 平成 7 年国勢調査データを用いた、17 年産業分類による第 j  産業の就業
者数の推計値 
 
また、上と同様に、𝑧𝑧𝑘𝑘 及び 𝑤𝑤𝑖𝑖 を要素とする列ベクトルをそれぞれ𝑍𝑍、𝑊𝑊とし、ま
た、𝑏𝑏𝑖𝑖𝑘𝑘を要素とする行列を𝐵𝐵とおくと、 
(4-1) 
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(𝑊𝑊)𝑖𝑖 = (𝐵𝐵𝑍𝑍)𝑖𝑖 = ∑ 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑘𝑘 ∙ 𝑧𝑧𝑘𝑘𝑘𝑘   
という推計式により、17 年産業分類に基づく平成 7 年国勢調査時点の産業分類別就
業者数を推計することができる。 
したがって、(4-1)式及び(4-2)式により、平成 7 年国勢調査データを用いた、22 年産
業分類による産業別就業者数は、第 𝑖𝑖 産業の就業者数を𝑣𝑣𝑖𝑖 と置き、それを要素とする








平成 7 年国勢調査データによる 17 年産業分類（大分類）別の就業者数の推計を具体的
な手順に沿って示す。次に、同じ方法による 22 年産業分類別の就業者数の推計を、平
成 7 年、平成 12 年、平成 17 年それぞれの国勢調査のデータを用いて行った結果を示
す。その際、推計をできるだけ精緻に行うため、産業小分類別及び男女別に計算を行
った。 




4.1.3.1 平成 17 年国勢調査の産業分類による推計 
ここでは、前節で示した方法の具体的適用例として、平成 7 年国勢調査データに基
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4.1.3.2 平成 22 年国勢調査の産業分類による推計 
ここでは、先に示した産業分類の接続方法による 22 年産業分類別の就業者数の推計
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表 4-1 産業大分類別 15 歳以上就業者数（平成 7 年～22 年） 
       ― 22 年産業分類による 
  産業（大分類） 
就業者数（15 歳以上） 
平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 
 
総数 64,181,893 63,032,271 61,530,202 59,611,311 
A 農業，林業 3,542,698 2,954,654 2,766,689 2,204,530 
B 漁業 304,907 253,419 214,142 176,885 
C 鉱業，採石業，砂利採取業 59,127 46,423 31,074 22,152 
D 建設業 6,710,868 6,345,737 5,440,516 4,474,946 
E 製造業 13,165,834 11,999,441 10,485,635 9,626,184 
F 電気・ガス・熱供給・水道業 354,321 338,085 295,145 284,473 
G 情報通信業 1,307,174 1,554,586 1,612,836 1,626,714 
H 運輸業，郵便業 3,249,994 3,217,509 3,170,769 3,219,050 
I 卸売業，小売業 11,918,103 11,394,201 10,760,196 9,804,290 
J 金融業，保険業 1,974,408 1,751,109 1,514,281 1,512,975 
K 不動産業，物品賃貸業 1,042,818 1,064,779 1,117,932 1,113,768 
L 学術研究，専門・技術サービス業 1,963,286 1,973,850 1,910,478 1,902,215 
M 宿泊業，飲食サービス業 3,778,461 3,802,916 3,664,043 3,423,208 
N 生活関連サービス業，娯楽業 2,424,357 2,404,243 2,329,659 2,198,515 
O 教育，学習支援業 2,630,340 2,606,388 2,674,606 2,635,120 
P 医療，福祉 3,590,560 4,273,799 5,331,814 6,127,782 
Q 複合サービス事業 698,425 695,466 668,297 376,986 
R サービス業（他に分類されないもの） 2,919,233 3,452,049 4,289,239 3,405,092 
S 公務（他に分類されるものを除く） 2,152,082 2,142,359 2,085,318 2,016,128 
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れていた産業細分類別集計結果を活用した産業細分類組替えによる方法を応用した結






図 4-2 から、2 つの方法による推計値はおおむね同程度であることがわかる。若
干の差があるのは、「I 卸売業、小売業」及び「M 宿泊業，飲食サービス業」等の
みである。この差をより詳しくみるために、両者の差数及び差率を算出してグラフ












































































































































































































































図 4-2 22 年産業分類による産業大分類別就業者数（平成 12 年） ―「産業小
分類遷移確率による方法」と「産業細分類組替えによる方法」の比較① 









































































































































































































































































図 4-3 22 年産業分類による産業大分類別就業者数の差数及び差率














図 4-4 から、2 つの方法による推計値はおおむね同程度であることがわかる。若干
の差があるのは、「L 学術研究，専門・技術サービス業」、「N 生活関連サービス業，
娯楽業」及び「R サービス業（他に分類されないもの）」等のみである。この差をより















































































































































































































































図 4-4 22 年産業分類による産業大分類別就業者数（平成 12 年） ―「産業小分
類遷移確率による方法」と「産業大分類遷移確率による方法」の比較① 













































































































































































































































































国勢調査における産業分類の接続については、従前より、大正 9 年の第 1 回国勢調
査から平成 12 年国勢調査の結果までは、12 年産業分類の産業大分類レベルでの統計












国勢調査における 22 年産業分類、17 年産業分類、12 年産業分類の最大の相違は、
サービス業関連分類の改定によるものである。したがって、平成 7 年以前の調査結果


















                                                  
59 ここでは関連産業細分類等の内訳とは、産業分類の異動に係る産業小分類に含まれる産業細分類等の
ことをいう。 
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平成７年 平成12年 平成17年 
図 4-7 22 年産業分類による産業大分類別就業者数の推移（平成 7～17 年） 
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図 4-7 は、22 年産業分類による産業大分類別就業者数の推移を平成 7 年から 17 年
についてみたものである。この図から、「E 製造業」、「D 建設業」、「I 卸売業，小売
業」などにおいて就業者数が減少する一方、「P 医療，福祉」、「R サービス業（他に
分類されないもの）」などにおいて就業者数が増加していることがわかる。これをもう
少し詳しくみるため、平成 7 年～12 年、12 年～17 年それぞれの期間の就業者の増減
をグラフに表したのが図 4-8 である。 
 
 
図 4-8 22 年産業分類による産業大分類別 15 歳以上就業者数の増減数 
（平成 7 年～17 年） 
 















































































































































































































































次に、産業大分類レベルで 2 番目に就業者数の増加幅の大きかった「R サービス業
（他に分類されないもの）」について、内訳の産業小分類別に就業者数の増減を見てみ
ると（図 4-10）、ほとんどの産業小分類で就業者数が増加している中で、「労働者派遣







                                                  










































































































































図 4-9 22 年産業分類の産業大分類「Ｐ 医療，福祉」における産業小分
類別 15 歳以上就業者数の増減数（平成 7 年～17 年） 
 



























































































































































図 4-10 22 年産業分類の産業大分類「Ｒ サービス業（他に分類されないもの）」
における産業小分類別 15 歳以上就業者数の増減数（平成 7 年～17 年） 
 




























































































































































































































































































図 4-11 22 年産業分類の産業大分類「Ｅ 製造業」における産業中分類別
15 歳以上就業者数の増減数（平成 7 年～17 年） 
 






































れを推計する新たに考案した 2 種類の推計方法を提案している。 





















                                                  












































                                                  
62 ビジネスレジスターから直接作成される統計は、「レジスター統計」 [53]と呼ばれる。 
63 「事業所母集団データベース」の英訳（Establishment Frame Database）の頭文字をとったもの。 








































































なるデータの基本統計量をみていくことにする。平成 24 年（2012 年）経済センサス
-活動調査における前回調査（平成 21 年（2009 年）経済センサス-基礎調査）からの
事業所の異動状況を産業大分類別にみたものが表 4-2 である。この表によると、新設
（開業）事業所は「卸売業，小売業」が 11 万 9,582 事業所（全産業の 27.0％）と最も
多くなっている。また、廃業事業所についても「卸売業，小売業」が 30 万 4,818 事業
所（全産業の 27.3％）と、最も多くなっている。 
次に、中小企業白書における計算方法 64に基づいて推計した開業率及び廃業率をみ
                                                  
64 ここで用いている開業率及び廃業率については，「中小企業白書 2015 年版」（中小企業庁） [66]
における計算方法を参考にしつつ，以下の方法により，独自に算出したものである。 






































合計 5,768,489 5,325,927 100.0  442,562 100.0  1,118,443 100.0  
A 農業，林業 28,042 25,764 0.5  2,279 0.5  4,692 0.4  
B 漁業 4,448 4,234 0.1  214 0.0  696 0.1  
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2,379 2,311 0.0  68 0.0  536 0.0  
D 建設業 548,114 528,774 9.9  19,340 4.4  100,719 9.0  
E 製造業 513,854 498,122 9.4  15,732 3.6  92,595 8.3  
F 電気・ガス・熱供給・水道業 4,150 3,867 0.1  283 0.1  548 0.0  
G 情報通信業 71,402 64,983 1.2  6,419 1.5  23,152 2.1  
H 運輸業，郵便業 142,087 134,740 2.5  7,348 1.7  27,162 2.4  
I 卸売業，小売業 1,487,971 1,368,389 25.7  119,582 27.0  304,818 27.3  
J 金融業，保険業 94,581 85,487 1.6  9,093 2.1  20,462 1.8  
K 不動産業，物品賃貸業 396,157 381,983 7.2  14,174 3.2  65,727 5.9  
L 学術研究，専門・技術サービス業 232,007 214,603 4.0  17,403 3.9  51,485 4.6  
M 宿泊業，飲食サービス業 767,797 664,607 12.5  103,190 23.3  194,069 17.4  
N 生活関連サービス業，娯楽業 508,069 469,962 8.8  38,107 8.6  84,845 7.6  
O 教育，学習支援業 171,635 155,402 2.9  16,233 3.7  34,299 3.1  
P 医療，福祉 386,046 337,727 6.3  48,320 10.9  44,974 4.0  
Q 複合サービス事業 34,568 34,031 0.6  537 0.1  2,360 0.2  
R サービス業（他に分類されないもの） 375,182 350,940 6.6  24,242 5.5  65,304 5.8  
                                                                                                                                                       
・新設事業所数及び廃業事業所数は，「平成 24 年（2012 年）経済センサス―活動調査結果確報」
における「産業大分類，異動状況別事業所数」（本文・表 4-2）を用いている。 
・ここで，「新設事業所」とは，平成 24 年（2012 年）2 月 1 日現在に存在した事業所のうち，平成
21 年（2009 年）7 月 2 日以降に開設した事業所をいい，「廃業事業所」とは，平成 21 年（2009






・異動状況別事業所数については，平成 21 年（2009 年）経済センサス-基礎調査から，平成 24 年
（2012 年）経済センサス-活動調査の 31 か月間の異動状況についてみたものであることから，開業
率の分子である年平均開業事業所数については，31 か月で割って 12 をかけて求めている。廃業率
についても，同様の計算方法を適用している。 
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注: 総務省統計局「平成 24 年経済センサス-活動調査（確報）」を基に、事業内容等不詳の事業所を各産業に按分し
ている。 
   



























合計 5,325,927 442,562 1,118,443 171,314 432,946 6,444,370 2.7% 6.7% 
A 農業，林業 25,764 2,279 4,692 882 1,816 30,456 2.9% 6.0% 
B 漁業 4,234 214 696 83 269 4,930 1.7% 5.5% 
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2,311 68 536 26 208 2,848 0.9% 7.3% 
D 建設業 528,774 19,340 100,719 7,486 38,988 629,493 1.2% 6.2% 
E 製造業 498,122 15,732 92,595 6,090 35,843 590,717 1.0% 6.1% 
F 電気・ガス・熱供給・水道業 3,867 283 548 110 212 4,415 2.5% 4.8% 
G 情報通信業 64,983 6,419 23,152 2,485 8,962 88,135 2.8% 10.2% 
H 運輸業，郵便業 134,740 7,348 27,162 2,844 10,515 161,902 1.8% 6.5% 
I 卸売業，小売業 1,368,389 119,582 304,818 46,290 117,994 1,673,207 2.8% 7.1% 
J 金融業，保険業 85,487 9,093 20,462 3,520 7,921 105,950 3.3% 7.5% 
K 不動産業，物品賃貸業 381,983 14,174 65,727 5,487 25,443 447,710 1.2% 5.7% 
L 学術研究，専門・技術サービス業 214,603 17,403 51,485 6,737 19,930 266,088 2.5% 7.5% 
M 宿泊業，飲食サービス業 664,607 103,190 194,069 39,945 75,123 858,676 4.7% 8.7% 
N 生活関連サービス業，娯楽業 469,962 38,107 84,845 14,751 32,843 554,808 2.7% 5.9% 
O 教育，学習支援業 155,402 16,233 34,299 6,284 13,277 189,701 3.3% 7.0% 
P 医療，福祉 337,727 48,320 44,974 18,704 17,409 382,701 4.9% 4.5% 
Q 複合サービス事業 34,031 537 2,360 208 913 36,390 0.6% 2.5% 
R サービス業（他に分類されないもの） 350,940 24,242 65,304 9,384 25,279 416,245 2.3% 6.1% 
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義し、用いている。なお、先に述べたモデルの拡張は、以下に示した 6 番目の未知変





① Rb：事業所の開業による事業所又は雇用の増加率 <birth> 







































  事業所数又は雇用者数                     
④ Ntsl：他の属性分類区分（産業等）から当該属性分類区分（産業等） 
    への転入も含む存続事業所の今回調査における事業所数又は 
雇用者数 
⑤ Nsp：同一属性分類区分（産業等）内の存続事業所の前回調査に 
  おける事業所数又は雇用者数 
⑥ Nsl：同一属性分類区分（産業等）内の存続事業所の今回調査に 
  おける事業所数又は雇用者数 
⑦ n：前回の調査から今回の調査までの年数 
 
上記で定義した 6 つの未知変数を推計するために、これらの変数及び 7 つの既知定
数を含む 6 つの独立なモデル式（連立方程式）の導出について、連続する 2 回の経済







i)  前回調査と今回調査の事業所数（又は雇用者数）に関するモデル式 
前回と今回の経済センサスにおける事業所数（又は雇用者数）との間の関係から、
以下のモデル式が導かれる。今回調査における事業所数（又は雇用者数）𝑁𝑁𝑙𝑙は、前回
調査における事業所数（又は雇用者数）𝑁𝑁𝑝𝑝に年平均増加率(𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏)を
𝑛𝑛乗したものを掛け合わせることで求められるので、 
 
𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏)𝑛𝑛 = 𝑁𝑁𝑙𝑙 
 













したものを掛け合わせたものに等しくなるので、以下の 2 番目のモデル式が導かれる。 
𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖













𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛 = 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑙𝑙 
 
という第 3 のモデル式が得られる。なお、事業所数について考えるときは、𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1及
び𝑁𝑁𝑖𝑖𝑝𝑝 = 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑙𝑙であることから、モデル式（4-10）と (4-11) とが一致する。 
 





𝑁𝑁𝑖𝑖𝑙𝑙 + 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖𝑙𝑙 
 
ここで、𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖については、毎年当該属性分類区分（産業等）に転入してくる事業所数
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𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖)(𝑛𝑛−1) + 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏) ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖
⋅ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖)(𝑛𝑛−2) + 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏)2 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖
⋅ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖)(𝑛𝑛−3) + ⋯+ 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏)𝑛𝑛−1 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ �(𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑛𝑛 − (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏)𝑛𝑛𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 − (𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑅𝑅𝑏𝑏) � ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 
よって、（4-13）式を（4-12）式に代入すると、未知変量の推計に必要な 4 番目の
モデル式となる。 
𝑁𝑁𝑖𝑖𝑙𝑙 + 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ �(𝑅𝑅𝑠𝑠⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖)𝑛𝑛−(𝑅𝑅𝑠𝑠⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖+𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖+𝑅𝑅𝑏𝑏)𝑛𝑛𝑅𝑅𝑠𝑠⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖−(𝑅𝑅𝑠𝑠⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖+𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖⋅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑖𝑖+𝑅𝑅𝑏𝑏) � ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖𝑙𝑙      
 











� ∙ 𝑅𝑅𝑑𝑑 = 𝑁𝑁𝑑𝑑             
 






𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖 + 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑑𝑑 + 𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑡𝑡 = 𝑁𝑁𝑝𝑝         
 
上式の両辺を Np で割ることにより、以下の 6 番目のモデル式が得られる。 
 















𝑅𝑅𝑖𝑖 = �𝑁𝑁𝑖𝑖𝑝𝑝 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ �1 𝑛𝑛�  
𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 = �𝑁𝑁𝑖𝑖𝑙𝑙 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑝𝑝⁄ �1 𝑛𝑛�  
𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 = �𝑁𝑁𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡−𝑁𝑁𝑠𝑠𝑡𝑡𝑁𝑁𝑝𝑝 � ∙ ��𝑁𝑁𝑠𝑠𝑡𝑡 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ �1 𝑛𝑛� −�𝑁𝑁𝑡𝑡 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ �1 𝑛𝑛�𝑁𝑁𝑠𝑠𝑡𝑡 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ −𝑁𝑁𝑡𝑡 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ � ⋅ �𝑁𝑁𝑠𝑠𝑝𝑝𝑁𝑁𝑠𝑠𝑡𝑡�1/𝑛𝑛 
𝑅𝑅𝑏𝑏 = �𝑁𝑁𝑙𝑙 𝑁𝑁𝑝𝑝⁄ �1 𝑛𝑛� − 𝑅𝑅𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ 𝑅𝑅𝑖𝑖𝑖𝑖   
𝑅𝑅𝑑𝑑 = 𝑁𝑁𝑑𝑑𝑁𝑁𝑝𝑝 ∙ 1−𝑅𝑅𝑠𝑠1−𝑅𝑅𝑠𝑠𝑛𝑛  





表 4-4 既知定数と経済センサスに基づく関連表 
（前回と今回の経済センサス間の年数：n） 




存続事業所 廃業事業所 合計 





Nsp             Nd Np 
Nsl         
B 
                  
         
C 
                  
         
D 
                  
         
…
 
                  
         
R 
                  
         
小  計  
                
Ntsl         
新設事業所 
  
              
  
合  計 Nl             
（4-19） 

















のが表 4-5 である。表 4-5 を基に、前節で示した方法により、産業間の異動を考慮し
た開業率及び廃業率等を計算した結果について、以下の表 4-6 にまとめている。なお、








ることも要因であると考えられる。どちらの手法においても、2009 年 7 月 2 日から
2012 年 2 月 1 日までの間における産業全体の事業所数の増加率（開業率－廃業率）
については、マイナス 4.1 ポイント（ただし、四捨五入の関係で、表 4-6 からはそれ
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表 4-5 平成 21 年（2009 年）及び平成 24 年（2012 年）における産業大分類別存続・新設・廃業事業所数（民営）の関係 
                        平成 24年 














A 農業，林業 24,937  2  0  141  276  0  2  17  342  6  73  36  15  40  2  8  75  175  26,148  4,642  30,790  
B 漁業 3  3,399  0  0  30  0  0  1  44  1  7  0  7  4  0  0  14  7  3,517  693  4,210  
C 鉱業，採石業，砂利採取業 7  0  1,801  77  458  2  0  45  132  0  20  5  2  3  0  0  1  62  2,614  537  3,150  
D 建設業 105  0  21  514,682  6,668  3  511  651  1,374  38  1,350  572  52  90  15  36  2  1,235  527,407  100,883  628,290  
E 製造業 261  37  276  3,786  457,418  2  550  533  20,286  20  1,280  1,615  519  362  110  330  18  4,191  491,594  92,771  584,365  
F 電気・ガス・熱供給・水道業 0  0  2  163  13  3,723  0  8  21  0  2  8  0  0  0  1  0  144  4,084  548  4,632  
G 情報通信業 7  0  1  273  413  1  60,720  66  2,728  27  213  1,298  43  134  120  26  4  982  67,056  23,258  90,314  
H 運輸業，郵便業 19  9  15  681  471  1  61  129,896  825  64  273  77  31  87  13  33  32  891  133,480  27,256  160,736  
I 卸売業，小売業 601  82  169  6,862  24,239  9  1,452  1,450  1,326,847  389  6,290  1,439  6,140  2,204  613  427  238  17,113  1,396,564  305,040  1,701,604  
J 金融業，保険業 4  2  0  53  7  0  41  38  179  80,933  313  111  20  45  9  41  104  485  82,384  20,536  102,920  
K 不動産業，物品賃貸業 48  1  2  977  246  5  180  186  1,178  170  370,714  634  1,092  868  197  246  10  2,381  379,133  65,853  444,986  
L 学術研究，専門・技術サービス業 56  4  5  1,054  1,222  18  1,633  185  583  97  1,655  206,804  205  778  640  79  14  2,455  217,488  51,552  269,040  
M 宿泊業，飲食サービス業 3  1  1  73  549  0  24  41  2,373  28  1,238  153  659,791  1,490  163  202  4  364  666,498  194,137  860,635  
N 生活関連サービス業，娯楽業 31  8  0  57  480  1  94  157  1,418  32  1,606  753  1,513  457,123  510  440  14  1,022  465,260  84,709  549,968  
O 教育，学習支援業 4  0  0  16  60  0  145  13  253  16  470  392  221  674  153,648  167  2  464  156,545  34,222  190,767  
P 医療，福祉 3  0  0  16  139  0  11  21  168  29  175  117  72  433  178  332,897  2  574  334,834  44,551  379,385  
Q 複合サービス事業 159  7  2  19  49  0  3  47  797  3,118  34  90  8  20  2  14  32,548  359  37,277  2,348  39,625  
R サービス業（他に分類されないもの） 54  8  8  1,141  3,282  66  930  1,005  2,885  189  2,090  2,308  333  1,023  404  387  55  317,870  334,036  64,907  398,943  
小計 26,304  3,559  2,303  530,070  496,021  3,831  66,357  134,361  1,362,431  85,157  387,802  216,410  670,064  465,379  156,623  335,334  33,138  350,774  5,325,918  1,118,443  6,444,361  
新設事業所  2,338  155  68  19,339  15,732  283  6,419  7,348  119,581  9,093  14,174  17,403  103,190  38,107  16,233  48,319  537  24,245  442,564  
  合計 28,642  3,714  2,371  549,410  511,753  4,114  72,776  141,708  1,482,012  94,250  401,976  233,813  773,254  503,485  172,856  383,654  33,675  375,019  5,768,482  
注 1: 経済センサスのミクロデータから独自に集計しているため、総務省による公表値とは異なる場合がある。 
注 2: 事業内容等不詳の事業所は、各産業分類に按分してある。 
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Rb Rd Rs Rti Rto 
合計 3.0  7.2  91.6  1.2  1.2  2.7  6.7  
A 農業，林業 3.3  6.2  92.2  1.8  1.6  2.9  6.0  
B 漁業 1.7  6.8  92.1  1.5  1.2  1.7  5.5  
C 鉱業，採石業，砂利採取業 2.3  7.7  80.6  6.7  11.7  0.9  7.3  
D 建設業 1.4  6.6  92.6  1.0  0.8  1.2  6.2  
E 製造業 1.4  6.6  91.0  2.7  2.4  1.0  6.1  
F 電気・ガス・熱供給・水道業 2.7  4.9  91.9  0.9  3.2  2.5  4.8  
G 情報通信業 3.6  11.2  85.8  2.6  3.0  2.8  10.2  
H 運輸業，郵便業 2.0  7.0  92.1  1.1  0.9  1.8  6.5  
I 卸売業，小売業 3.1  7.5  90.8  0.8  1.7  2.8  7.1  
J 金融業，保険業 3.9  8.3  91.1  1.6  0.6  3.3  7.5  
K 不動産業，物品賃貸業 1.4  6.0  93.2  1.5  0.8  1.2  5.7  
L 学術研究，専門・技術サービス業 2.9  8.0  90.3  1.4  1.7  2.5  7.5  
M 宿泊業，飲食サービス業 5.2  9.4  90.2  0.5  0.3  4.7  8.7  
N 生活関連サービス業，娯楽業 2.9  6.3  93.1  0.6  0.6  2.7  5.9  
O 教育，学習支援業 3.7  7.4  92.0  0.6  0.6  3.3  7.0  
P 医療，福祉 5.1  4.7  95.1  0.2  0.2  4.9  4.5  
Q 複合サービス事業 0.6  2.4  92.7  0.6  4.9  0.6  2.5  


































































































開業率（Rb）(%) 相関係数: 0.455 
G 





ンサスの産業大分類別に 7 つの既知定数の値を算出した。（4-19）式にこれらの 7 つの
値を代入することにより、雇用の年平均増加率（𝑅𝑅𝑖𝑖）とともに、雇用に関するビジネ
スデモグラフィー統計の 6 つの指標の値を得た。これを表 4-7 に示す。 
 
表 4-7 産業大分類別雇用のビジネスデモグラフィーの指標 －年平均増減率 
（平成 21 年 7 月 1 日～24 年 2 月 1 日) 
産業大分類 Rs Rb Rti Rsi -1  Rd  Rto  (Ri) 
総 数 0.936 0.018 0.017 0.012 0.048 0.016 -0.018 
A: 農業，林業 0.930  0.021  0.021  0.010  0.045  0.026  -0.019  
B: 漁業 0.933  0.013  0.018  -0.002  0.053  0.014  -0.038  
C: 鉱業，採石業，砂利採取業 0.811  0.005  0.077  -0.025  0.041  0.148  -0.133  
D: 建設業 0.944  0.008  0.016  -0.010  0.041  0.015  -0.041  
E: 製造業 0.937  0.008  0.019  0.013  0.038  0.025  -0.023  
F: 電気・ガス・熱供給・水道業 0.979  0.010  0.003  -0.005  0.012  0.009  -0.013  
G: 情報通信業 0.907  0.016  0.027  0.030  0.068  0.025  -0.021  
H: 運輸業，郵便業 0.956  0.010  0.011  -0.007  0.037  0.007  -0.030  
I: 卸売業，小売業 0.926  0.023  0.019  0.002  0.054  0.020  -0.030  
J: 金融業，保険業 0.942  0.024  0.015  0.017  0.055  0.003  -0.002  
K: 不動産業，物品賃貸業 0.923  0.012  0.031  0.015  0.054  0.023  -0.018  
L: 学術研究，専門・技術サービス業 
   
0.906  0.016  0.035  0.018  0.059  0.036  -0.025  
M: 宿泊業，飲食サービス業 0.918  0.037  0.009  0.017  0.075  0.007  -0.019  
N: 生活関連サービス業， 
       
0.936  0.020  0.013  0.007  0.051  0.012  -0.024  
O: 教育，学習支援業 0.957  0.016  0.006  0.020  0.036  0.007  -0.001  
P: 医療，福祉 0.973  0.023  0.002  0.039  0.025  0.002  0.037  
Q: 複合サービス事業 0.922  0.003  0.011  0.000  0.014  0.064  -0.064  
R: サービス業（他に分類されないもの） 0.926  0.015  0.036  0.018  0.055  0.019  -0.005  
 
 
図 4-14 は、表 4-7 に示されている雇用の創出、喪失、継続などのビジネスデモグ
ラフィー統計の指標を示す図である。この図から、事業所の開業によって生み出され





                                                  
65 雇用の創出及び喪失は、欧米では Job Creation and Destruction と呼ばれており、こちらの概念は、
より従業者に近いものと考えられる。 
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* Rd と Rto の符号は本図の作図のための便宜上、逆転させている。 
































A B C D E F G H I J K L M N O P Q R
Rto: 他産業への転出による減少率 Rd: 事業所の廃業による減少率 
Rsi-1: 存続事業所における増減率 Rti: 当該産業への転入による増加率 
Rb: 事業所の開業による増加率 Ri: 雇用の増減率 











“For data with a periodicity of greater than one year it is difficult to construct 
estimates of births that can be compared to annual data, as the proportion of 


























                                                  
66 経済センサスの間に開業し、廃業してしまった事業所で、統計に表れないもの。英語では、<Short-lived 
births>と呼ばれている。 
67 このモデルを事業所数に適用する場合には、E を単位行列とおけばよい。 
68 このモデルを事業所数に適用する場合には、「基準時点の値」と「𝑘𝑘年後の値」は等しくなる。 








図 4-15 ビジネスデモグラフィー推計のための遷移確率行列を用いたモデル 
 
ただし、図 4-15 における記号の意味は、以下のとおりである。 
















𝑥𝑥𝑛𝑛 = 𝐸𝐸(𝐴𝐴 + 𝐵𝐵)𝑥𝑥𝑛𝑛−1 = {𝐸𝐸(𝐴𝐴 + 𝐵𝐵)}2𝑥𝑥𝑛𝑛−2 = ⋯ = {𝐸𝐸(𝐴𝐴 + 𝐵𝐵)}𝑛𝑛𝑥𝑥0  
                                                  
69 このモデルを事業所数に適用する場合には、「基準時点の値」と「k 年後の値」は等しくなる。 
（4-20） 








(𝑖𝑖) = 𝐴𝐴𝑛𝑛𝑥𝑥0 
 
𝑦𝑦𝑛𝑛













































者数）ベクトル）は、表 4-8 に示したそれぞれのセル群に対応している。 
 



























                                                  
70 このモデルを事業所数に適用する場合は、𝐴𝐴′ = 𝐴𝐴′′である。 
（前回ｾﾝｻｽから今回ｾﾝｻｽまでの年数：n ）
存続事業所 開業事業所 合計
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𝐸𝐸 = √𝐴𝐴′′𝑛𝑛 𝐴𝐴−1 
 
により求めることができる。 
次に、開業確率行列 𝐵𝐵の値の求め方であるが、 𝑥𝑥𝑛𝑛 = 𝐶𝐶′′𝑥𝑥0を満たす遷移行列
𝐶𝐶′′ = (𝐴𝐴′′ + 𝐵𝐵′)の値が表  4-9 から得られ、また、モデルにおける定義から、
𝑥𝑥𝑛𝑛 = {𝐸𝐸(𝐴𝐴 + 𝐵𝐵)}𝑛𝑛𝑥𝑥0であるので、これから開業確率行列𝐵𝐵の値が、 
 









属性区分 A B C D … R 小計
a' 11 a' 12 a' 13 a' 14 … a' 1n
a'' 11 a'' 12 a'' 13 a'' 14 … a'' 1n
a' 21 a' 22 a' 23 a' 24 … a' 2n
a'' 21 a'' 22 a'' 23 a'' 24 … a'' 2n
a' 31 a' 32 a' 33 a' 34 … a' 3n
a'' 31 a'' 32 a'' 33 a'' 34 … a'' 3n
a' 41 a' 42 a' 43 a' 44 … a' 4n
a'' 41 a'' 42 a'' 43 a'' 44 … a'' 4n
a' n1 a' n2 a' n3 a' n4 … a' nn
a'' n1 a'' n2 a'' n3 a'' n4 … a'' nn
廃業事業所 d' 11 d' 22 d' 33 d' 24 … d' nn
合計 1 1 1 1 … 1
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さらに、廃業確率行列の各要素は、（4-23）に示したように、 



















(𝑖𝑖) = 𝐴𝐴𝑛𝑛𝑥𝑥0 
 
𝑦𝑦𝑛𝑛




所数（雇用者数）ベクトルを 𝑥𝑥𝑛𝑛−1~𝑛𝑛(𝑏𝑏) とすると、 
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4.2.5.3 推計結果 
ここでは、2009 年（平成 21 年）と 2014 年（平成 26 年）に実施された経済センサ






























有ベクトルを算出し、それを用いて𝐴𝐴 = √𝐴𝐴′𝑛𝑛 の計算を行った 71。 
                                                  
71 行列𝐴𝐴のべき乗（根）の求め方は、以下のとおり。 
 行列𝐴𝐴の𝑛𝑛本の固有ベクトルが求められるとき、これを𝑥𝑥1,  𝑥𝑥2,  ⋯ ,  𝑥𝑥𝑛𝑛とし、その固有値を𝜆𝜆1,  𝜆𝜆2,  ⋯ ,  𝜆𝜆𝑛𝑛
する。 
 固有ベクトル𝑥𝑥1,  𝑥𝑥2,  ⋯ ,  𝑥𝑥𝑛𝑛が線形独立なとき、それらを並べた行列 𝑃𝑃 = (𝑥𝑥1,  𝑥𝑥2,  ⋯ ,  𝑥𝑥𝑛𝑛) は正則であ
り、その逆行列𝑃𝑃−1 = �𝑦𝑦1,  𝑦𝑦2,  ⋯ ,  𝑦𝑦𝑛𝑛�𝑇𝑇を作ると、𝑃𝑃−1𝐴𝐴𝑃𝑃 = �𝑦𝑦1,  𝑦𝑦2,  ⋯ ,  𝑦𝑦𝑛𝑛�𝑇𝑇�𝜆𝜆1𝑥𝑥1,  𝜆𝜆2𝑥𝑥2,⋯ , 𝜆𝜆𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛� = 𝑋𝑋は、
対角行列となる。 






































                                                                                                                                                       
 したがって、𝐴𝐴𝑛𝑛 = (𝑃𝑃𝑋𝑋𝑃𝑃−1)𝑛𝑛 = 𝑃𝑃𝑋𝑋𝑛𝑛𝑃𝑃−1より、 
 𝐴𝐴𝑛𝑛の値を求めることができる。 
0.9378 0.0003 0.0003 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0007 0.0001
0.0000 0.9360 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.8663 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0021 0.0001 0.0068 0.9362 0.0012 0.0060 0.0007 0.0010 0.0006 0.0001 0.0009 0.0014 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0012
0.0027 0.0028 0.0438 0.0032 0.9324 0.0006 0.0014 0.0010 0.0036 0.0000 0.0002 0.0017 0.0002 0.0005 0.0001 0.0001 0.0003 0.0026
0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.9337 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0002 0.0002 0.8788 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0016 0.0000 0.0001 0.0002 0.0000 0.0000 0.0006
0.0002 0.0001 0.0050 0.0002 0.0002 0.0003 0.0002 0.9235 0.0002 0.0001 0.0002 0.0002 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0020 0.0008
0.0058 0.0061 0.0163 0.0011 0.0069 0.0030 0.0126 0.0019 0.9236 0.0010 0.0012 0.0010 0.0014 0.0014 0.0008 0.0002 0.0091 0.0044
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0001 0.0000 0.9241 0.0002 0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0025 0.0002
0.0010 0.0003 0.0005 0.0009 0.0004 0.0001 0.0009 0.0008 0.0005 0.0013 0.9406 0.0012 0.0004 0.0005 0.0005 0.0002 0.0002 0.0013
0.0006 0.0001 0.0001 0.0006 0.0005 0.0020 0.0045 0.0002 0.0002 0.0006 0.0003 0.9202 0.0000 0.0005 0.0005 0.0001 0.0004 0.0015
0.0002 0.0005 0.0003 0.0000 0.0002 0.0001 0.0001 0.0001 0.0008 0.0001 0.0005 0.0002 0.9148 0.0005 0.0003 0.0001 0.0000 0.0004
0.0005 0.0013 0.0003 0.0001 0.0001 0.0000 0.0005 0.0003 0.0003 0.0002 0.0005 0.0004 0.0005 0.9403 0.0009 0.0003 0.0002 0.0007
0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0005 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0005 0.0001 0.0003 0.9305 0.0002 0.0000 0.0004
0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0002 0.0002 0.0001 0.0001 0.0002 0.0004 0.9573 0.0001 0.0005
0.0003 0.0006 0.0002 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0001 0.0000 0.0005 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.9614 0.0001
0.0011 0.0006 0.0039 0.0008 0.0010 0.0105 0.0027 0.0022 0.0017 0.0012 0.0012 0.0020 0.0001 0.0004 0.0008 0.0004 0.0024 0.9328
0.0390 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000
0.0000 0.0177 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0180 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
-0.0002 0.0000 -0.0005 0.0196 -0.0001 -0.0008 -0.0001 -0.0001 -0.0001 0.0000 -0.0001 -0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0003 -0.0002 -0.0031 -0.0002 0.0162 -0.0001 -0.0002 -0.0001 -0.0004 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0471 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0553 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0003 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 -0.0005 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0292 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001
-0.0009 -0.0007 -0.0018 -0.0001 -0.0007 -0.0005 -0.0023 -0.0002 0.0364 -0.0002 -0.0001 -0.0001 -0.0003 -0.0002 -0.0001 0.0000 -0.0008 -0.0006
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0430 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000
-0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 -0.0002 0.0218 -0.0002 -0.0001 -0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0003 -0.0009 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0430 0.0000 -0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0002
0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0594 -0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 0.0354 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0450 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0611 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0073 0.0000
-0.0001 -0.0001 -0.0004 -0.0001 -0.0001 -0.0015 -0.0004 -0.0003 -0.0002 -0.0002 -0.0001 -0.0003 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 -0.0002 0.0292





















う。）によりそれぞれ産業大分類別に推計を行った（表 4-10）。その際、第 𝑚𝑚 産業に
おける事業所の存続率、開業率、廃業率、事業転出率をそれぞれ𝑅𝑅𝑖𝑖𝑚𝑚、𝑅𝑅𝑏𝑏𝑚𝑚、𝑅𝑅𝑑𝑑𝑚𝑚、𝑅𝑅𝑖𝑖𝑡𝑡𝑚𝑚と置
き、また、遷移確率行列𝐴𝐴,𝐵𝐵,𝐷𝐷の要素を𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 とおいた場合に、次の関係式が成り
立つことを見出し、これらを利用した。 
 
𝑅𝑅𝑖𝑖𝑚𝑚 = 𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 
 
𝑅𝑅𝑏𝑏𝑚𝑚 = 𝑏𝑏𝑚𝑚𝑚𝑚 
 
𝑅𝑅𝑑𝑑𝑚𝑚 = 𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 
 













0.0475 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0.0511 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0.0562 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0.0563 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0.0565 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0.0430 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0.0967 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0.0685 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0.0681 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0704 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0537 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0690 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0823 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0552 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0650 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0411 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0204 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0522

























表 4-11 に示す。なお、表 4-11 では、2009 年（平成 21 年）と 2014 年（平成 26 年）
に実施された経済センサス-基礎調査のミクロデータを用いて推計を行っているため、





表 4-11 においては、2009 年と 2014 年の間の推計値の算出のみでなく、2015 年と
2016 年の値についても外挿する形で推計を行っている。ただし、2015 年までについ
ては、経済センサス-基礎調査の調査日である 7月 1日現在で推計を行っているが、2016







存続率（Rs ) 開業率（Rb ) 廃業率（Rd ) 事業転出率（Rto )
産業大分類 手法１ 手法２ 手法１ 手法２ 手法１ 手法２ 手法１ 手法２
Ａ 農業，林業 93.8% 93.8% 3.8% 3.9% 4.9% 4.7% 1.3% 1.5%
Ｂ 漁業 93.6% 93.6% 1.7% 1.8% 5.3% 5.1% 1.1% 1.3%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 86.6% 86.6% 1.7% 1.8% 6.6% 5.6% 6.8% 7.7%
Ｄ  建設業 93.6% 93.6% 1.9% 2.0% 5.7% 5.6% 0.7% 0.7%
Ｅ 製造業 93.2% 93.2% 1.6% 1.6% 5.8% 5.7% 1.0% 1.1%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 93.4% 93.4% 4.6% 4.7% 4.6% 4.3% 2.1% 2.3%
Ｇ 情報通信業 87.9% 87.9% 5.4% 5.5% 10.0% 9.7% 2.1% 2.4%
Ｈ 運輸業，郵便業 92.4% 92.4% 2.9% 2.9% 6.9% 6.9% 0.7% 0.8%
Ｉ 卸売業，小売業 92.4% 92.4% 3.6% 3.6% 6.9% 6.8% 0.7% 0.8%
Ｊ 金融業，保険業 92.4% 92.4% 4.3% 4.3% 7.1% 7.0% 0.5% 0.5%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 94.1% 94.1% 2.1% 2.2% 5.4% 5.4% 0.5% 0.6%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 92.0% 92.0% 4.2% 4.3% 7.0% 6.9% 0.9% 1.1%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 91.5% 91.5% 5.9% 5.9% 8.3% 8.2% 0.2% 0.3%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 94.0% 94.0% 3.5% 3.5% 5.6% 5.5% 0.4% 0.5%
Ｏ 教育，学習支援業 93.1% 93.1% 4.5% 4.5% 6.5% 6.5% 0.4% 0.5%
Ｐ  医療，福祉 95.7% 95.7% 6.1% 6.1% 4.1% 4.1% 0.1% 0.2%
Ｑ 複合サービス事業 96.1% 96.1% 0.7% 0.7% 2.3% 2.0% 1.6% 1.8%
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 93.3% 93.3% 2.8% 2.9% 5.4% 5.2% 1.3% 1.5%
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合計 6,629,515 6,447,270 6,271,284 6,101,353 5,937,280 5,778,876 5,625,958 5,490,453 5,578,975
Ａ 農業，林業 32,085 31,777 31,462 31,139 30,809 30,474 30,134 29,818 30,544
Ｂ 漁業 4,342 4,172 4,008 3,852 3,701 3,557 3,419 3,297 3,589
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 3,258 2,953 2,681 2,438 2,220 2,026 1,852 1,708 1,934
Ｄ  建設業 644,095 618,830 594,579 571,303 548,960 527,513 506,926 488,780 514,709
Ｅ 製造業 592,970 572,418 552,586 533,449 514,984 497,168 479,977 464,751 475,083
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 4,826 4,808 4,788 4,766 4,743 4,718 4,692 4,667 4,862
Ｇ 情報通信業 93,077 88,022 83,269 78,799 74,593 70,636 66,911 63,689 66,409
Ｈ 運輸業，郵便業 170,828 163,922 157,307 150,970 144,899 139,083 133,510 128,607 136,277
Ｉ 卸売業，小売業 1,746,971 1,687,515 1,630,103 1,574,667 1,521,138 1,469,451 1,419,544 1,375,308 1,415,494
Ｊ 金融業，保険業 105,734 102,660 99,677 96,780 93,967 91,237 88,586 86,224 87,789
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 460,263 446,377 432,910 419,851 407,186 394,905 382,996 372,396 368,905
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 276,378 268,579 260,992 253,610 246,430 239,445 232,653 226,590 233,404
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 872,107 851,599 831,559 811,978 792,845 774,151 755,887 739,513 727,454
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 563,797 551,780 540,011 528,485 517,198 506,145 495,323 485,600 491,706
Ｏ 教育，学習支援業 198,015 193,938 189,942 186,025 182,186 178,424 174,737 171,422 175,140
Ｐ  医療，福祉 402,420 410,526 418,762 427,130 435,634 444,276 453,060 461,239 448,314
Ｑ 複合サービス事業 40,148 39,097 38,073 37,075 36,103 35,155 34,232 33,406 35,287
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 418,200 408,297 398,576 389,038 379,683 370,511 361,520 353,437 362,075
※ 2016年は、6月1日が基準日。それ以外の年は、7月1日が基準日。
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ことができる。2009 年から 2016 年の毎年の開業事業所数を産業大分類別に推計した
結果を表 4-13 に示した。 
この表には、2009 年から 2014 年までの開業事業所数の推計値の合計も併せて記載































合計 6,629,515 5,211,720 4,821,272 4,456,306 4,115,093 3,796,024 3,497,604 3,241,003
Ａ 農業，林業 32,085 30,589 29,157 27,786 26,475 25,221 24,022 22,969
Ｂ 漁業 4,342 4,098 3,867 3,650 3,444 3,250 3,067 2,908
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 3,258 2,901 2,587 2,311 2,068 1,853 1,664 1,510
Ｄ  建設業 644,095 606,564 571,210 537,910 506,543 477,000 449,174 425,090
Ｅ 製造業 592,970 563,910 536,087 509,467 484,015 459,695 436,469 416,109
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 4,826 4,594 4,371 4,159 3,956 3,762 3,577 3,415
Ｇ 情報通信業 93,077 83,094 74,242 66,388 59,415 53,221 47,716 43,207
Ｈ 運輸業，郵便業 170,828 159,082 148,158 137,997 128,546 119,755 111,576 104,579
Ｉ 卸売業，小売業 1,746,971 625,529 512,635 407,683 310,112 219,397 135,055 62,952
Ｊ 金融業，保険業 105,734 98,178 91,169 84,668 78,637 73,043 67,852 63,424
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 460,263 436,764 414,414 393,162 372,957 353,752 335,501 319,570
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 276,378 257,114 239,209 222,567 207,099 192,721 179,357 167,935
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 872,107 800,202 734,271 673,816 618,379 567,541 520,918 481,582
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 563,797 532,081 502,131 473,851 447,148 421,938 398,136 377,490
Ｏ 教育，学習支援業 198,015 185,171 173,163 161,936 151,440 141,627 132,452 124,567
Ｐ  医療，福祉 402,420 386,101 370,427 355,374 340,918 327,035 313,706 301,954
Ｑ 複合サービス事業 40,148 38,822 37,533 36,280 35,062 33,880 32,732 31,710
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 418,200 396,927 376,640 357,302 338,878 321,333 304,631 290,032
※ 2016年は、6月1日が基準日。それ以外の年は、7月1日が基準日。
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ら 2016 年の毎年の廃業事業所数を産業大分類別に推計した結果を表 4-14 に示した。 
この表には、2009 年から 2014 年までの廃業事業所数の推計値の合計も併せて記載
































合計 235,550 229,851 224,351 219,046 213,929 208,994 204,626 1,122,726 982,853 139,874 14.2%
Ａ 農業，林業 1,188 1,178 1,168 1,157 1,146 1,135 1,125 5,839 5,254 585 11.1%
Ｂ 漁業 74 71 68 65 63 60 58 341 307 34 11.1%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 52 47 42 38 34 31 28 213 173 40 23.4%
Ｄ  建設業 12,266 11,782 11,318 10,872 10,445 10,034 9,672 56,683 50,514 6,169 12.2%
Ｅ 製造業 8,508 8,212 7,926 7,650 7,383 7,126 6,899 39,679 37,473 2,206 5.9%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 215 214 214 213 212 211 210 1,067 957 111 11.6%
Ｇ 情報通信業 4,928 4,654 4,398 4,156 3,929 3,716 3,532 22,065 17,415 4,651 26.7%
Ｈ 運輸業，郵便業 4,840 4,643 4,454 4,273 4,100 3,934 3,788 22,310 19,328 2,982 15.4%
Ｉ 卸売業，小売業 61,986 59,873 57,833 55,862 53,960 52,123 50,494 289,513 250,054 39,459 15.8%
Ｊ 金融業，保険業 4,483 4,352 4,226 4,103 3,984 3,868 3,765 21,148 18,194 2,953 16.2%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 9,613 9,323 9,041 8,768 8,503 8,246 8,017 45,248 41,152 4,095 10.0%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 11,465 11,144 10,830 10,526 10,229 9,940 9,682 54,194 46,724 7,470 16.0%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 51,397 50,191 49,013 47,861 46,736 45,637 44,651 245,199 206,611 38,588 18.7%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 19,699 19,281 18,870 18,468 18,075 17,689 17,343 94,393 84,208 10,185 12.1%
Ｏ 教育，学習支援業 8,767 8,587 8,410 8,237 8,068 7,901 7,752 42,069 36,797 5,272 14.3%
Ｐ  医療，福祉 24,425 24,924 25,431 25,946 26,469 27,001 27,495 127,196 117,241 9,955 8.5%
Ｑ 複合サービス事業 275 268 261 254 247 241 235 1,305 1,275 30 2.4%
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合計 417,795 405,836 394,282 383,119 372,333 361,912 352,670 1,973,365 1,833,491 139,874 7.6%
Ａ 農業，林業 1,522 1,508 1,493 1,478 1,462 1,446 1,431 7,463 6,975 487 7.0%
Ｂ 漁業 222 213 205 197 189 182 175 1,025 1,006 20 1.9%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 183 166 151 137 125 114 105 762 825 -63 -7.6%
Ｄ  建設業 36,241 34,820 33,455 32,145 30,888 29,681 28,618 167,549 162,052 5,497 3.4%
Ｅ 製造業 33,511 32,350 31,229 30,147 29,104 28,097 27,205 156,340 150,105 6,235 4.2%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 208 207 206 205 204 203 202 1,030 966 63 6.5%
Ｇ 情報通信業 9,003 8,514 8,054 7,622 7,215 6,832 6,501 40,408 36,562 3,846 10.5%
Ｈ 運輸業，郵便業 11,707 11,234 10,781 10,346 9,930 9,532 9,181 53,999 50,934 3,064 6.0%
Ｉ 卸売業，小売業 118,968 114,920 111,010 107,235 103,589 100,069 96,949 555,722 518,047 37,675 7.3%
Ｊ 金融業，保険業 7,444 7,228 7,018 6,814 6,616 6,423 6,252 35,119 32,269 2,850 8.8%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 24,737 23,991 23,267 22,565 21,885 21,224 20,637 116,445 111,265 5,180 4.7%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 19,068 18,530 18,007 17,497 17,002 16,520 16,090 90,104 82,912 7,191 8.7%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 71,817 70,128 68,478 66,865 65,290 63,750 62,370 342,578 304,207 38,371 12.6%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 31,097 30,434 29,785 29,149 28,527 27,917 27,369 148,992 139,442 9,550 6.8%
Ｏ 教育，学習支援業 12,862 12,598 12,338 12,084 11,834 11,590 11,370 61,716 56,451 5,265 9.3%
Ｐ  医療，福祉 16,540 16,873 17,212 17,556 17,905 18,260 18,591 86,086 76,279 9,807 12.9%
Ｑ 複合サービス事業 820 799 778 757 738 718 701 3,892 4,222 -330 -7.8%
























































0.9430 0.0003 0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0012 0.0001
0.0000 0.9459 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000
0.0000 0.0000 0.8772 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0017 0.0000 0.0081 0.9458 0.0006 0.0022 0.0014 0.0006 0.0005 0.0000 0.0024 0.0032 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0012
0.0053 0.0048 0.0478 0.0039 0.9481 0.0001 0.0017 0.0010 0.0046 0.0000 0.0004 0.0048 0.0007 0.0004 0.0001 0.0001 0.0008 0.0028
0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.9729 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001
0.0000 0.0000 -0.0001 0.0006 0.0002 0.0000 0.8980 0.0000 0.0003 0.0001 0.0003 0.0020 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0010
0.0001 0.0002 0.0048 0.0005 0.0002 0.0000 0.0002 0.9272 0.0004 0.0000 0.0004 0.0005 0.0000 0.0003 0.0000 0.0000 0.0059 0.0017
0.0064 0.0047 0.0212 0.0011 0.0078 0.0021 0.0070 0.0011 0.9300 0.0005 0.0025 0.0015 0.0022 0.0018 0.0006 0.0001 0.0109 0.0032
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.9293 0.0004 0.0002 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 0.0023 0.0002
0.0005 0.0001 0.0012 0.0011 0.0003 0.0000 0.0002 0.0006 0.0006 0.0006 0.9267 0.0009 0.0005 0.0010 0.0002 0.0002 0.0001 0.0012
0.0006 0.0000 0.0001 0.0009 0.0011 0.0016 0.0041 0.0004 0.0005 0.0002 0.0004 0.9168 0.0000 0.0004 0.0005 0.0001 0.0004 0.0017
0.0001 0.0005 0.0002 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0009 0.0000 0.0012 0.0004 0.9208 0.0013 0.0003 0.0001 0.0000 0.0007
0.0012 0.0016 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0001 0.0002 0.0001 0.0013 0.0005 0.0008 0.9370 0.0011 0.0001 0.0002 0.0008
0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0004 0.0000 0.0001 0.0000 0.0001 0.0008 0.0000 0.0005 0.9530 0.0003 0.0000 0.0004
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0001 0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 0.0004 0.0003 0.0001 0.0003 0.0010 0.9625 0.0004 0.0005
0.0006 0.0004 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0010 0.0001 0.0005 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.9591 0.0000
0.0017 0.0003 0.0021 0.0012 0.0011 0.0039 0.0040 0.0030 0.0014 0.0026 0.0050 0.0048 0.0003 0.0010 0.0007 0.0004 0.0012 0.9234
0.0291 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000
0.0000 0.0112 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0128 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
-0.0002 0.0000 -0.0005 0.0186 0.0000 -0.0001 -0.0001 0.0000 -0.0001 0.0000 -0.0002 -0.0004 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0005 -0.0002 -0.0027 -0.0002 0.0128 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0004 0.0000 0.0000 -0.0005 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0096 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0378 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0003 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 -0.0004 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0216 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0026 -0.0002
-0.0008 -0.0004 -0.0020 -0.0001 -0.0008 -0.0002 -0.0011 -0.0001 0.0348 0.0000 -0.0003 -0.0002 -0.0004 -0.0002 -0.0001 0.0000 -0.0007 -0.0004
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0296 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 -0.0001 0.0291 -0.0001 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 -0.0005 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0337 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0002
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000 -0.0002 0.0000 0.0512 -0.0003 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 -0.0001 -0.0001 0.0307 -0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 -0.0001 0.0227 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0332 0.0000 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0046 0.0000
-0.0002 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 -0.0003 -0.0006 -0.0003 -0.0002 -0.0003 -0.0006 -0.0007 -0.0001 -0.0002 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0327
0.0386 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0.0412 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0.0371 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0.0444 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0.0400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0.0168 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0.0827 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0.0647 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0.0602 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0659 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0583 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0630 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0745 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0557 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0423 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0361
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

























遷移確率行列𝐴𝐴,𝐵𝐵,𝐷𝐷,𝐸𝐸の要素を𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖 とおいた場合に、次の関係式が成り立つ
ことを利用した。 
 
𝑅𝑅𝑖𝑖𝑚𝑚 = 𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 
 
𝑅𝑅𝑏𝑏𝑚𝑚 = 𝑏𝑏𝑚𝑚𝑚𝑚 
 
𝑅𝑅𝑑𝑑𝑚𝑚 = 𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 
 
𝑅𝑅𝑖𝑖𝑡𝑡𝑚𝑚 = ∑ 𝑎𝑎𝑘𝑘𝑚𝑚𝑘𝑘≠𝑚𝑚  
 







1.0081 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000
0.0000 1.0028 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 1.0043 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0001 0.0000 0.0002 1.0056 0.0000 -0.0003 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001
0.0007 -0.0014 0.0022 -0.0001 1.0179 0.0000 -0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0005 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0003 -0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 1.0023 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 0.0006 0.0000 0.0000 1.0521 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 -0.0001
-0.0001 -0.0001 0.0008 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 1.0246 0.0000 -0.0001 0.0002 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0444 0.0003
0.0002 0.0001 -0.0001 0.0000 0.0007 0.0002 0.0006 0.0002 1.0183 -0.0002 0.0003 0.0003 0.0003 -0.0001 -0.0001 0.0000 -0.0019 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 1.0381 0.0000 0.0001 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0002 0.0000
-0.0001 0.0000 -0.0012 -0.0002 -0.0002 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0001 -0.0001 1.0283 -0.0001 -0.0002 -0.0002 -0.0001 -0.0001 0.0000 -0.0004
-0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0002 -0.0005 -0.0001 0.0003 0.0000 0.0000 1.0344 0.0000 -0.0001 0.0001 0.0000 -0.0001 0.0001
0.0001 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0003 -0.0002 1.0221 0.0003 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
-0.0004 -0.0004 0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 0.0000 1.0143 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0001 -0.0002 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 1.0323 -0.0001 0.0000 0.0000
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0002 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 1.0565 -0.0001 0.0001
-0.0003 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 -0.0002 0.0000 -0.0002 0.0000 -0.0001 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 1.0811 0.0000
-0.0001 0.0000 -0.0004 0.0000 -0.0001 -0.0002 0.0006 0.0002 0.0001 0.0001 -0.0001 0.0006 0.0000 0.0002 0.0002 0.0000 -0.0002 1.0361
（4-43） 
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表 4-15 産業大分類別の従業者の存続率、開業増加率、廃業減少率、転出減少率、 



























4-16 に示す。なお、前節と同様、ここでは 2009 年（平成 21 年）と 2014 年（平成 26
年）に実施された経済センサス-基礎調査のミクロデータを用いて推計を行っているた












存続率（Rs ) 開業増加率（Rb ) 廃業減少率（Rd ) 転出減少率（Rto ) 存続増減率（Rsi-1 )
産業大分類 手法１ 手法２ 手法１ 手法２ 手法１ 手法２ 手法１ 手法２ 手法１ 手法２
Ａ 農業，林業 94.3% 94.3% 2.9% 2.9% 4.0% 3.9% 1.6% 1.8% 0.8% 0.8%
Ｂ 漁業 94.6% 94.6% 1.1% 1.1% 4.3% 4.1% 1.2% 1.3% 0.3% 0.3%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 87.7% 87.7% 1.2% 1.3% 4.6% 3.7% 7.7% 8.6% 0.4% 0.4%
Ｄ  建設業 94.6% 94.6% 1.8% 1.9% 4.5% 4.4% 0.9% 1.0% 0.6% 0.6%
Ｅ 製造業 94.8% 94.8% 1.3% 1.3% 4.1% 4.0% 1.0% 1.2% 1.8% 1.8%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 97.3% 97.3% 1.0% 1.0% 1.8% 1.7% 0.9% 1.0% 0.2% 0.2%
Ｇ 情報通信業 89.8% 89.8% 3.9% 3.8% 8.5% 8.3% 1.7% 1.9% 5.2% 5.2%
Ｈ 運輸業，郵便業 92.7% 92.7% 2.2% 2.2% 6.6% 6.5% 0.7% 0.8% 2.5% 2.5%
Ｉ 卸売業，小売業 93.0% 93.0% 3.5% 3.5% 6.1% 6.0% 0.9% 1.0% 1.8% 1.8%
Ｊ 金融業，保険業 92.9% 92.9% 3.1% 3.0% 6.6% 6.6% 0.4% 0.5% 3.8% 3.8%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 92.7% 92.7% 2.9% 2.9% 6.0% 5.8% 1.3% 1.5% 2.8% 2.8%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 91.7% 91.7% 3.3% 3.4% 6.5% 6.3% 1.8% 2.0% 3.4% 3.4%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 92.1% 92.1% 5.2% 5.1% 7.5% 7.4% 0.4% 0.5% 2.2% 2.2%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 93.7% 93.7% 3.1% 3.1% 5.7% 5.6% 0.6% 0.7% 1.4% 1.4%
Ｏ 教育，学習支援業 95.3% 95.3% 2.3% 2.3% 4.3% 4.2% 0.4% 0.5% 3.2% 3.2%
Ｐ  医療，福祉 96.3% 96.2% 3.5% 3.3% 3.6% 3.6% 0.1% 0.1% 5.6% 5.6%
Ｑ 複合サービス事業 95.9% 95.9% 0.5% 0.5% 2.0% 1.8% 2.1% 2.3% 8.1% 8.1%
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 92.3% 92.3% 3.3% 3.3% 6.3% 6.1% 1.4% 1.6% 3.6% 3.6%
第 4章 母集団状態の時間的な推定方法の開発 ― 状態遷移の的確な把握 
137 
















表 4-16 においては、2009 年と 2014 年の間の推計値の算出のみでなく、2015 年と
2016 年の値についても外挿する形で推計を行っている。ただし、2015 年までについ
ては、経済センサス-基礎調査の調査日である 7月 1日現在で推計を行っているが、2016






































合計 57,375,867 57,336,132 57,320,448 57,329,566 57,364,286 57,425,461 57,513,999 57,620,018 56,872,826
Ａ 農業，林業 325,659 323,290 320,947 318,631 316,345 314,088 311,862 309,851 323,814
Ｂ 漁業 47,616 46,048 44,542 43,094 41,703 40,367 39,083 37,950 39,210
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 30,343 27,777 25,475 23,410 21,557 19,894 18,400 17,164 19,467
Ｄ 建設業 4,258,975 4,159,900 4,063,706 3,970,309 3,879,628 3,791,583 3,706,097 3,629,919 3,690,740
Ｅ 製造業 9,714,647 9,606,168 9,499,281 9,393,978 9,290,249 9,188,083 9,087,469 8,996,592 8,864,253
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 207,420 205,237 203,088 200,971 198,886 196,833 194,811 192,985 187,818
Ｇ 情報通信業 1,668,948 1,661,236 1,653,552 1,645,896 1,638,271 1,630,679 1,623,122 1,616,227 1,642,042
Ｈ 運輸業，郵便業 3,521,148 3,461,396 3,404,260 3,349,710 3,297,714 3,248,248 3,201,286 3,160,420 3,197,231
Ｉ 卸売業，小売業 12,426,654 12,346,556 12,266,953 12,187,870 12,109,327 12,031,345 11,953,946 11,883,525 11,843,869
Ｊ 金融業，保険業 1,530,535 1,526,858 1,523,255 1,519,726 1,516,273 1,512,899 1,509,605 1,506,657 1,530,002
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,514,390 1,509,923 1,505,417 1,500,878 1,496,311 1,491,723 1,487,120 1,482,892 1,462,395
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,745,480 1,754,421 1,763,003 1,771,237 1,779,135 1,786,706 1,793,962 1,800,345 1,842,795
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 5,565,488 5,550,253 5,535,027 5,519,810 5,504,604 5,489,412 5,474,235 5,460,339 5,362,088
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,671,093 2,637,212 2,603,998 2,571,442 2,539,532 2,508,260 2,477,616 2,450,069 2,420,557
Ｏ 教育，学習支援業 1,704,322 1,723,561 1,742,993 1,762,620 1,782,448 1,802,481 1,822,725 1,841,472 1,827,596
Ｐ  医療，福祉 5,540,132 5,837,600 6,150,507 6,479,655 6,825,887 7,190,092 7,573,203 7,941,834 7,374,844
Ｑ 複合サービス事業 401,974 423,560 445,989 469,300 493,530 518,722 544,917 569,849 484,260
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 4,501,048 4,535,138 4,568,457 4,601,030 4,632,885 4,664,046 4,694,540 4,721,929 4,759,845
※ 2016年は、6月1日が基準日。それ以外の年は、7月1日が基準日。
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合計 57,375,867 54,249,267 51,303,448 48,527,310 45,910,477 43,443,244 41,116,533 39,099,898
Ａ 農業，林業 325,659 312,272 299,391 286,999 275,081 263,622 252,606 242,886
Ｂ 漁業 47,616 45,475 43,427 41,467 39,593 37,800 36,086 34,580
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 30,343 27,480 24,928 22,652 20,619 18,801 17,174 15,830
Ｄ  建設業 4,258,975 4,061,198 3,872,248 3,691,761 3,519,387 3,354,786 3,197,631 3,059,844
Ｅ 製造業 9,714,647 9,322,415 8,944,007 8,579,104 8,227,378 7,888,495 7,562,115 7,273,625
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 207,420 202,978 198,590 194,258 189,984 185,770 181,618 177,867
Ｇ 情報通信業 1,668,948 1,516,233 1,378,135 1,253,215 1,140,181 1,037,868 945,228 867,996
Ｈ 運輸業，郵便業 3,521,148 3,287,008 3,068,745 2,865,266 2,675,554 2,498,666 2,333,720 2,192,310
Ｉ 卸売業，小売業 12,426,654 11,700,942 11,018,641 10,377,123 9,773,914 9,206,693 8,673,278 8,212,260
Ｊ 金融業，保険業 1,530,535 1,426,298 1,329,232 1,238,840 1,154,660 1,076,261 1,003,245 940,724
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,514,390 1,435,496 1,360,570 1,289,428 1,221,892 1,157,792 1,096,965 1,043,947
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,745,480 1,640,836 1,542,572 1,450,304 1,363,669 1,282,325 1,205,950 1,140,046
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 5,565,488 5,147,583 4,761,491 4,404,765 4,075,149 3,770,561 3,489,081 3,249,841
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,671,093 2,520,255 2,377,887 2,243,521 2,116,712 1,997,040 1,884,109 1,786,189
Ｏ 教育，学習支援業 1,704,322 1,632,313 1,563,234 1,496,974 1,433,427 1,372,489 1,314,061 1,262,623
Ｐ  医療，福祉 5,540,132 5,341,981 5,150,753 4,966,216 4,788,145 4,616,322 4,450,536 4,303,694
Ｑ 複合サービス事業 401,974 391,572 381,212 370,917 360,708 350,604 340,619 331,585




















合計 57,375,867 55,680,026 54,058,842 52,509,334 51,028,661 49,614,121 48,263,136 47,078,469
Ａ 農業，林業 325,659 314,193 303,164 292,558 282,358 272,551 263,123 254,802
Ｂ 漁業 47,616 45,540 43,560 41,671 39,868 38,149 36,508 35,070
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 30,343 27,435 24,851 22,553 20,508 18,687 17,063 15,729
Ｄ  建設業 4,258,975 4,083,433 3,915,444 3,754,672 3,600,801 3,453,524 3,312,552 3,188,629
Ｅ 製造業 9,714,647 9,489,038 9,266,948 9,048,445 8,833,588 8,622,424 8,414,988 8,228,139
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 207,420 203,323 199,298 195,343 191,458 187,641 183,892 180,515
Ｇ 情報通信業 1,668,948 1,597,571 1,529,467 1,464,478 1,402,454 1,343,253 1,286,739 1,237,186
Ｈ 運輸業，郵便業 3,521,148 3,386,687 3,259,228 3,138,469 3,024,127 2,915,932 2,813,627 2,724,815
Ｉ 卸売業，小売業 12,426,654 11,923,619 11,442,874 10,983,387 10,544,181 10,124,321 9,722,920 9,370,463
Ｊ 金融業，保険業 1,530,535 1,480,146 1,431,512 1,384,574 1,339,276 1,295,564 1,253,385 1,216,025
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 1,514,390 1,467,338 1,421,654 1,377,310 1,334,275 1,292,521 1,252,018 1,215,966
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1,745,480 1,698,737 1,653,028 1,608,348 1,564,691 1,522,050 1,480,415 1,443,127
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 5,565,488 5,262,613 4,976,681 4,706,730 4,451,855 4,211,199 3,983,958 3,786,788
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2,671,093 2,556,406 2,446,839 2,342,160 2,242,150 2,146,600 2,055,308 1,975,202
Ｏ 教育，学習支援業 1,704,322 1,684,381 1,664,570 1,644,894 1,625,358 1,605,970 1,586,732 1,569,234
Ｐ  医療，福祉 5,540,132 5,644,538 5,750,397 5,857,741 5,966,605 6,077,025 6,189,035 6,293,139
Ｑ 複合サービス事業 401,974 421,867 442,306 463,319 484,935 507,185 530,100 551,718
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 4,501,048 4,393,159 4,287,023 4,182,682 4,080,173 3,979,528 3,880,771 3,791,921
※ 2016年は、6月1日が基準日。それ以外の年は、7月1日が基準日。




推計することができる。2009 年から 2016 年の毎年の開業事業所の従業者数を産業大
分類別に推計した結果を表 4-19 に示した。 
この表には、2009 年から 2014 年までの開業事業所の従業者数の推計値の合計も併









おいて初めて明らかになったものの 1 つである。 
 
表 4-19 産業大分類別の開業事業所の従業者数の推計～「短命の開業事業所」の推計








































合計 1,656,106 1,658,822 1,662,216 1,666,316 1,671,151 1,676,751 1,682,586 8,314,612 7,811,341 503,271 6.4%
Ａ 農業，林業 9,097 9,030 8,964 8,899 8,834 8,770 8,712 44,824 41,537 3,287 7.9%
Ｂ 漁業 508 491 474 458 442 427 414 2,372 2,219 154 6.9%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 342 309 280 254 231 210 193 1,417 1,207 210 17.4%
Ｄ  建設業 76,466 74,626 72,839 71,105 69,421 67,786 66,329 364,457 338,059 26,398 7.8%
Ｅ 製造業 117,129 115,771 114,433 113,114 111,814 110,533 109,375 572,261 565,660 6,602 1.2%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 1,914 1,893 1,872 1,852 1,832 1,812 1,794 9,363 9,192 171 1.9%
Ｇ 情報通信業 63,665 63,369 63,074 62,780 62,486 62,194 61,927 315,375 287,426 27,949 9.7%
Ｈ 運輸業，郵便業 74,708 73,335 72,016 70,753 69,544 68,388 67,375 360,356 332,317 28,039 8.4%
Ｉ 卸売業，小売業 422,936 420,204 417,485 414,782 412,095 409,425 406,993 2,087,503 1,907,025 180,478 9.5%
Ｊ 金融業，保険業 46,712 46,594 46,479 46,366 46,255 46,146 46,048 232,406 217,336 15,070 6.9%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 42,585 42,464 42,341 42,216 42,089 41,962 41,844 211,695 199,202 12,493 6.3%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 55,683 56,019 56,341 56,651 56,948 57,233 57,485 281,641 264,657 16,985 6.4%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 287,641 286,859 286,078 285,297 284,516 283,736 283,020 1,430,391 1,278,213 152,178 11.9%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 80,806 79,747 78,709 77,691 76,692 75,713 74,833 393,644 361,660 31,984 8.8%
Ｏ 教育，学習支援業 39,180 39,625 40,074 40,528 40,985 41,447 41,875 200,392 196,512 3,881 2.0%
Ｐ  医療，福祉 193,062 203,498 214,475 226,022 238,168 250,945 263,239 1,075,224 1,113,067 -37,843 -3.4%
Ｑ 複合サービス事業 1,692 1,802 1,915 2,033 2,155 2,282 2,402 9,598 11,537 -1,939 -16.8%





















を表 4-20 に示した。 
この表には、2009 年から 2014 年までの廃業事業所の従業者数の推計値の合計も併



















































合計 3,126,600 3,119,292 3,112,941 3,107,575 3,103,221 3,099,909 3,097,816 15,569,628 13,932,623 1,637,005 11.7%
Ａ 農業，林業 12,577 12,485 12,395 12,305 12,217 12,130 12,051 61,979 58,863 3,116 5.3%
Ｂ 漁業 1,963 1,899 1,837 1,777 1,719 1,664 1,616 9,195 9,089 106 1.2%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1,127 1,031 946 869 800 739 688 4,773 5,451 -678 -12.4%
Ｄ  建設業 188,934 184,539 180,272 176,129 172,106 168,200 164,720 901,980 867,482 34,498 4.0%
Ｅ 製造業 389,060 384,716 380,435 376,218 372,064 367,972 364,276 1,902,494 1,814,695 87,799 4.8%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 3,485 3,449 3,412 3,377 3,342 3,307 3,276 17,065 17,615 -550 -3.1%
Ｇ 情報通信業 138,007 137,370 136,734 136,101 135,471 134,843 134,270 683,683 578,669 105,014 18.1%
Ｈ 運輸業，郵便業 227,815 223,950 220,253 216,724 213,359 210,159 207,368 1,102,101 997,624 104,477 10.5%
Ｉ 卸売業，小売業 748,065 743,243 738,451 733,690 728,962 724,268 719,995 3,692,411 3,307,121 385,290 11.7%
Ｊ 金融業，保険業 100,819 100,577 100,339 100,107 99,879 99,657 99,458 501,721 441,308 60,413 13.7%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 88,247 87,987 87,725 87,460 87,194 86,927 86,681 438,613 392,595 46,018 11.7%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 110,015 110,579 111,120 111,639 112,137 112,614 113,034 555,489 482,257 73,232 15.2%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 414,422 413,287 412,154 411,020 409,888 408,757 407,721 2,060,771 1,781,622 279,149 15.7%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 148,677 146,791 144,943 143,130 141,354 139,614 138,049 724,896 665,737 59,159 8.9%
Ｏ 教育，学習支援業 72,116 72,930 73,752 74,582 75,421 76,269 77,054 368,801 332,233 36,568 11.0%
Ｐ  医療，福祉 199,918 210,653 221,944 233,821 246,315 259,458 272,104 1,112,651 931,360 181,291 19.5%
Ｑ 複合サービス事業 7,047 7,426 7,819 8,228 8,653 9,094 9,515 39,173 37,529 1,644 4.4%


























































































































































































が平成 12 年時点とあまり変わらない調査年である昭和 55 年までは遡って産業大分類
遷移確率による方法が適用できると類推されることを示した。 
























































































上記のことへの対応を含めて行ったのが、第 3 章 3.2 節の国勢調査の抽出集計にお
ける標本のゆがみの補正に関する研究である。この研究においては、標本の男女、年
齢別人口構成の補正に当たり、各世帯内の構成員比率、すなわち夫婦のいる世帯内の
夫婦の比率（通常 1 対 1 である）や男女比等々が変化しないという制約条件を満たす
ように行う方法を新たに考案した。我が国の多くの標本調査において世帯単位の抽出
が行われていることを考えると、本研究で見出した方法論は、国勢調査の抽出集計に






































数を 4.2 節で提案した方法を用いることで推計を行うことが可能となる。 
 



































































1. CAPDo サイクルの着実な推進 
 
第 2 章で述べたように、我が国においては、2017 年（平成 29 年）3 月 31 日に統計
委員会が公表した「平成 27 年度 統計法施行状況に関する審議結果報告書（平成 28
年度下半期審議分）」 [10]において提案された、各府省が作成した統計の精度を確認




















































of Official Statistics） [88] に関する活動である。この活動は、欧州統計家会議（CES）




ル（GSBPM：Generic Statistical Business Process Model) [91]や、一般統計情報モ
































































































としている。これは、2005 年 2 月に統計プログラム委員会によって採択され [93]、2011
年 9 月及び 2017 年 11 月に欧州統計システム委員会によって改定されている [93]。 
欧州統計実践規範は、16 の原則から成るもので、それぞれの原則に対してそれらを測定
するための指標も提示されている。 
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付表 1 欧州統計実践規範（16 の原則） 








































10 費用効率 リソースは効果的に使用されること。 
統計的出力 
 11 ニーズ適合性 欧州の統計は利用者のニーズを満たすこと。 
12 正確性と信頼性 欧州の統計は、正確かつ信頼性をもって現実を描くこと。 





























Professional independence of statistical authorities from other policy, 
regulatory or administrative departments and bodies, as well as from 
private sector operators, ensures the credibility of European Statistics. 
1bis Coordination 
and cooperation 
National Statistical Institutes and Eurostat ensure the coordination of 
all activities for the development, production and dissemination of 
European statistics at the level of the national statistical system and the 
European Statistical System, respectively. Statistical authorities actively 
cooperate within the partnership of the European Statistical System, so 
as to ensure the development, production and dissemination of European 
statistics. 
2 Mandate for Data 
Collection and 
Access to Data 
Statistical authorities have a clear legal mandate to collect and access 
information from multiple data sources for European statistical purposes. 
Administrations, enterprises and households, and the public at large may 
be compelled by law to allow access to or deliver data for European 
statistical purposes at the request of statistical authorities. 
3 Adequacy of 
Resources 
The resources available to statistical authorities are sufficient to meet 
European Statistics requirements. 
4 Commitment to 
Quality 
Statistical authorities are committed to quality. They systematically 
and regularly identify strengths and weaknesses to continuously improve 





The privacy of data providers, the confidentiality of the information 
they provide, its use only for statistical purposes and the security of the 
data are absolutely guaranteed. 
6 Impartiality and 
Objectivity 
Statistical authorities develop, produce and disseminate European 
Statistics respecting scientific independence and in an objective, 
professional and transparent manner in which all users are treated 
equitably. 
Statistical Processes 
 7 Sound Methodology Sound methodology underpins quality statistics. This requires 




Appropriate statistical procedures, implemented throughout the 




The response burden is proportionate to the needs of the users and is 
not excessive for respondents. The statistical authorities monitor the 
response burden and set targets for its reduction over time. 
10 Cost Effectiveness Resources are used effectively. 
Statistical Output 
 11 Relevance European Statistics meet the needs of users. 
12 Accuracy and 
Reliability 
European Statistics accurately and reliably portray reality. 
13 Timeliness and 
Punctuality 
European Statistics are released in a timely and punctual manner. 
 14 Coherence and 
Comparability 
European Statistics are consistent internally, over time and comparable 
between regions and countries; it is possible to combine and make joint 
use of related data from different data sources. 
15 Accessibility and 
Clarity 
European Statistics are presented in a clear and understandable form, 
released in a suitable and convenient manner, available and accessible on 
an impartial basis with supporting metadata and guidance. 
Source: European Statistics Code of Practice [5] 
 
  
















Conference of European Statisticians）は、1991 年に公的統計の基本原則（CES / 702）




取組が国連において開始された。国際的な協議を経たのち、1994 年 4 月に開かれた国連
統計委員会の特別会合において、この欧州における原則はそのまま国連の公的統計の基本
原則として採択された（ただし、前文については改定されている）。 




原則の前文は改定することとされ、2013 年国連統計委員会第 44 回会合では、改定された
前文が採択されるとともに、経済社会理事会に対して基本原則全体を採択するよう勧告が
なされた。 










付表 3 公的統計の基本原則 
（前文は省略） 
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付表 4 Fundamental Principles of Official Statistics 
Principle 1 Official statistics provide an indispensable element in theinformation 
system of a democratic society, serving the Government, the economy 
and the public with data about the economic, demographic, social and 
environmental situation. To this end, official statistics that meet the 
test of practical utility are to be compiled and made available on an 
impartial basis by official statistical agencies to honour citizens’ 
entitlement to public information.  
Principle 2 To retain trust in official statistics, the statistical agencies need to 
decide according to strictly professional considerations, including 
scientific principles and professional ethics, on the methods and 
procedures for the collection, processing, storage and presentation of 
statistical data.  
Principle 3 To facilitate a correct interpretation of the data, the statistical 
agencies are to present information according to scientific standards 
on the sources, methods and procedures of the statistics. 
Principle 4 The statistical agencies are entitled to comment on erroneous 
interpretation and misuse of statistics. 
Principle 5 Data for statistical purposes may be drawn from all types of sources, 
be they statistical surveys or administrative records. Statistical 
agencies are to choose the source with regard to quality, timeliness, 
costs and the burden on respondents.  
Principle 6 Individual data collected by statistical agencies for statistical 
compilation, whether they refer to natural or legal persons, are to be 
strictly confidential and used exclusively for statistical purposes. 
Principle 7 The laws, regulations and measures under which the statistical 
systems operate are to be made public. 
Principle 8 Coordination among statistical agencies within countries is essential 
to achieve consistency and efficiency in the statistical system.  
Principle 9 The use by statistical agencies in each country of international 
concepts, classifications and methods promotes the consistency and 
efficiency of statistical systems at all official levels.  
Principle 10 Bilateral and multilateral cooperation in statistics contributes to the 
improvement of systems of official statistics in all countries.  























これに基づき 2010 年 8 月には、国家品質保証フレームワークに関する専門家グループ
が設立された。それは日本を含む 17か国からのメンバーとEurosutat(Statistical Office of 
the European Union) や IMF (International Monetary Fund)、ESCAP (United Nations 





計委員会第 43 回会合に提出され [7]、同委員会の場で議論された。その結果、これらのひ
な形は国連統計委員会によって承認され、各国がそれを利用することが推奨された。 
以上のようにして承認された、国家品質保証フレームワーク（NQAF）のガイドライン
には NQAF1 から NQAF19 までの 19 の項目が、統計システム、制度環境、統計プロセス、
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出典：National quality assurance frmeworks [7]（和訳は筆者によ













付表 6 National quality assurance frmeworks 
3. Quality assurance guidelines 
3a. Managing the statistical system 
NQAF1 Coordinating the national statistical system 
NQAF2 Managing relationships with data users and data providers 
NQAF3 Managing statistical standards 
3b. Managing the institutional environment 
NQAF4 Assuring professional independence 
NQAF5 Assuring impartiality and objectivity 
NQAF6 Assuring transparency 
NQAF7 Assuring statistical confidentiality and security 
NQAF8 Assuring the quality commitment 
NQAF9 Assuring adequacy of resources 
3c. Managing statistical processes 
NQAF10 Assuring methodological soundness 
NQAF11 Assuring cost-effectiveness 
NQAF12 Assuring soundness of implementation 
NQAF13 Managing the respondent burden 
3d. Managing statistical outputs 
NQAF14 Assuring relevance 
NQAF15 Assuring accuracy and reliability 
NQAF16 Assuring timeliness and punctuality 
NQAF17 Assuring accessibility and clarity 
NQAF18 Assuring coherence and comparability 
NQAF19 Managing metadata 
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付録３ 国連の国家品質保証フレームワークのひな型と我が国のフレームワークとの対応（2.1.3 節） 







3a. 統計システムの管理             
NQAF 1 統計システムの調整 3-1 行政機関等における相互の協力
と適切な役割分担 





        
NQAF 3 統計基準の管理 28 統計基準の設定 2 国際比較可能性の確保・向上     
3b. 制度的環境の管理             
NQAF 4 専門的独立性の保証 3-2 適切かつ合理的な方法         
NQAF 5 公平性と客観性の保証 3-2 中立性及び信頼性の確保         
















    9 秘密の保護の手続は十分か？ 
NQAF 8 品質公約の保証 3-2 適切かつ合理的な方法         
NQAF 9 リソースの十分性の保証 3-2 適切かつ合理的な方法         
3c. 統計プロセスの管理             






































































3d. 統計的出力の管理             
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では、2016 年（平成 28 年）10 月に第 9 回調査が実施された。 
本研究では、2001 年（平成 13 年）10 月に実施された第 6 回目の調査である平成




つは、1 日の生活時間の配分を調査する部分である。後者の 1 日の生活時間の配分を















この調査は、当時の統計法（昭和 22 年法律第 18 号）に基づく指定統計調査（指定




調査は、平成 13 年 10 月 20 日現在で行われた。 
付録 
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ただし、1 日の生活時間の配分状況に関する調査については、10 月 13 日（土）か





平成 7 年国勢調査調査区（以下「調査区」という。調査区は、平均して約 50 世帯を
含む地区である。）から選定された 6,440 調査区（以下「指定調査区」という。）にお
いて調査が行われた。このうち、調査票 A によるものは 6,104 調査区である。 
 
イ 調査の対象 
指定調査区の中から選定された 7 万 7 千世帯に居住する 10 歳以上の世帯員約 20 万












(4) 調査事項（調査票 A） 

















⑭ 1 日の生活時間の配分状況及び天候 









































関する結果が平成 14 年 7 月に、生活時間に関する結果が平成 14 年 9 月に公表された。
また、調査票 B に係る結果として、詳細行動分類による生活時間に関する結果が平成




この調査の標本抽出は、層化 2 段抽出法により行われた。 
第 1 次抽出単位は、調査区（平成 7 年国勢調査調査区）であり、第 2 次抽出単位は、
世帯である。 
第 1 次抽出においては、47 の都道府県ごとに調査区内人口に基づく確率比例抽出法
により調査区が抽出された。抽出された調査区の数は、調査票 A の場合、全国で 6,104
である。第 2 次抽出においては、各調査区内の世帯を対象に等確率無作為抽出法によ


























(3) 調査世帯の抽出（第 2 次抽出） 
各標本調査区について、調査日の前に調査員が調査区内の全世帯を訪問し、世帯名
簿を作成した。この世帯名簿を用いて、調査区ごとに無作為に定めた抽出起番号と適




代替標本世帯は各調査区について原則として 4 世帯までとされた。 
 
(4) 生活時間に関する調査日の指定 
この調査は、平成 13 年 10 月 20 日現在で実施されたが、1 日の生活時間に関しては
平日及び曜日ごとの結果を集計する際の結果精度を確保するため、10 月 13 日（土）












付録５-１ 平成 13 年社会生活基本調査における標本の代替状況（3.1 節） 
 









できた世帯は 66.4％であり、残りの 33.6％は調査不能世帯となっている。 
代替標本世帯を追加抽出の回数 73（初回か否か）別にみると、初回の追加抽出世帯
のうち、調査実施世帯は 72.7％となっており、残りの 27.3％は調査不能世帯となって






















                                                  
73 追加抽出により抽出された代替標本世帯についても，やむを得ない理由により調査を行うことができ
ない世帯があった場合には，2 回目以降の追加抽出が行われた。 
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付表 8 当初標本世帯数と代替標本世帯数 













    
        
標本（抽出）世帯総数 85,113  100.0    115.9  
 
調査実施世帯総数 71,988  84.6    98.0  
 
調査不能世帯総数 13,125  15.4  100.0  17.9  
  
不在・面接不能 6,030  7.1  45.9  8.2  
  
非協力 4,949  5.8  37.7  6.7  
  
その他（不詳を含む） 2,146  2.5  16.4  2.9  
    
        
当初標本（当初抽出）世帯数 73,433  100.0    100.0  
 
調査実施世帯数 64,232  87.5    87.5  
 
調査不能世帯数 9,201  12.5  100.0  12.5  
  
不在・面接不能 3,922  5.3  42.6  5.3  
  
非協力 3,589  4.9  39.0  4.9  
  
その他（不詳を含む） 1,690  2.3  18.4  2.3  
    
        
代替標本（追加抽出）世帯数 11,680  100.0    15.9  
 
調査実施世帯数 7,756  66.4    10.6  
 
調査不能世帯数 3,924  33.6  100.0  5.3  
  
不在・面接不能 2,108  18.0  53.7  2.9  
  
非協力 1,360  11.6  34.7  1.9  
  
その他（不詳を含む） 456  3.9  11.6  0.6  
    
        
 
初回の追加抽出世帯数 8,286  100.0    11.3  
  
調査実施世帯数 6,025  72.7    8.2  
  
調査不能世帯数 2,261  27.3  100.0  3.1  
   
不在・面接不能 1,093  13.2  48.3  1.5  
   
非協力 858  10.4  37.9  1.2  
   
その他（不詳を含む） 310  3.7  13.7  0.4  
    
        
 
2 回目以降の追加抽出世帯数 3,394  100.0    4.6  
  
調査実施世帯数 1,731  51.0    2.4  
  
調査不能世帯数 1,663  49.0  100.0  2.3  
   
不在・面接不能 1,015  29.9  61.0  1.4  
   
非協力 502  14.8  30.2  0.7  
   
その他（不詳を含む） 146 4.3 8.8 0.2 
 
（要計表に基づく数字。） 


































































代替標本世帯            
  












































































00 全国 73,433 87.5 12.5 15.9 10.6 5.3 11.3 8.2 3.1 4.6 2.4 2.3 
01 北海道 2,496 88.2 11.8 13.1 9.9 3.2 10.5 8.1 2.5 2.5 1.8 0.7 
02 青森県 1,344 92.5 7.5 9.6 7.5 2.1 7.8 6.2 1.6 1.8 1.3 0.4 
03 岩手県 1,345 92.9 7.1 7.0 6.1 0.9 6.3 5.4 0.9 0.7 0.7 0.0 
04 宮城県 1,353 83.9 16.1 14.0 10.4 3.6 12.9 9.6 3.3 1.1 0.8 0.3 
05 秋田県 1,352 93.1 6.9 5.9 5.4 0.5 5.1 4.7 0.4 0.8 0.7 0.1 
06 山形県 1,344 91.1 8.9 10.9 7.5 3.3 8.0 6.0 2.0 2.8 1.5 1.3 
07 福島県 1,347 93.0 7.0 7.0 6.8 0.1 6.7 6.5 0.1 0.3 0.3 0.0 
08 茨城県 1,346 89.2 10.8 11.4 7.7 3.7 9.4 6.8 2.7 2.0 1.0 1.0 
09 栃木県 1,346 80.1 19.9 27.2 18.6 8.6 19.0 13.9 5.1 8.2 4.7 3.5 
10 群馬県 1,343 90.6 9.4 9.2 7.6 1.6 8.0 6.7 1.3 1.2 0.9 0.3 
11 埼玉県 2,401 91.3 8.7 10.3 7.9 2.4 8.1 6.2 2.0 2.2 1.7 0.5 
12 千葉県 2,130 80.1 19.9 22.9 14.6 8.4 16.6 11.1 5.5 6.3 3.5 2.8 
13 東京都 2,900 72.9 27.1 53.4 22.5 30.9 25.7 13.6 12.0 27.8 8.9 18.9 
14 神奈川県 2,884 80.7 19.3 25.2 14.2 11.1 16.2 9.4 6.8 9.0 4.8 4.3 
15 新潟県 1,344 93.8 6.2 7.4 6.2 1.2 6.2 5.2 1.0 1.2 1.0 0.2 
16 富山県 1,346 92.0 8.0 10.0 7.8 2.2 7.8 5.9 1.9 2.2 1.9 0.3 
17 石川県 1,347 88.2 11.8 10.8 8.8 2.0 9.4 7.6 1.8 1.3 1.1 0.2 
18 福井県 1,344 93.7 6.3 7.0 6.0 1.0 6.0 5.2 0.8 1.0 0.8 0.1 
19 山梨県 1,353 89.4 10.6 12.9 8.7 4.2 9.1 7.2 1.9 3.8 1.6 2.3 
20 長野県 1,344 88.9 11.1 14.1 11.1 3.1 11.1 9.0 2.1 3.1 2.1 1.0 
21 岐阜県 1,346 91.8 8.2 10.2 7.6 2.6 7.4 5.8 1.6 2.8 1.8 1.0 
22 静岡県 1,346 89.8 10.2 13.4 9.9 3.6 10.0 7.9 2.1 3.5 2.0 1.5 
23 愛知県 2,504 85.5 14.5 17.6 11.6 6.0 12.5 8.5 4.0 5.1 3.0 2.0 
24 三重県 1,345 91.7 8.3 10.3 8.2 2.1 8.3 6.8 1.5 1.9 1.3 0.6 
25 滋賀県 1,364 86.4 13.6 17.2 11.1 6.1 11.1 7.8 3.4 6.1 3.4 2.7 
26 京都府 1,351 86.2 13.8 17.0 12.1 5.0 12.2 9.0 3.3 4.8 3.1 1.7 
27 大阪府 2,891 81.9 18.1 17.2 12.8 4.3 14.7 11.1 3.7 2.4 1.8 0.7 
28 兵庫県 2,118 86.8 13.2 17.5 12.3 5.1 12.7 9.3 3.4 4.8 3.0 1.8 
29 奈良県 1,345 87.9 12.1 16.7 11.7 4.9 11.8 8.4 3.4 4.8 3.3 1.5 
30 和歌山県 1,345 88.5 11.5 13.1 10.7 2.4 11.1 9.4 1.6 2.0 1.3 0.7 
31 鳥取県 1,332 92.7 7.3 12.5 6.5 5.9 6.5 4.9 1.7 5.9 1.7 4.3 
32 島根県 1,349 87.2 12.8 12.8 10.7 2.1 11.3 9.5 1.8 1.6 1.2 0.4 
33 岡山県 1,348 88.7 11.3 14.5 10.2 4.2 10.6 7.6 3.0 3.9 2.6 1.3 
34 広島県 1,350 74.5 25.5 55.0 25.0 30.0 27.6 15.0 12.6 27.4 10.0 17.4 
35 山口県 1,344 87.4 12.6 11.6 9.5 2.1 10.3 8.3 1.9 1.3 1.2 0.1 
36 徳島県 1,344 93.4 6.6 6.4 5.3 1.1 5.4 4.7 0.7 1.0 0.6 0.4 
37 香川県 1,345 88.0 12.0 13.4 10.1 3.3 10.5 8.1 2.4 2.9 2.0 0.9 
38 愛媛県 1,347 89.5 10.5 11.4 9.8 1.6 9.8 8.5 1.3 1.6 1.3 0.3 
39 高知県 1,346 90.0 10.0 10.5 7.6 3.0 9.1 6.9 2.2 1.5 0.7 0.8 
40 福岡県 1,938 82.9 17.1 27.6 14.8 12.8 15.8 9.6 6.2 11.8 5.2 6.6 
41 佐賀県 1,344 91.3 8.7 9.5 8.3 1.2 8.5 7.4 1.1 1.0 1.0 0.1 
42 長崎県 1,344 89.6 10.4 9.4 8.6 0.8 8.9 8.2 0.7 0.6 0.4 0.1 
43 熊本県 1,350 88.7 11.3 9.4 7.6 1.8 8.5 7.0 1.6 0.9 0.7 0.2 
44 大分県 1,346 90.5 9.5 10.8 8.8 2.1 8.8 7.4 1.4 2.0 1.3 0.7 
45 宮崎県 1,354 88.3 11.7 13.7 10.3 3.5 10.5 8.0 2.5 3.2 2.3 1.0 
46 鹿児島県 1,344 92.6 7.4 8.1 7.1 1.0 7.1 6.4 0.7 1.0 0.7 0.2 
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付表 10 封入提出率と調査不能世帯率 



































00 全国 71,988  3,756  5.2 12.5 
01 北海道 2,447  85  3.5 11.8 
02 青森県 1,344  41  3.1 7.5 
03 岩手県 1,331  47  3.5 7.1 
04 宮城県 1,276  76  6.0 16.1 
05 秋田県 1,332  38  2.9 6.9 
06 山形県 1,325  81  6.1 8.9 
07 福島県 1,345  30  2.2 7.0 
08 茨城県 1,304  111  8.5 10.8 
09 栃木県 1,328  77  5.8 19.9 
10 群馬県 1,319  109  8.3 9.4 
11 埼玉県 2,380  101  4.2 8.7 
12 千葉県 2,017  196  9.7 19.9 
13 東京都 2,767  232  8.4 27.1 
14 神奈川県 2,737  166  6.1 19.3 
15 新潟県 1,344  76  5.7 6.2 
16 富山県 1,343  61  4.5 8.0 
17 石川県 1,306  77  5.9 11.8 
18 福井県 1,340  31  2.3 6.3 
19 山梨県 1,327  31  2.3 10.6 
20 長野県 1,344  74  5.5 11.1 
21 岐阜県 1,338  41  3.1 8.2 
22 静岡県 1,342  33  2.5 10.2 
23 愛知県 2,430  92  3.8 14.5 
24 三重県 1,344  100  7.4 8.3 
25 滋賀県 1,331  138  10.4 13.6 
26 京都府 1,328  106  8.0 13.8 
27 大阪府 2,739  135  4.9 18.1 
28 兵庫県 2,100  168  8.0 13.2 
29 奈良県 1,340  125  9.3 12.1 
30 和歌山県 1,334  69  5.2 11.5 
31 鳥取県 1,322  71  5.4 7.3 
32 島根県 1,320  101  7.7 12.8 
33 岡山県 1,334  103  7.7 11.3 
34 広島県 1,343  99  7.4 25.5 
35 山口県 1,303  46  3.5 12.6 
36 徳島県 1,326  85  6.4 6.6 
37 香川県 1,319  51  3.9 12.0 
38 愛媛県 1,338  78  5.8 10.5 
39 高知県 1,314  63  4.8 10.0 
40 福岡県 1,893  57  3.0 17.1 
41 佐賀県 1,339  36  2.7 8.7 
42 長崎県 1,320  42  3.2 10.4 
43 熊本県 1,300  29  2.2 11.3 
44 大分県 1,336  62  4.6 9.5 
45 宮崎県 1,335  39  2.9 11.7 
46 鹿児島県 1,341  33  2.5 7.4 















付表 11 曜日、男女別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 





















週全体 113,095,230 110,714,845 100.0 100.0 0.0   
 
  
男 55,084,304 53,099,940 48.7 48.0 -0.7 * 
 
   女 58,010,926 57,614,906 51.3 52.0 0.7 * 
 
  平日 113,095,230 110,480,302 100.0 100.0 0.0   
 
  
男 55,084,304 53,081,461 48.7 48.0 -0.7 * 
 
   女 58,010,926 57,398,841 51.3 52.0 0.7 * 
 
  土曜日 113,095,230 111,327,529 100.0 100.0 0.0   
 
  
男 55,084,304 53,200,425 48.7 47.8 -0.9 * 
 
   女 58,010,926 58,127,103 51.3 52.2 0.9 * 
 
  日曜日 113,095,230 111,274,879 100.0 100.0 0.0   
 
  
男 55,084,304 53,091,849 48.7 47.7 -1.0 * 
 


































標本における構成比が母集団のそれよりも低い 10 歳代後半～30 歳代の中でも、特
に 20 歳代～30 歳代前半で差が大きく、20～24 歳では－0.9％ポイント、25 歳～29 歳
では－0.8％ポイント、30～34 歳では－0.7％ポイントとなっている。一方、母集団よ









でも、20～24 歳で－0.8％ポイント、25～29 歳で－1.0％ポイント、30～34 歳で－1.1％
ポイントと、20 歳代～30 歳代前半で全体的に標本が少なくなっている。一方、女性は
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付表 12 男女、年齢 5 歳階級、曜日別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 










週全体 平日 土曜日 日曜日 


























総数 113,095,230 110,714,845 110,480,302 111,327,529 111,274,879 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0     
  10～14歳 6,364,377 6,336,012 6,340,807 6,241,990 6,406,060 5.6 5.7 0.1 * 5.7 0.1   5.6 0.0   5.8 0.1     
  15～19歳 7,317,042 7,039,935 6,940,194 7,399,185 7,179,390 6.5 6.4 -0.1 * 6.3 -0.2 * 6.6 0.2 * 6.5 0.0     
  20～24歳 8,139,812 6,964,162 6,854,413 7,245,999 7,231,074 7.2 6.3 -0.9 * 6.2 -1.0 * 6.5 -0.7 * 6.5 -0.7 *   
  25～29歳 9,635,217 8,496,260 8,634,327 8,127,319 8,174,865 8.5 7.7 -0.8 * 7.8 -0.7 * 7.3 -1.2 * 7.3 -1.2 *   
  30～34歳 9,264,404 8,270,252 8,243,561 8,260,360 8,413,596 8.2 7.5 -0.7 * 7.5 -0.7 * 7.4 -0.8 * 7.6 -0.6 *   
  35～39歳 7,954,237 7,604,040 7,635,210 7,469,716 7,582,519 7.0 6.9 -0.2 * 6.9 -0.1   6.7 -0.3 * 6.8 -0.2 *   
  40～44歳 7,694,769 7,932,412 7,960,100 7,830,309 7,896,075 6.8 7.2 0.4 * 7.2 0.4 * 7.0 0.2 * 7.1 0.3 *   
  45～49歳 8,439,025 8,387,048 8,356,536 8,493,052 8,433,605 7.5 7.6 0.1 * 7.6 0.1   7.6 0.2 * 7.6 0.1     
  50～54歳 10,886,317 10,961,532 10,868,896 11,284,366 11,101,879 9.6 9.9 0.3 * 9.8 0.2 * 10.1 0.5 * 10.0 0.4 *   
  55～59歳 8,208,934 8,270,056 8,266,008 8,288,848 8,271,509 7.3 7.5 0.2 * 7.5 0.2 * 7.4 0.2 * 7.4 0.2 *   
  60～64歳 7,780,729 8,173,690 8,139,737 8,267,566 8,249,576 6.9 7.4 0.5 * 7.4 0.5 * 7.4 0.5 * 7.4 0.5 *   
  65～69歳 7,117,116 7,630,339 7,621,535 7,678,939 7,625,758 6.3 6.9 0.6 * 6.9 0.6 * 6.9 0.6 * 6.9 0.6 *   
  70～74歳 5,869,947 6,198,308 6,229,915 6,145,706 6,092,874 5.2 5.6 0.4 * 5.6 0.4 * 5.5 0.3 * 5.5 0.3 *   
  75歳以上 8,423,304 8,450,798 8,389,063 8,594,174 8,616,098 7.4 7.6 0.2 * 7.6 0.1 * 7.7 0.3 * 7.7 0.3 *   
  男 55,084,304 53,099,940 53,081,461 53,200,425 53,091,849 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0     
  10～14歳 3,259,178 3,204,409 3,207,374 3,154,975 3,239,023 5.9 6.0 0.1 * 6.0 0.1   5.9 0.0   6.1 0.2     
  15～19歳 3,742,769 3,535,733 3,516,494 3,644,897 3,522,762 6.8 6.7 -0.1 * 6.6 -0.2   6.9 0.1   6.6 -0.2     
  20～24歳 4,146,730 3,587,482 3,538,797 3,709,789 3,708,599 7.5 6.8 -0.8 * 6.7 -0.9 * 7.0 -0.6 * 7.0 -0.5 *   
  25～29歳 4,869,280 4,172,387 4,271,564 3,903,322 3,945,563 8.8 7.9 -1.0 * 8.0 -0.8 * 7.3 -1.5 * 7.4 -1.4 *   
  30～34歳 4,668,154 3,921,610 3,909,647 3,924,831 3,978,203 8.5 7.4 -1.1 * 7.4 -1.1 * 7.4 -1.1 * 7.5 -1.0 *   
  35～39歳 4,002,709 3,684,965 3,699,577 3,646,316 3,650,551 7.3 6.9 -0.3 * 7.0 -0.3 * 6.9 -0.4 * 6.9 -0.4 *   
  40～44歳 3,862,170 3,885,854 3,901,284 3,819,383 3,875,176 7.0 7.3 0.3 * 7.3 0.3 * 7.2 0.2   7.3 0.3 *   
  45～49歳 4,215,002 4,046,524 4,055,659 4,049,659 3,997,715 7.7 7.6 0.0   7.6 0.0   7.6 0.0   7.5 -0.1     
  50～54歳 5,407,864 5,342,370 5,278,157 5,555,178 5,450,625 9.8 10.1 0.2 * 9.9 0.1   10.4 0.6 * 10.3 0.4 *   
  55～59歳 4,013,269 4,038,007 4,022,244 4,083,964 4,070,865 7.3 7.6 0.3 * 7.6 0.3 * 7.7 0.4 * 7.7 0.4 *   
  60～64歳 3,751,264 3,973,597 4,008,849 3,918,158 3,852,771 6.8 7.5 0.7 * 7.6 0.7 * 7.4 0.6 * 7.3 0.4 *   
  65～69歳 3,350,414 3,601,086 3,594,734 3,603,433 3,630,499 6.1 6.8 0.7 * 6.8 0.7 * 6.8 0.7 * 6.8 0.8 *   
  70～74歳 2,661,256 2,869,642 2,872,397 2,881,448 2,844,057 4.8 5.4 0.6 * 5.4 0.6 * 5.4 0.6 * 5.4 0.5 *   
    75歳以上 3,134,245 3,236,275 3,204,683 3,305,075 3,325,440 5.7 6.1 0.4 * 6.0 0.3 * 6.2 0.5 * 6.3 0.6 *   
 女   58,010,926 57,614,906 57,398,841 58,127,103 58,183,030 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0     
  10～14歳 3,105,199 3,131,603 3,133,434 3,087,015 3,167,037 5.4 5.4 0.1   5.5 0.1   5.3 0.0   5.4 0.1     
  15～19歳 3,574,273 3,504,202 3,423,700 3,754,288 3,656,629 6.2 6.1 -0.1   6.0 -0.2 * 6.5 0.3 * 6.3 0.1     
  20～24歳 3,993,082 3,376,681 3,315,616 3,536,211 3,522,475 6.9 5.9 -1.0 * 5.8 -1.1 * 6.1 -0.8 * 6.1 -0.8 *   
  25～29歳 4,765,937 4,323,873 4,362,763 4,223,997 4,229,302 8.2 7.5 -0.7 * 7.6 -0.6 * 7.3 -0.9 * 7.3 -0.9 *   
  30～34歳 4,596,250 4,348,642 4,333,914 4,335,529 4,435,393 7.9 7.5 -0.4 * 7.6 -0.4 * 7.5 -0.5 * 7.6 -0.3 *   
  35～39歳 3,951,528 3,919,076 3,935,632 3,823,400 3,931,968 6.8 6.8 0.0   6.9 0.0   6.6 -0.2 * 6.8 -0.1     
  40～44歳 3,832,599 4,046,558 4,058,816 4,010,927 4,020,899 6.6 7.0 0.4 * 7.1 0.5 * 6.9 0.3 * 6.9 0.3 *   
  45～49歳 4,224,023 4,340,524 4,300,877 4,443,393 4,435,891 7.3 7.5 0.3 * 7.5 0.2 * 7.6 0.4 * 7.6 0.3 *   
  50～54歳 5,478,453 5,619,162 5,590,738 5,729,188 5,651,254 9.4 9.8 0.3 * 9.7 0.3 * 9.9 0.4 * 9.7 0.3 *   
  55～59歳 4,195,665 4,232,049 4,243,763 4,204,884 4,200,644 7.2 7.3 0.1   7.4 0.2   7.2 0.0   7.2 0.0     
  60～64歳 4,029,465 4,200,093 4,130,888 4,349,408 4,396,805 6.9 7.3 0.3 * 7.2 0.3 * 7.5 0.5 * 7.6 0.6 *   
  65～69歳 3,766,702 4,029,253 4,026,801 4,075,506 3,995,259 6.5 7.0 0.5 * 7.0 0.5 * 7.0 0.5 * 6.9 0.4 *   
  70～74歳 3,208,691 3,328,667 3,357,518 3,264,258 3,248,817 5.5 5.8 0.2 * 5.8 0.3 * 5.6 0.1   5.6 0.1     


















をみると、「未婚」が 24.3％、「有配偶」が 64.8％、「死別･離別」が 10.8％、「不詳」
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付表 13 男女、配偶関係、曜日別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 
      人口 構成比と検定 














週全体 平日 土曜日 日曜日 




































総数 106,557,544 104,378,833 104,139,495 105,085,539 104,868,818 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   
 未婚 29,318,092 25,362,107 25,092,776 26,216,509 25,854,361 27.5 24.3 -3.2 * 24.1 -3.4 * 24.9 -2.6 * 24.7 -2.9 * 
 有配偶 64,602,936 67,591,965 67,688,663 67,223,720 67,476,721 60.6 64.8 4.1 * 65.0 4.4 * 64.0 3.3 * 64.3 3.7 * 
 死別・離別 11,723,332 11,277,594 11,204,122 11,516,657 11,405,890 11.0 10.8 -0.2 * 10.8 -0.2 * 11.0 0.0   10.9 -0.1   
  不詳 913,184 147,167 153,934 128,653 131,845 0.9 0.1 -0.7 * 0.1 -0.7 * 0.1 -0.7 * 0.1 -0.7 * 
男 51,755,981 49,895,530 49,874,087 50,045,451 49,852,825 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   
 未婚 16,308,050 13,668,562 13,570,923 14,018,157 13,807,159 31.5 27.4 -4.1 * 27.2 -4.3 * 28.0 -3.5 * 27.7 -3.8 * 
 有配偶 32,275,328 33,737,854 33,829,893 33,476,058 33,539,452 62.4 67.6 5.3 * 67.8 5.5 * 66.9 4.5 * 67.3 4.9 * 
 死別・離別 2,644,703 2,438,323 2,421,472 2,501,288 2,459,609 5.1 4.9 -0.2 * 4.9 -0.3 * 5.0 -0.1   4.9 -0.2   
 不詳 527,900 50,793 51,799 49,947 46,605 1.0 0.1 -0.9 * 0.1 -0.9 * 0.1 -0.9 * 0.1 -0.9 * 
女 54,801,563 54,483,303 54,265,407 55,040,088 55,015,993 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   
 
 未婚 13,010,042 11,693,546 11,521,853 12,198,352 12,047,202 23.7 21.5 -2.3 * 21.2 -2.5 * 22.2 -1.6 * 21.9 -1.8 * 
 有配偶 32,327,608 33,854,112 33,858,770 33,747,662 33,937,269 59.0 62.1 3.1 * 62.4 3.4 * 61.3 2.3 * 61.7 2.7 * 
 
 死別・離別 9,078,629 8,839,271 8,782,650 9,015,368 8,946,281 16.6 16.2 -0.3 * 16.2 -0.4 * 16.4 -0.2   16.3 -0.3   
 








































                                                  
74 国勢調査においては，調査年の 9 月 24 日から 30 日までの 1 週間に仕事をしたかどうかによって就業
者か否かを判断しており，社会生活基本調査における判断基準とは異なる。 
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付表 14 男女、職業別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 
        人口 構成比と検定 













         週全体 平日 土曜日 日曜日   
































総数 65,009,300 66,124,614 66,085,169 66,327,215 66,119,234 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0     
  
専門的・技術的職業従事者 8,997,500 9,358,399 9,407,951 9,211,146 9,257,894 13.8 14.2 0.3 * 14.2 0.4 * 13.9 0.0   14.0 0.2     
   
技術者 2,469,600 2,891,223 2,958,644 2,668,737 2,776,605 3.8 4.4 0.6 * 4.5 0.7 * 4.0 0.2 * 4.2 0.4 *    
   教員 1,462,400 1,369,259 1,356,916 1,417,682 1,382,547 2.2 2.1 -0.2 * 2.1 -0.2 * 2.1 -0.1 * 2.1 -0.2 *   
   
その他の専門的・技術的職業従事者 5,065,400 5,097,917 5,092,391 5,124,727 5,098,742 7.8 7.7 -0.1   7.7 -0.1   7.7 -0.1   7.7 -0.1      
  
管理的職業従事者 2,046,500 2,333,377 2,322,179 2,382,705 2,340,038 3.1 3.5 0.4 * 3.5 0.4 * 3.6 0.4 * 3.5 0.4 *   
  事務従事者 12,750,500 12,676,666 12,681,948 12,667,140 12,659,784 19.6 19.2 -0.4 * 19.2 -0.4 * 19.1 -0.5 * 19.1 -0.5 *    
  
販売従事者 9,375,100 9,332,117 9,311,906 9,369,557 9,395,728 14.4 14.1 -0.3 * 14.1 -0.3 * 14.1 -0.3 * 14.2 -0.2      
  
保安職業，サービス職業従事者 7,311,500 7,264,296 7,177,165 7,523,366 7,440,880 11.2 11.0 -0.3 * 10.9 -0.4 * 11.3 0.1   11.3 0.0     
   家庭生活支援サービス職業従事者 262,900 313,691 311,223 329,880 309,842 0.4 0.5 0.1 * 0.5 0.1 * 0.5 0.1 * 0.5 0.1 *    
   
保安職業従事者 1,034,800 846,154 853,985 800,676 852,479 1.6 1.3 -0.3 * 1.3 -0.3 * 1.2 -0.4 * 1.3 -0.3 *    
   
その他のサービス職業従事者 6,013,900 6,104,451 6,011,957 6,392,811 6,278,559 9.3 9.2 0.0   9.1 -0.2   9.6 0.4 * 9.5 0.2 *    
  農林漁業作業者 2,978,000 3,836,317 3,922,476 3,641,933 3,599,906 4.6 5.8 1.2 * 5.9 1.4 * 5.5 0.9 * 5.4 0.9 *    
  
運輸・通信従事者 2,195,000 2,069,898 2,075,449 2,034,362 2,077,678 3.4 3.1 -0.2 * 3.1 -0.2 * 3.1 -0.3 * 3.1 -0.2 *    
  
生産工程・労務作業者 18,452,800 18,082,694 18,042,534 18,222,236 18,143,953 28.4 27.3 -1.0 * 27.3 -1.1 * 27.5 -0.9 * 27.4 -0.9 *    
   採掘作業者 33,700 25,684 23,025 31,839 32,823 0.1 0.0 0.0 * 0.0 0.0 * 0.0 0.0   0.0 0.0     
   
製造･制作･機械運転及び建設作業者 14,794,300 14,517,220 14,523,330 14,489,508 14,514,385 22.8 22.0 -0.8 * 22.0 -0.8 * 21.8 -0.9 * 22.0 -0.8 *    
   
労務作業者 3,624,800 3,539,790 3,496,179 3,700,889 3,596,745 5.6 5.4 -0.2 * 5.3 -0.3 * 5.6 0.0   5.4 -0.1      
    分類不能の職業 902,400 1,170,850 1,143,562 1,274,769 1,203,373 1.4 1.8 0.4 * 1.7 0.3 * 1.9 0.5 * 1.8 0.4 *    
  男   38,034,100 37,761,255 37,796,091 37,703,427 37,644,901 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0      
  
専門的・技術的職業従事者 4,849,400 5,360,456 5,392,341 5,270,082 5,291,406 12.8 14.2 1.4 * 14.3 1.5 * 14.0 1.2 * 14.1 1.3 *    
   技術者 2,266,700 2,692,081 2,752,113 2,482,596 2,601,408 6.0 7.1 1.2 * 7.3 1.3 * 6.6 0.6 * 6.9 1.0 *    
   
教員 758,800 728,489 720,594 761,898 734,552 2.0 1.9 -0.1   1.9 -0.1   2.0 0.0   2.0 0.0      
   
その他の専門的・技術的職業従事者 1,823,800 1,939,886 1,919,634 2,025,589 1,955,446 4.8 5.1 0.3 * 5.1 0.3 * 5.4 0.6 * 5.2 0.4 *    
  管理的職業従事者 1,820,600 2,110,320 2,084,744 2,198,016 2,150,501 4.8 5.6 0.8 * 5.5 0.7 * 5.8 1.0 * 5.7 0.9 *    
  
事務従事者 4,911,100 4,793,024 4,833,317 4,727,357 4,657,227 12.9 12.7 -0.2 * 12.8 -0.1   12.5 -0.4 * 12.4 -0.5 *    
  
販売従事者 5,847,900 5,575,314 5,622,270 5,431,160 5,484,690 15.4 14.8 -0.6 * 14.9 -0.5 * 14.4 -1.0 * 14.6 -0.8 *    
  保安職業，サービス職業従事者 3,147,300 2,937,765 2,897,976 3,024,020 3,050,458 8.3 7.8 -0.5 * 7.7 -0.6 * 8.0 -0.3   8.1 -0.2      
   
家庭生活支援サービス職業従事者 11,600 19,353 20,173 18,122 16,480 0.0 0.1 0.0 * 0.1 0.0 * 0.0 0.0 * 0.0 0.0      
   
保安職業従事者 982,100 818,056 825,028 771,866 829,384 2.6 2.2 -0.4 * 2.2 -0.4 * 2.0 -0.5 * 2.2 -0.4 *    
   その他のサービス職業従事者 2,153,700 2,100,357 2,052,774 2,234,032 2,204,594 5.7 5.6 -0.1   5.4 -0.2 * 5.9 0.3 * 5.9 0.2      
  
農林漁業作業者 1,736,300 2,115,175 2,153,681 2,030,126 2,007,696 4.6 5.6 1.0 * 5.7 1.1 * 5.4 0.8 * 5.3 0.8 *    
  
運輸・通信従事者 2,093,300 1,949,153 1,953,985 1,922,205 1,951,943 5.5 5.2 -0.3 * 5.2 -0.3 * 5.1 -0.4 * 5.2 -0.3 *    
  生産工程・労務作業者 13,100,200 12,167,984 12,106,654 12,323,075 12,319,543 34.4 32.2 -2.2 * 32.0 -2.4 * 32.7 -1.8 * 32.7 -1.7 *    
   
採掘作業者 32,900 24,503 22,140 30,125 30,700 0.1 0.1 0.0 * 0.1 0.0 * 0.1 0.0   0.1 0.0      
   
製造･制作･機械運転及び建設作業者 11,129,700 10,419,096 10,414,642 10,391,778 10,468,688 29.3 27.6 -1.7 * 27.6 -1.7 * 27.6 -1.7 * 27.8 -1.5 *    
   労務作業者 1,937,500 1,724,384 1,669,873 1,901,172 1,820,155 5.1 4.6 -0.5 * 4.4 -0.7 * 5.0 -0.1   4.8 -0.3 *    








 付表 14 男女、職業別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 
        人口 構成比と検定 













         週全体 平日 土曜日 日曜日   

































  女   26,975,300 28,363,359 28,289,078 28,623,788 28,474,333 100.
 
100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0      
  
専門的・技術的職業従事者 4,148,100 3,997,943 4,015,610 3,941,064 3,966,488 15.4 14.1 -1.3 * 14.2 -1.2 * 13.8 -1.6 * 13.9 -1.4 *    
   技術者 202,900 199,142 206,531 186,141 175,196 0.8 0.7 -0.1   0.7 0.0   0.7 -0.1 * 0.6 -0.1 *    
   
教員 703,600 640,770 636,322 655,784 647,995 2.6 2.3 -0.3 * 2.2 -0.4 * 2.3 -0.3 * 2.3 -0.3 *    
   
その他の専門的・技術的職業従事者 3,241,700 3,158,031 3,172,757 3,099,139 3,143,296 12.0 11.1 -0.9 * 11.2 -0.8 * 10.8 -1.2 * 11.0 -1.0 *    
  管理的職業従事者 225,900 223,058 237,435 184,689 189,537 0.8 0.8 -0.1   0.8 0.0   0.6 -0.2 * 0.7 -0.2 *    
  
事務従事者 7,839,300 7,883,642 7,848,631 7,939,783 8,002,557 29.1 27.8 -1.3 * 27.7 -1.3 * 27.7 -1.3 * 28.1 -1.0 *    
  
販売従事者 3,527,200 3,756,803 3,689,637 3,938,397 3,911,038 13.1 13.2 0.2   13.0 0.0   13.8 0.7 * 13.7 0.7 *    
  保安職業，サービス職業従事者 4,164,200 4,326,531 4,279,190 4,499,346 4,390,421 15.4 15.3 -0.2   15.1 -0.3   15.7 0.3   15.4 0.0      
   
家庭生活支援サービス職業従事者 251,200 294,338 291,050 311,757 293,362 0.9 1.0 0.1 * 1.0 0.1   1.1 0.2 * 1.0 0.1      
   
保安職業従事者 52,700 28,099 28,958 28,810 23,094 0.2 0.1 -0.1 * 0.1 -0.1 * 0.1 -0.1 * 0.1 -0.1 *    
   その他のサービス職業従事者 3,860,400 4,004,094 3,959,183 4,158,780 4,073,965 14.3 14.1 -0.2   14.0 -0.3   14.5 0.2   14.3 0.0      
  
農林漁業作業者 1,241,700 1,721,142 1,768,795 1,611,807 1,592,210 4.6 6.1 1.5 * 6.3 1.6 * 5.6 1.0 * 5.6 1.0 *    
  
運輸・通信従事者 101,700 120,744 121,463 112,156 125,735 0.4 0.4 0.0 * 0.4 0.1   0.4 0.0   0.4 0.1      
  生産工程・労務作業者 5,352,600 5,914,710 5,935,880 5,899,162 5,824,411 19.8 20.9 1.0 * 21.0 1.1 * 20.6 0.8 * 20.5 0.6 *    
   
採掘作業者 800 1,180 885 1,714 2,123 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0      
   
製造･制作･機械運転及び建設作業者 3,664,700 4,098,124 4,108,688 4,097,731 4,045,697 13.6 14.4 0.9 * 14.5 0.9 * 14.3 0.7 * 14.2 0.6 *    
   労務作業者 1,687,300 1,815,406 1,826,307 1,799,717 1,776,590 6.3 6.4 0.1   6.5 0.2   6.3 0.0   6.2 0.0      
    分類不能の職業 374,500 418,787 392,438 497,384 471,935 1.4 1.5 0.1 * 1.4 0.0   1.7 0.3 * 1.7 0.3 *    
 



































































                                                  
75 「高齢者夫婦世帯」は，「夫婦のみの世帯」に含まれる。 
76 「母子世帯」，「父子世帯」における「子供」は，20 歳未満の者としている。 
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付表 15 世帯属性、曜日別人口の構成比 － 母集団と標本の比較 
    人口 構成比と検定 











       週全体 平日 土曜日 日曜日  























    
総数（その他の世帯を除く） 98,744,243 96,830,093 96,740,358 97,023,727 97,085,135 100.0 100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0   100.0 0.0       夫婦のみの世帯                      
 夫 9,102,832 10,199,071 10,198,959 10,133,571 10,265,130 9.2 10.5 1.3 * 10.5 1.3 * 10.4 1.2 * 10.6 1.4 *    
 妻 9,102,832 10,240,934 10,233,183 10,197,289 10,323,331 9.2 10.6 1.4 * 10.6 1.4 * 10.5 1.3 * 10.6 1.4 *     夫婦と子供の世帯                      
 夫 14,897,327 14,454,323 14,448,605 14,387,318 14,549,918 15.1 14.9 -0.2 * 14.9 -0.2   14.8 -0.3 * 15.0 -0.1      
 妻 14,897,327 14,501,581 14,489,785 14,426,629 14,635,509 15.1 15.0 -0.1   15.0 -0.1   14.9 -0.2   15.1 0.0      
 子供 16,444,901 15,360,370 15,219,110 15,668,896 15,758,143 16.7 15.9 -0.8 * 15.7 -0.9 * 16.1 -0.5 * 16.2 -0.4 *     夫婦と夫の両親の世帯                      
 夫 198,900 219,872 226,280 203,502 204,207 0.2 0.2 0.0 * 0.2 0.0 * 0.2 0.0   0.2 0.0      
 妻 198,900 222,870 228,982 205,689 209,487 0.2 0.2 0.0 * 0.2 0.0 * 0.2 0.0   0.2 0.0      
 夫の両親 397,800 437,581 448,443 412,238 408,614 0.4 0.5 0.0 * 0.5 0.1 * 0.4 0.0   0.4 0.0       夫婦と妻の両親の世帯                      
 夫 42,013 38,856 40,127 30,910 40,445 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0      
 妻 42,013 39,520 40,127 35,558 40,445 0.0 0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0   0.0 0.0      
 妻の両親 84,026 77,225 78,138 71,115 78,774 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.1 0.0   0.1 0.0       夫婦と夫のひとり親の世帯                      
 夫 547,588 538,256 535,200 546,357 545,437 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0      
 妻 547,588 542,279 540,645 546,697 546,031 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0      
 夫のひとり親 547,588 535,760 533,950 541,980 538,588 0.6 0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0   0.6 0.0       夫婦と妻のひとり親の世帯                      
 夫 164,466 148,321 145,291 157,740 154,052 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0      
 妻 164,466 148,673 145,585 157,740 155,041 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0      
 妻のひとり親 164,466 148,491 145,185 158,746 154,768 0.2 0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0   0.2 0.0       夫婦，子供と両親の世帯                      
 夫 1,392,261 1,438,788 1,470,071 1,371,343 1,349,813 1.4 1.5 0.1 * 1.5 0.1 * 1.4 0.0   1.4 0.0      
 妻 1,392,261 1,436,959 1,467,161 1,370,502 1,352,406 1.4 1.5 0.1 * 1.5 0.1 * 1.4 0.0   1.4 0.0      
 子供 1,791,817 1,702,547 1,743,247 1,613,109 1,588,487 1.8 1.8 -0.1 * 1.8 0.0   1.7 -0.2 * 1.6 -0.2 *    
 両親 2,784,522 2,877,750 2,945,548 2,726,048 2,690,465 2.8 3.0 0.2 * 3.0 0.2 * 2.8 0.0   2.8 0.0       夫婦，子供とひとり親の世帯                      
 夫 2,038,843 1,971,215 1,957,506 2,041,193 1,969,781 2.1 2.0 0.0   2.0 0.0   2.1 0.0   2.0 0.0      
 妻 2,038,843 1,966,253 1,951,699 2,040,157 1,965,119 2.1 2.0 0.0   2.0 0.0   2.1 0.0   2.0 0.0      
 子供 2,920,835 2,714,121 2,699,055 2,813,290 2,690,279 3.0 2.8 -0.2 * 2.8 -0.2 * 2.9 -0.1   2.8 -0.2 *    
 ひとり親 2,038,843 1,957,945 1,943,153 2,025,673 1,964,180 2.1 2.0 0.0   2.0 -0.1   2.1 0.0   2.0 0.0       父子世帯                      
 父 87,248 89,167 95,829 69,217 75,806 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.1 0.0   0.1 0.0      
 子供 102,589 98,691 107,163 74,222 80,802 0.1 0.1 0.0   0.1 0.0   0.1 0.0 * 0.1 0.0 *     母子世帯                      
 母 647,366 560,216 548,280 575,655 604,458 0.7 0.6 -0.1 * 0.6 -0.1 * 0.6 -0.1 * 0.6 0.0      
























付表 16 曜日、男女別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
    人口 構成比 

































週全体 113,095,230 95,420,794 15,294,051 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
  
男 55,084,304 45,907,367 7,192,573 48.7 48.1 -0.6 47.0 -1.7 -1.1 1.1 
   女 58,010,926 49,513,427 8,101,478 51.3 51.9 0.6 53.0 1.7 1.1 1.1 
  平日 113,095,230 95,252,943 15,227,359 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
  
男 55,084,304 45,941,660 7,139,801 48.7 48.2 -0.5 46.9 -1.8 -1.3 1.3 
   女 58,010,926 49,311,283 8,087,559 51.3 51.8 0.5 53.1 1.8 1.3 1.3 
  土曜
 
113,095,230 95,990,228 15,337,301 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
  
男 55,084,304 45,899,541 7,300,884 48.7 47.8 -0.9 47.6 -1.1 -0.2 0.2 
   女 58,010,926 50,090,687 8,036,417 51.3 52.2 0.9 52.4 1.1 0.2 0.2 
  日曜
 
113,095,230 95,690,618 15,584,261 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
  
男 55,084,304 45,743,726 7,348,123 48.7 47.8 -0.9 47.2 -1.6 -0.7 0.7 
























違いをみると、両者とも母集団と比較して構成比が低くなっているのは、20 歳代と 30 歳













すなわち、男性では特に 10 歳代後半、30 歳代前半及び 60 歳代後半で当初標本と比較








付表 17 男女、年齢 5 歳階級別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
   人口 構成比 




































総数 113,095,230 95,420,794 15,294,051 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
10～14歳 6,364,377 5,506,111 829,902 5.6 5.8 0.1 5.4 -0.2 -0.3 0.1 
 
15～19歳 7,317,042 6,209,340 830,595 6.5 6.5 0.0 5.4 -1.0 -1.1 1.0 
 
20～24歳 8,139,812 5,953,719 1,010,444 7.2 6.2 -1.0 6.6 -0.6 0.4 -0.4 
 
25～29歳 9,635,217 7,379,643 1,116,616 8.5 7.7 -0.8 7.3 -1.2 -0.4 0.4 
 
30～34歳 9,264,404 7,182,342 1,087,910 8.2 7.5 -0.7 7.1 -1.1 -0.4 0.4 
 
35～39歳 7,954,237 6,467,254 1,136,786 7.0 6.8 -0.3 7.4 0.4 0.7 0.1 
 
40～44歳 7,694,769 6,799,562 1,132,850 6.8 7.1 0.3 7.4 0.6 0.3 0.3 
 
45～49歳 8,439,025 7,315,240 1,071,809 7.5 7.7 0.2 7.0 -0.5 -0.7 0.2 
 
50～54歳 10,886,317 9,511,931 1,449,600 9.6 10.0 0.3 9.5 -0.1 -0.5 -0.2 
 
55～59歳 8,208,934 7,119,161 1,150,895 7.3 7.5 0.2 7.5 0.3 0.1 0.1 
 
60～64歳 7,780,729 6,959,811 1,213,879 6.9 7.3 0.4 7.9 1.1 0.6 0.6 
 
65～69歳 7,117,116 6,420,533 1,209,806 6.3 6.7 0.4 7.9 1.6 1.2 1.2 
 
70～74歳 5,869,947 5,309,892 888,416 5.2 5.6 0.4 5.8 0.6 0.2 0.2 
 
75歳以上 8,423,304 7,286,255 1,164,543 7.4 7.6 0.2 7.6 0.2 0.0 0.0 
男 55,084,304 45,907,367 7,192,573 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
10～14歳 3,259,178 2,791,499 412,911 5.9 6.1 0.2 5.7 -0.2 -0.3 0.0 
 
15～19歳 3,742,769 3,122,191 413,542 6.8 6.8 0.0 5.7 -1.0 -1.1 1.0 
 
20～24歳 4,146,730 3,086,623 500,859 7.5 6.7 -0.8 7.0 -0.6 0.2 -0.2 
 
25～29歳 4,869,280 3,636,854 535,533 8.8 7.9 -0.9 7.4 -1.4 -0.5 0.5 
 
30～34歳 4,668,154 3,452,207 469,403 8.5 7.5 -1.0 6.5 -1.9 -1.0 1.0 
 
35～39歳 4,002,709 3,160,887 524,078 7.3 6.9 -0.4 7.3 0.0 0.4 -0.4 
 
40～44歳 3,862,170 3,329,242 556,611 7.0 7.3 0.2 7.7 0.7 0.5 0.5 
 
45～49歳 4,215,002 3,508,617 537,908 7.7 7.6 0.0 7.5 -0.2 -0.2 0.2 
 
50～54歳 5,407,864 4,655,472 686,898 9.8 10.1 0.3 9.6 -0.3 -0.6 -0.1 
 
55～59歳 4,013,269 3,467,217 570,790 7.3 7.6 0.3 7.9 0.7 0.4 0.4 
 
60～64歳 3,751,264 3,410,018 563,578 6.8 7.4 0.6 7.8 1.0 0.4 0.4 
 
65～69歳 3,350,414 3,037,194 563,892 6.1 6.6 0.5 7.8 1.8 1.2 1.2 
 
70～74歳 2,661,256 2,462,098 407,544 4.8 5.4 0.5 5.7 0.8 0.3 0.3 
 
75歳以上 3,134,245 2,787,249 449,027 5.7 6.1 0.4 6.2 0.6 0.2 0.2 
女 58,010,926 49,513,427 8,101,478 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
10～14歳 3,105,199 2,714,612 416,991 5.4 5.5 0.1 5.1 -0.2 -0.3 0.1 
 
15～19歳 3,574,273 3,087,150 417,053 6.2 6.2 0.1 5.1 -1.0 -1.1 0.9 
 
20～24歳 3,993,082 2,867,096 509,584 6.9 5.8 -1.1 6.3 -0.6 0.5 -0.5 
 
25～29歳 4,765,937 3,742,790 581,083 8.2 7.6 -0.7 7.2 -1.0 -0.4 0.4 
 
30～34歳 4,596,250 3,730,135 618,507 7.9 7.5 -0.4 7.6 -0.3 0.1 -0.1 
 
35～39歳 3,951,528 3,306,368 612,708 6.8 6.7 -0.1 7.6 0.8 0.9 0.6 
 
40～44歳 3,832,599 3,470,320 576,239 6.6 7.0 0.4 7.1 0.5 0.1 0.1 
 
45～49歳 4,224,023 3,806,623 533,901 7.3 7.7 0.4 6.6 -0.7 -1.1 0.3 
 
50～54歳 5,478,453 4,856,460 762,702 9.4 9.8 0.4 9.4 0.0 -0.4 -0.3 
 
55～59歳 4,195,665 3,651,944 580,105 7.2 7.4 0.1 7.2 -0.1 -0.2 -0.1 
 
60～64歳 4,029,465 3,549,792 650,301 6.9 7.2 0.2 8.0 1.1 0.9 0.9 
 
65～69歳 3,766,702 3,383,339 645,914 6.5 6.8 0.3 8.0 1.5 1.1 1.1 
 
70～74歳 3,208,691 2,847,794 480,873 5.5 5.8 0.2 5.9 0.4 0.2 0.2 
  75歳以上 5,289,059 4,499,007 715,516 9.1 9.1 0.0 8.8 -0.3 -0.3 0.3 
 
 








































付表 18 年齢 5 歳階級、曜日別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
    人口 構成比 





































週全体 113,095,230 95,420,794 15,294,051 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
平日 113,095,230 95,252,943 15,227,359 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
土曜日 113,095,230 95,990,228 15,337,301 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 





週全体 6,364,377 5,506,111 829,902 5.6 5.8 0.1 5.4 -0.2 -0.3 0.1 
平日 6,364,377 5,513,271 827,536 5.6 5.8 0.2 5.4 -0.2 -0.4 0.0 
土曜日 6,364,377 5,448,722 793,268 5.6 5.7 0.0 5.2 -0.5 -0.5 0.4 





週全体 7,317,042 6,209,340 830,595 6.5 6.5 0.0 5.4 -1.0 -1.1 1.0 
平日 7,317,042 6,144,507 795,687 6.5 6.5 0.0 5.2 -1.2 -1.2 1.2 
土曜日 7,317,042 6,464,182 935,003 6.5 6.7 0.3 6.1 -0.4 -0.6 0.1 





週全体 8,139,812 5,953,719 1,010,444 7.2 6.2 -1.0 6.6 -0.6 0.4 -0.4 
平日 8,139,812 5,842,647 1,011,766 7.2 6.1 -1.1 6.6 -0.6 0.5 -0.5 
土曜日 8,139,812 6,244,015 1,001,984 7.2 6.5 -0.7 6.5 -0.7 0.0 0.0 





週全体 9,635,217 7,379,643 1,116,616 8.5 7.7 -0.8 7.3 -1.2 -0.4 0.4 
平日 9,635,217 7,493,379 1,140,948 8.5 7.9 -0.7 7.5 -1.0 -0.4 0.4 
土曜日 9,635,217 7,078,114 1,049,205 8.5 7.4 -1.1 6.8 -1.7 -0.5 0.5 





週全体 9,264,404 7,182,342 1,087,910 8.2 7.5 -0.7 7.1 -1.1 -0.4 0.4 
平日 9,264,404 7,205,175 1,038,386 8.2 7.6 -0.6 6.8 -1.4 -0.7 0.7 
土曜日 9,264,404 7,039,453 1,220,907 8.2 7.3 -0.9 8.0 -0.2 0.6 -0.6 





週全体 7,954,237 6,467,254 1,136,786 7.0 6.8 -0.3 7.4 0.4 0.7 0.1 
平日 7,954,237 6,463,385 1,171,825 7.0 6.8 -0.2 7.7 0.7 0.9 0.4 
土曜日 7,954,237 6,461,423 1,008,292 7.0 6.7 -0.3 6.6 -0.5 -0.2 0.2 





週全体 7,694,769 6,799,562 1,132,850 6.8 7.1 0.3 7.4 0.6 0.3 0.3 
平日 7,694,769 6,829,074 1,131,026 6.8 7.2 0.4 7.4 0.6 0.3 0.3 
土曜日 7,694,769 6,738,661 1,091,648 6.8 7.0 0.2 7.1 0.3 0.1 0.1 





週全体 8,439,025 7,315,240 1,071,809 7.5 7.7 0.2 7.0 -0.5 -0.7 0.2 
平日 8,439,025 7,300,443 1,056,093 7.5 7.7 0.2 6.9 -0.5 -0.7 0.3 
土曜日 8,439,025 7,379,589 1,113,463 7.5 7.7 0.2 7.3 -0.2 -0.4 0.0 





週全体 10,886,317 9,511,931 1,449,600 9.6 10.0 0.3 9.5 -0.1 -0.5 -0.2 
平日 10,886,317 9,454,704 1,414,191 9.6 9.9 0.3 9.3 -0.3 -0.6 0.0 
土曜日 10,886,317 9,741,854 1,542,512 9.6 10.1 0.5 10.1 0.4 -0.1 -0.1 





週全体 8,208,934 7,119,161 1,150,895 7.3 7.5 0.2 7.5 0.3 0.1 0.1 
平日 8,208,934 7,112,270 1,153,737 7.3 7.5 0.2 7.6 0.3 0.1 0.1 
土曜日 8,208,934 7,140,984 1,147,864 7.3 7.4 0.2 7.5 0.2 0.0 0.0 





週全体 7,780,729 6,959,811 1,213,879 6.9 7.3 0.4 7.9 1.1 0.6 0.6 
平日 7,780,729 6,914,928 1,224,810 6.9 7.3 0.4 8.0 1.2 0.8 0.8 
土曜日 7,780,729 7,091,294 1,176,272 6.9 7.4 0.5 7.7 0.8 0.3 0.3 





週全体 7,117,116 6,420,533 1,209,806 6.3 6.7 0.4 7.9 1.6 1.2 1.2 
平日 7,117,116 6,410,193 1,211,342 6.3 6.7 0.4 8.0 1.7 1.2 1.2 
土曜日 7,117,116 6,497,700 1,181,238 6.3 6.8 0.5 7.7 1.4 0.9 0.9 





週全体 5,869,947 5,309,892 888,416 5.2 5.6 0.4 5.8 0.6 0.2 0.2 
平日 5,869,947 5,358,818 871,097 5.2 5.6 0.4 5.7 0.5 0.1 0.1 
土曜日 5,869,947 5,206,057 939,649 5.2 5.4 0.2 6.1 0.9 0.7 0.7 





週全体 8,423,304 7,286,255 1,164,543 7.4 7.6 0.2 7.6 0.2 0.0 0.0 
平日 8,423,304 7,210,148 1,178,915 7.4 7.6 0.1 7.7 0.3 0.2 0.2 
土曜日 8,423,304 7,458,179 1,135,994 7.4 7.8 0.3 7.4 0.0 -0.4 -0.3 














































付表 19 男女、配偶関係、曜日別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
      人口 構成比 










































週全体 106,557,544 89,914,684 14,464,149 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 106,557,544 89,739,672 14,399,823 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 土曜日 106,557,544 90,541,506 14,544,033 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 日曜日 106,557,544 90,162,921 14,705,897 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
未婚
 
週全体 29,318,092 21,898,988 3,463,119 27.5 24.4 -3.2 23.9 -3.6 -0.4 0.4 
 平日 29,318,092 21,656,241 3,436,535 27.5 24.1 -3.4 23.9 -3.6 -0.3 0.3 
 土曜日 29,318,092 22,710,304 3,506,204 27.5 25.1 -2.4 24.1 -3.4 -1.0 1.0 
 日曜日 29,318,092 22,301,406 3,552,955 27.5 24.7 -2.8 24.2 -3.4 -0.6 0.6 
有配偶
 
週全体 64,602,936 58,142,957 9,449,008 60.6 64.7 4.0 65.3 4.7 0.7 0.7 
 平日 64,602,936 58,276,549 9,412,114 60.6 64.9 4.3 65.4 4.7 0.4 0.4 
 土曜日 64,602,936 57,754,586 9,469,134 60.6 63.8 3.2 65.1 4.5 1.3 1.3 





週全体 11,723,332 9,750,965 1,526,629 11.0 10.8 -0.2 10.6 -0.4 -0.3 0.3 
 平日 11,723,332 9,677,070 1,527,052 11.0 10.8 -0.2 10.6 -0.4 -0.2 0.2 
 土曜日 11,723,332 9,974,624 1,542,033 11.0 11.0 0.0 10.6 -0.4 -0.4 0.4 
 日曜日 11,723,332 9,896,779 1,509,112 11.0 11.0 0.0 10.3 -0.7 -0.7 0.7 
不詳
 
週全体 913,184 121,774 25,393 0.9 0.1 -0.7 0.2 -0.7 0.0 0.0 
 平日 913,184 129,811 24,123 0.9 0.1 -0.7 0.2 -0.7 0.0 0.0 
 土曜日 913,184 101,992 26,661 0.9 0.1 -0.7 0.2 -0.7 0.1 -0.1 





週全体 51,755,981 43,115,868 6,779,662 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 51,755,981 43,136,171 6,737,917 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 土曜日 51,755,981 43,165,056 6,880,395 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 日曜日 51,755,981 42,965,166 6,887,659 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
未婚
 
週全体 16,308,050 11,941,202 1,727,360 31.5 27.7 -3.8 25.5 -6.0 -2.2 2.2 
 平日 16,308,050 11,881,784 1,689,139 31.5 27.5 -4.0 25.1 -6.4 -2.5 2.5 
 土曜日 16,308,050 12,174,007 1,844,150 31.5 28.2 -3.3 26.8 -4.7 -1.4 1.4 
 日曜日 16,308,050 12,005,484 1,801,675 31.5 27.9 -3.6 26.2 -5.4 -1.8 1.8 
有配偶
 
週全体 32,275,328 29,019,342 4,718,512 62.4 67.3 4.9 69.6 7.2 2.3 2.3 
 平日 32,275,328 29,124,185 4,705,708 62.4 67.5 5.2 69.8 7.5 2.3 2.3 
 土曜日 32,275,328 28,750,905 4,725,153 62.4 66.6 4.2 68.7 6.3 2.1 2.1 





週全体 2,644,703 2,121,693 316,629 5.1 4.9 -0.2 4.7 -0.4 -0.3 0.3 
 平日 2,644,703 2,096,448 325,024 5.1 4.9 -0.2 4.8 -0.3 0.0 0.0 
 土曜日 2,644,703 2,203,563 297,726 5.1 5.1 0.0 4.3 -0.8 -0.8 0.8 
 日曜日 2,644,703 2,166,051 293,558 5.1 5.0 -0.1 4.3 -0.8 -0.8 0.8 
不詳
 
週全体 527,900 33,631 17,161 1.0 0.1 -0.9 0.3 -0.8 0.2 -0.2 
 平日 527,900 33,754 18,045 1.0 0.1 -0.9 0.3 -0.8 0.2 -0.2 
 土曜日 527,900 36,581 13,366 1.0 0.1 -0.9 0.2 -0.8 0.1 -0.1 





週全体 54,801,563 46,798,816 7,684,487 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 54,801,563 46,603,501 7,661,906 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 土曜日 54,801,563 47,376,450 7,663,638 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 日曜日 54,801,563 47,197,754 7,818,239 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
未婚
 
週全体 13,010,042 9,957,786 1,735,759 23.7 21.3 -2.5 22.6 -1.2 1.3 -1.3 
 平日 13,010,042 9,774,457 1,747,396 23.7 21.0 -2.8 22.8 -0.9 1.8 -1.8 
 土曜日 13,010,042 10,536,297 1,662,054 23.7 22.2 -1.5 21.7 -2.1 -0.6 0.6 
 日曜日 13,010,042 10,295,922 1,751,280 23.7 21.8 -1.9 22.4 -1.3 0.6 -0.6 
有配偶
 
週全体 32,327,608 29,123,615 4,730,496 59.0 62.2 3.2 61.6 2.6 -0.7 -0.7 
 平日 32,327,608 29,152,364 4,706,406 59.0 62.6 3.6 61.4 2.4 -1.1 -1.1 
 土曜日 32,327,608 29,003,681 4,743,981 59.0 61.2 2.2 61.9 2.9 0.7 0.7 





週全体 9,078,629 7,629,271 1,210,000 16.6 16.3 -0.3 15.7 -0.8 -0.6 0.6 
 平日 9,078,629 7,580,622 1,202,027 16.6 16.3 -0.3 15.7 -0.9 -0.6 0.6 
 土曜日 9,078,629 7,771,061 1,244,307 16.6 16.4 -0.2 16.2 -0.3 -0.2 0.2 
 日曜日 9,078,629 7,730,727 1,215,554 16.6 16.4 -0.2 15.5 -1.0 -0.8 0.8 
不詳
 
週全体 385,284 88,143 8,232 0.7 0.2 -0.5 0.1 -0.6 -0.1 0.1 
 平日 385,284 96,057 6,077 0.7 0.2 -0.5 0.1 -0.6 -0.1 0.1 
 土曜日 385,284 65,410 13,296 0.7 0.1 -0.6 0.2 -0.5 0.0 0.0 
 日曜日 385,284 71,302 13,939 0.7 0.2 -0.6 0.2 -0.5 0.0 0.0 
 












































付表 20 男女、職業別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
      人口 構成比 




































総数 65,009,300 57,247,680 8,876,933 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
専門的・技術的職業従事者 8,997,500 8,009,556 1,348,843 13.8 14.0 0.2 15.2 1.4 1.2 1.2 
  
技術者 2,469,600 2,498,211 393,012 3.8 4.4 0.6 4.4 0.6 0.1 0.1 
  
教員 1,462,400 1,141,771 227,487 2.2 2.0 -0.3 2.6 0.3 0.6 0.1 
  
その他の専門的・技術的職業従事者 5,065,400 4,369,574 728,343 7.8 7.6 -0.2 8.2 0.4 0.6 0.3 
 
管理的職業従事者 2,046,500 1,981,036 352,342 3.1 3.5 0.3 4.0 0.8 0.5 0.5 
 
事務従事者 12,750,500 10,896,805 1,779,861 19.6 19.0 -0.6 20.1 0.4 1.0 -0.1 
 
販売従事者 9,375,100 7,975,072 1,357,045 14.4 13.9 -0.5 15.3 0.9 1.4 0.4 
 
保安職業，サービス職業従事者 7,311,500 6,206,049 1,058,247 11.2 10.8 -0.4 11.9 0.7 1.1 0.3 
  
家庭生活支援サービス職業従事者 262,900 258,817 54,874 0.4 0.5 0.0 0.6 0.2 0.2 0.2 
  
保安職業従事者 1,034,800 750,256 95,898 1.6 1.3 -0.3 1.1 -0.5 -0.2 0.2 
  
その他のサービス職業従事者 6,013,900 5,196,976 907,475 9.3 9.1 -0.2 10.2 1.0 1.1 0.8 
 
農林漁業作業者 2,978,000 3,498,278 338,039 4.6 6.1 1.5 3.8 -0.8 -2.3 -0.8 
 
運輸・通信従事者 2,195,000 1,799,223 270,675 3.4 3.1 -0.2 3.0 -0.3 -0.1 0.1 
 
生産工程・労務作業者 18,452,800 15,930,304 2,152,390 28.4 27.8 -0.6 24.2 -4.1 -3.6 3.6 
  
採掘作業者 33,700 24,332 1,352 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  
製造･制作･機械運転及び建設作業者 14,794,300 12,782,187 1,735,033 22.8 22.3 -0.4 19.5 -3.2 -2.8 2.8 
  
労務作業者 3,624,800 3,123,785 416,005 5.6 5.5 -0.1 4.7 -0.9 -0.8 0.8 
  分類不能の職業 902,400 951,358 219,492 1.4 1.7 0.3 2.5 1.1 0.8 0.8 
男   38,034,100 32,711,164 5,050,091 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
専門的・技術的職業従事者 4,849,400 4,586,405 774,051 12.8 14.0 1.3 15.3 2.6 1.3 1.3 
  
技術者 2,266,700 2,330,965 361,116 6.0 7.1 1.2 7.2 1.2 0.0 0.0 
  
教員 758,800 619,401 109,088 2.0 1.9 -0.1 2.2 0.2 0.3 0.1 
  
その他の専門的・技術的職業従事者 1,823,800 1,636,040 303,847 4.8 5.0 0.2 6.0 1.2 1.0 1.0 
 
管理的職業従事者 1,820,600 1,791,767 318,553 4.8 5.5 0.7 6.3 1.5 0.8 0.8 
 
事務従事者 4,911,100 4,125,014 668,010 12.9 12.6 -0.3 13.2 0.3 0.6 0.0 
 
販売従事者 5,847,900 4,783,234 792,080 15.4 14.6 -0.8 15.7 0.3 1.1 -0.4 
 
保安職業，サービス職業従事者 3,147,300 2,502,015 435,750 8.3 7.6 -0.6 8.6 0.4 1.0 -0.3 
  
家庭生活支援サービス職業従事者 11,600 17,773 1,579 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  
保安職業従事者 982,100 725,185 92,871 2.6 2.2 -0.4 1.8 -0.7 -0.4 0.4 
  
その他のサービス職業従事者 2,153,700 1,759,057 341,300 5.7 5.4 -0.3 6.8 1.1 1.4 0.8 
 
農林漁業作業者 1,736,300 1,923,686 191,490 4.6 5.9 1.3 3.8 -0.8 -2.1 -0.5 
 
運輸・通信従事者 2,093,300 1,700,520 248,633 5.5 5.2 -0.3 4.9 -0.6 -0.3 0.3 
 
生産工程・労務作業者 13,100,200 10,687,708 1,480,276 34.4 32.7 -1.8 29.3 -5.1 -3.4 3.4 
  
採掘作業者 32,900 23,152 1,352 0.1 0.1 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 
  
製造･制作･機械運転及び建設作業者 11,129,700 9,157,222 1,261,874 29.3 28.0 -1.3 25.0 -4.3 -3.0 3.0 
  
労務作業者 1,937,500 1,507,334 217,050 5.1 4.6 -0.5 4.3 -0.8 -0.3 0.3 
  分類不能の職業 528,000 610,814 141,248 1.4 1.9 0.5 2.8 1.4 0.9 0.9 
女   26,975,300 24,536,516 3,826,843 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
専門的・技術的職業従事者 4,148,100 3,423,151 574,792 15.4 14.0 -1.4 15.0 -0.4 1.1 -1.1 
  
技術者 202,900 167,246 31,896 0.8 0.7 -0.1 0.8 0.1 0.2 0.0 
  
教員 703,600 522,370 118,399 2.6 2.1 -0.5 3.1 0.5 1.0 0.0 
  
その他の専門的・技術的職業従事者 3,241,700 2,733,535 424,497 12.0 11.1 -0.9 11.1 -0.9 0.0 0.0 
 
管理的職業従事者 225,900 189,269 33,789 0.8 0.8 -0.1 0.9 0.0 0.1 0.0 
 
事務従事者 7,839,300 6,771,790 1,111,851 29.1 27.6 -1.5 29.1 0.0 1.5 -1.5 
 
販売従事者 3,527,200 3,191,838 564,965 13.1 13.0 -0.1 14.8 1.7 1.8 1.6 
 
保安職業，サービス職業従事者 4,164,200 3,704,034 622,497 15.4 15.1 -0.3 16.3 0.8 1.2 0.5 
  
家庭生活支援サービス職業従事者 251,200 241,044 53,295 0.9 1.0 0.1 1.4 0.5 0.4 0.4 
  
保安職業従事者 52,700 25,071 3,028 0.2 0.1 -0.1 0.1 -0.1 0.0 0.0 
  
その他のサービス職業従事者 3,860,400 3,437,919 566,175 14.3 14.0 -0.3 14.8 0.5 0.8 0.2 
 
農林漁業作業者 1,241,700 1,574,592 146,549 4.6 6.4 1.8 3.8 -0.8 -2.6 -1.0 
 
運輸・通信従事者 101,700 98,702 22,042 0.4 0.4 0.0 0.6 0.2 0.2 0.2 
 
生産工程・労務作業者 5,352,600 5,242,596 672,114 19.8 21.4 1.5 17.6 -2.3 -3.8 0.8 
  
採掘作業者 800 1,180 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  
製造･制作･機械運転及び建設作業者 3,664,700 3,624,966 473,159 13.6 14.8 1.2 12.4 -1.2 -2.4 0.0 
  
労務作業者 1,687,300 1,616,450 198,955 6.3 6.6 0.3 5.2 -1.1 -1.4 0.7 
  分類不能の職業 374,500 340,544 78,243 1.4 1.4 0.0 2.0 0.7 0.7 0.7 
 
 








































付表 21 男女、職業、曜日別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
（総数） 











































総数 65,009,300 57,247,680 8,876,933 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 65,009,300 57,258,773 8,826,397 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
土曜日 65,009,300 57,362,937 8,964,277 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 日曜日 65,009,300 57,076,961 9,042,273 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
専門的・技術的職業従事者 8,997,500 8,009,556 1,348,843 13.8 14.0 0.2 15.2 1.4 1.2 1.2 
 
平日 8,997,500 8,054,697 1,353,253 13.8 14.1 0.2 15.3 1.5 1.3 1.3 
 土曜日 8,997,500 7,901,980 1,309,166 13.8 13.8 -0.1 14.6 0.8 0.8 0.7 
  日曜日 8,997,500 7,891,424 1,366,469 13.8 13.8 0.0 15.1 1.3 1.3 1.3 
 技術者 2,469,600 2,498,211 393,012 3.8 4.4 0.6 4.4 0.6 0.1 0.1 
 平日 2,469,600 2,556,015 402,629 3.8 4.5 0.7 4.6 0.8 0.1 0.1 
 土曜日 2,469,600 2,312,129 356,607 3.8 4.0 0.2 4.0 0.2 -0.1 -0.1 
 
日曜日 2,469,600 2,395,270 381,335 3.8 4.2 0.4 4.2 0.4 0.0 0.0 
  教員 1,462,400 1,141,771 227,487 2.2 2.0 -0.3 2.6 0.3 0.6 0.1 
 平日 1,462,400 1,121,514 235,403 2.2 2.0 -0.3 2.7 0.4 0.7 0.1 
 
土曜日 1,462,400 1,207,882 209,800 2.2 2.1 -0.1 2.3 0.1 0.2 -0.1 
  日曜日 1,462,400 1,176,948 205,599 2.2 2.1 -0.2 2.3 0.0 0.2 -0.2 
 その他の専門的・技術的職業従事者 5,065,400 4,369,574 728,343 7.8 7.6 -0.2 8.2 0.4 0.6 0.3 
 
平日 5,065,400 4,377,169 715,222 7.8 7.6 -0.1 8.1 0.3 0.5 0.2 
 土曜日 5,065,400 4,381,969 742,758 7.8 7.6 -0.2 8.3 0.5 0.6 0.3 
 日曜日 5,065,400 4,319,206 779,535 7.8 7.6 -0.2 8.6 0.8 1.1 0.6 
管理的職業従事者 2,046,500 1,981,036 352,342 3.1 3.5 0.3 4.0 0.8 0.5 0.5 
 平日 2,046,500 1,976,585 345,595 3.1 3.5 0.3 3.9 0.8 0.5 0.5 
 土曜日 2,046,500 2,016,125 366,580 3.1 3.5 0.4 4.1 0.9 0.6 0.6 
  日曜日 2,046,500 1,968,200 371,838 3.1 3.4 0.3 4.1 1.0 0.7 0.7 
事務従事者 12,750,500 10,896,805 1,779,861 19.6 19.0 -0.6 20.1 0.4 1.0 -0.1 
 平日 12,750,500 10,910,678 1,771,270 19.6 19.1 -0.6 20.1 0.5 1.0 -0.1 
 
土曜日 12,750,500 10,912,091 1,755,049 19.6 19.0 -0.6 19.6 0.0 0.6 -0.6 
 日曜日 12,750,500 10,812,154 1,847,630 19.6 18.9 -0.7 20.4 0.8 1.5 0.1 
販売従事者 9,375,100 7,975,072 1,357,045 14.4 13.9 -0.5 15.3 0.9 1.4 0.4 
 
平日 9,375,100 7,954,919 1,356,987 14.4 13.9 -0.5 15.4 1.0 1.5 0.4 
 土曜日 9,375,100 8,006,108 1,363,450 14.4 14.0 -0.5 15.2 0.8 1.3 0.3 
  日曜日 9,375,100 8,044,801 1,350,927 14.4 14.1 -0.3 14.9 0.5 0.8 0.2 
保安職業，サービス職業従事者 7,311,500 6,206,049 1,058,247 11.2 10.8 -0.4 11.9 0.7 1.1 0.3 
 平日 7,311,500 6,132,842 1,044,323 11.2 10.7 -0.5 11.8 0.6 1.1 0.0 
 土曜日 7,311,500 6,439,968 1,083,398 11.2 11.2 0.0 12.1 0.8 0.9 0.8 
 
日曜日 7,311,500 6,338,161 1,102,719 11.2 11.1 -0.1 12.2 0.9 1.1 0.8 
  家庭生活支援サービス職業従事者 262,900 258,817 54,874 0.4 0.5 0.0 0.6 0.2 0.2 0.2 
 平日 262,900 255,020 56,203 0.4 0.4 0.0 0.6 0.2 0.2 0.2 
 
土曜日 262,900 269,132 60,747 0.4 0.5 0.1 0.7 0.3 0.2 0.2 
   日曜日 262,900 267,486 42,356 0.4 0.5 0.1 0.5 0.1 0.0 0.0 
 保安職業従事者 1,034,800 750,256 95,898 1.6 1.3 -0.3 1.1 -0.5 -0.2 0.2 
 
平日 1,034,800 764,834 89,151 1.6 1.3 -0.3 1.0 -0.6 -0.3 0.3 
 土曜日 1,034,800 683,639 117,036 1.6 1.2 -0.4 1.3 -0.3 0.1 -0.1 
 日曜日 1,034,800 743,983 108,496 1.6 1.3 -0.3 1.2 -0.4 -0.1 0.1 
  その他のサービス職業従事者 6,013,900 5,196,976 907,475 9.3 9.1 -0.2 10.2 1.0 1.1 0.8 
 平日 6,013,900 5,112,989 898,969 9.3 8.9 -0.3 10.2 0.9 1.3 0.6 
 土曜日 6,013,900 5,487,197 905,615 9.3 9.6 0.3 10.1 0.9 0.5 0.5 
  日曜日 6,013,900 5,326,692 951,867 9.3 9.3 0.1 10.5 1.3 1.2 1.2 
農林漁業作業者 2,978,000 3,498,278 338,039 4.6 6.1 1.5 3.8 -0.8 -2.3 -0.8 
 平日 2,978,000 3,562,497 359,979 4.6 6.2 1.6 4.1 -0.5 -2.1 -1.1 
 
土曜日 2,978,000 3,342,844 299,089 4.6 5.8 1.2 3.3 -1.2 -2.5 0.0 
 日曜日 2,978,000 3,332,616 267,290 4.6 5.8 1.3 3.0 -1.6 -2.9 0.4 
運輸・通信従事者 2,195,000 1,799,223 270,675 3.4 3.1 -0.2 3.0 -0.3 -0.1 0.1 
 
平日 2,195,000 1,806,825 268,623 3.4 3.2 -0.2 3.0 -0.3 -0.1 0.1 
 土曜日 2,195,000 1,770,324 264,038 3.4 3.1 -0.3 2.9 -0.4 -0.1 0.1 
  日曜日 2,195,000 1,790,107 287,571 3.4 3.1 -0.2 3.2 -0.2 0.0 0.0 
生産工程・労務作業者 18,452,800 15,930,304 2,152,390 28.4 27.8 -0.6 24.2 -4.1 -3.6 3.6 
 平日 18,452,800 15,925,198 2,117,336 28.4 27.8 -0.6 24.0 -4.4 -3.8 3.8 
 土曜日 18,452,800 15,957,362 2,264,875 28.4 27.8 -0.6 25.3 -3.1 -2.6 2.6 
 
日曜日 18,452,800 15,928,779 2,215,174 28.4 27.9 -0.5 24.5 -3.9 -3.4 3.4 
  採掘作業者 33,700 24,332 1,352 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 33,700 22,335 690 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 
土曜日 33,700 28,570 3,269 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  日曜日 33,700 30,082 2,742 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 製造･制作･機械運転及び建設作業者 14,794,300 12,782,187 1,735,033 22.8 22.3 -0.4 19.5 -3.2 -2.8 2.8 
 
平日 14,794,300 12,804,204 1,719,126 22.8 22.4 -0.4 19.5 -3.3 -2.9 2.9 
 土曜日 14,794,300 12,699,874 1,789,634 22.8 22.1 -0.6 20.0 -2.8 -2.2 2.2 
 日曜日 14,794,300 12,754,417 1,759,968 22.8 22.3 -0.4 19.5 -3.3 -2.9 2.9 
  労務作業者 3,624,800 3,123,785 416,005 5.6 5.5 -0.1 4.7 -0.9 -0.8 0.8 
 平日 3,624,800 3,098,659 397,520 5.6 5.4 -0.2 4.5 -1.1 -0.9 0.9 
 土曜日 3,624,800 3,228,917 471,972 5.6 5.6 0.1 5.3 -0.3 -0.4 0.3 
  日曜日 3,624,800 3,144,280 452,465 5.6 5.5 -0.1 5.0 -0.6 -0.5 0.5 
分類不能の職業 902,400 951,358 219,492 1.4 1.7 0.3 2.5 1.1 0.8 0.8 
 平日 902,400 934,531 209,031 1.4 1.6 0.2 2.4 1.0 0.7 0.7 
 
土曜日 902,400 1,016,135 258,635 1.4 1.8 0.4 2.9 1.5 1.1 1.1 
  日曜日 902,400 970,718 232,654 1.4 1.7 0.3 2.6 1.2 0.9 0.9 
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付表 21 男女、職業、曜日別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
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総数 38,034,100 32,711,164 5,050,091 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 38,034,100 32,772,489 5,023,602 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 土曜日 38,034,100 32,587,356 5,116,071 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
日曜日 38,034,100 32,528,348 5,116,553 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
専門的・技術的職業従事者 4,849,400 4,586,405 774,051 12.8 14.0 1.3 15.3 2.6 1.3 1.3 
 平日 4,849,400 4,623,700 768,641 12.8 14.1 1.4 15.3 2.6 1.2 1.2 
 
土曜日 4,849,400 4,489,788 780,294 12.8 13.8 1.0 15.3 2.5 1.5 1.5 
  日曜日 4,849,400 4,496,550 794,857 12.8 13.8 1.1 15.5 2.8 1.7 1.7 
 技術者 2,266,700 2,330,965 361,116 6.0 7.1 1.2 7.2 1.2 0.0 0.0 
 
平日 2,266,700 2,384,302 367,810 6.0 7.3 1.3 7.3 1.4 0.0 0.0 
 土曜日 2,266,700 2,154,266 328,329 6.0 6.6 0.7 6.4 0.5 -0.2 -0.2 
 日曜日 2,266,700 2,240,975 360,433 6.0 6.9 0.9 7.0 1.1 0.2 0.2 
  教員 758,800 619,401 109,088 2.0 1.9 -0.1 2.2 0.2 0.3 0.1 
  平日 758,800 609,379 111,215 2.0 1.9 -0.1 2.2 0.2 0.4 0.1 
 土曜日 758,800 651,255 110,643 2.0 2.0 0.0 2.2 0.2 0.2 0.2 
  日曜日 758,800 637,658 96,895 2.0 2.0 0.0 1.9 -0.1 -0.1 0.1 
 その他の専門的・技術的職業従事者 1,823,800 1,636,040 303,847 4.8 5.0 0.2 6.0 1.2 1.0 1.0 
 平日 1,823,800 1,630,019 289,615 4.8 5.0 0.2 5.8 1.0 0.8 0.8 
 
土曜日 1,823,800 1,684,267 341,321 4.8 5.2 0.4 6.7 1.9 1.5 1.5 
 日曜日 1,823,800 1,617,917 337,528 4.8 5.0 0.2 6.6 1.8 1.6 1.6 
管理的職業従事者 1,820,600 1,791,767 318,553 4.8 5.5 0.7 6.3 1.5 0.8 0.8 
 
平日 1,820,600 1,776,114 308,630 4.8 5.4 0.6 6.1 1.4 0.7 0.7 
 土曜日 1,820,600 1,857,202 340,814 4.8 5.7 0.9 6.7 1.9 1.0 1.0 
  日曜日 1,820,600 1,804,598 345,903 4.8 5.5 0.8 6.8 2.0 1.2 1.2 
事務従事者 4,911,100 4,125,014 668,010 12.9 12.6 -0.3 13.2 0.3 0.6 0.0 
 平日 4,911,100 4,152,865 680,452 12.9 12.7 -0.2 13.5 0.6 0.9 0.4 
 土曜日 4,911,100 4,091,477 635,880 12.9 12.6 -0.4 12.4 -0.5 -0.1 0.1 
 
日曜日 4,911,100 4,019,298 637,929 12.9 12.4 -0.6 12.5 -0.4 0.1 -0.1 
販売従事者 5,847,900 4,783,234 792,080 15.4 14.6 -0.8 15.7 0.3 1.1 -0.4 
 平日 5,847,900 4,826,614 795,655 15.4 14.7 -0.6 15.8 0.5 1.1 -0.2 
 
土曜日 5,847,900 4,630,584 800,576 15.4 14.2 -1.2 15.6 0.3 1.4 -0.9 
  日曜日 5,847,900 4,718,984 765,706 15.4 14.5 -0.9 15.0 -0.4 0.5 -0.5 
保安職業，サービス職業従事者 3,147,300 2,502,015 435,750 8.3 7.6 -0.6 8.6 0.4 1.0 -0.3 
 
平日 3,147,300 2,471,714 426,262 8.3 7.5 -0.7 8.5 0.2 0.9 -0.5 
 土曜日 3,147,300 2,576,067 447,953 8.3 7.9 -0.4 8.8 0.5 0.9 0.1 
 日曜日 3,147,300 2,579,470 470,988 8.3 7.9 -0.3 9.2 0.9 1.3 0.6 
  家庭生活支援サービス職業従事者 11,600 17,773 1,579 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 11,600 18,675 1,498 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 土曜日 11,600 16,340 1,782 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  日曜日 11,600 14,698 1,782 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 保安職業従事者 982,100 725,185 92,871 2.6 2.2 -0.4 1.8 -0.7 -0.4 0.4 
 平日 982,100 739,285 85,743 2.6 2.3 -0.3 1.7 -0.9 -0.5 0.5 
 
土曜日 982,100 657,396 114,470 2.6 2.0 -0.6 2.2 -0.3 0.2 -0.2 
 日曜日 982,100 722,476 106,908 2.6 2.2 -0.4 2.1 -0.5 -0.1 0.1 
  その他のサービス職業従事者 2,153,700 1,759,057 341,300 5.7 5.4 -0.3 6.8 1.1 1.4 0.8 
 
平日 2,153,700 1,713,754 339,020 5.7 5.2 -0.4 6.7 1.1 1.5 0.7 
 土曜日 2,153,700 1,902,330 331,701 5.7 5.8 0.2 6.5 0.8 0.6 0.6 
  日曜日 2,153,700 1,842,296 362,298 5.7 5.7 0.0 7.1 1.4 1.4 1.4 
農林漁業作業者 1,736,300 1,923,686 191,490 4.6 5.9 1.3 3.8 -0.8 -2.1 -0.5 
 平日 1,736,300 1,949,115 204,566 4.6 5.9 1.4 4.1 -0.5 -1.9 -0.9 
 土曜日 1,736,300 1,865,397 164,729 4.6 5.7 1.2 3.2 -1.3 -2.5 0.2 
 
日曜日 1,736,300 1,854,830 152,866 4.6 5.7 1.1 3.0 -1.6 -2.7 0.4 
運輸・通信従事者 2,093,300 1,700,520 248,633 5.5 5.2 -0.3 4.9 -0.6 -0.3 0.3 
 平日 2,093,300 1,710,443 243,543 5.5 5.2 -0.3 4.8 -0.7 -0.4 0.4 
 
土曜日 2,093,300 1,669,825 252,381 5.5 5.1 -0.4 4.9 -0.6 -0.2 0.2 
  日曜日 2,093,300 1,681,605 270,338 5.5 5.2 -0.3 5.3 -0.2 0.1 -0.1 
生産工程・労務作業者 13,100,200 10,687,708 1,480,276 34.4 32.7 -1.8 29.3 -5.1 -3.4 3.4 
 
平日 13,100,200 10,653,773 1,452,881 34.4 32.5 -1.9 28.9 -5.5 -3.6 3.6 
 土曜日 13,100,200 10,770,878 1,552,196 34.4 33.1 -1.4 30.3 -4.1 -2.7 2.7 
 日曜日 13,100,200 10,774,211 1,545,331 34.4 33.1 -1.3 30.2 -4.2 -2.9 2.9 
  採掘作業者 32,900 23,152 1,352 0.1 0.1 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 
 平日 32,900 21,450 690 0.1 0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.1 0.1 
 土曜日 32,900 26,856 3,269 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
  日曜日 32,900 27,958 2,742 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
 製造･制作･機械運転及び建設作業者 11,129,700 9,157,222 1,261,874 29.3 28.0 -1.3 25.0 -4.3 -3.0 3.0 
 平日 11,129,700 9,167,064 1,247,577 29.3 28.0 -1.3 24.8 -4.4 -3.1 3.1 
 
土曜日 11,129,700 9,094,784 1,296,994 29.3 27.9 -1.4 25.4 -3.9 -2.6 2.6 
 日曜日 11,129,700 9,170,447 1,298,240 29.3 28.2 -1.1 25.4 -3.9 -2.8 2.8 
  労務作業者 1,937,500 1,507,334 217,050 5.1 4.6 -0.5 4.3 -0.8 -0.3 0.3 
 
平日 1,937,500 1,465,259 204,613 5.1 4.5 -0.6 4.1 -1.0 -0.4 0.4 
 土曜日 1,937,500 1,649,239 251,934 5.1 5.1 0.0 4.9 -0.2 -0.1 0.1 
  日曜日 1,937,500 1,575,806 244,349 5.1 4.8 -0.2 4.8 -0.3 -0.1 0.1 
分類不能の職業 528,000 610,814 141,248 1.4 1.9 0.5 2.8 1.4 0.9 0.9 
 平日 528,000 608,152 142,971 1.4 1.9 0.5 2.8 1.5 1.0 1.0 
 土曜日 528,000 636,138 141,248 1.4 2.0 0.6 2.8 1.4 0.8 0.8 




付表 21 男女、職業、曜日別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
（女） 
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総数 26,975,300 24,536,516 3,826,843 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 26,975,300 24,486,283 3,802,795 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 
土曜日 26,975,300 24,775,582 3,848,207 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
 日曜日 26,975,300 24,548,613 3,925,720 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
専門的・技術的職業従事者 4,148,100 3,423,151 574,792 15.4 14.0 -1.4 15.0 -0.4 1.1 -1.1 
 
平日 4,148,100 3,430,998 584,612 15.4 14.0 -1.4 15.4 0.0 1.4 -1.4 
 土曜日 4,148,100 3,412,192 528,872 15.4 13.8 -1.6 13.7 -1.6 0.0 0.0 
  日曜日 4,148,100 3,394,875 571,613 15.4 13.8 -1.5 14.6 -0.8 0.7 -0.7 
 技術者 202,900 167,246 31,896 0.8 0.7 -0.1 0.8 0.1 0.2 0.0 
 平日 202,900 171,713 34,818 0.8 0.7 -0.1 0.9 0.2 0.2 0.1 
 土曜日 202,900 157,863 28,278 0.8 0.6 -0.1 0.7 0.0 0.1 -0.1 
 
日曜日 202,900 154,295 20,902 0.8 0.6 -0.1 0.5 -0.2 -0.1 0.1 
  教員 703,600 522,370 118,399 2.6 2.1 -0.5 3.1 0.5 1.0 0.0 
 平日 703,600 512,135 124,187 2.6 2.1 -0.5 3.3 0.7 1.2 0.1 
 
土曜日 703,600 556,627 99,157 2.6 2.2 -0.4 2.6 0.0 0.3 -0.3 
  日曜日 703,600 539,291 108,704 2.6 2.2 -0.4 2.8 0.2 0.6 -0.3 
 その他の専門的・技術的職業従事者 3,241,700 2,733,535 424,497 12.0 11.1 -0.9 11.1 -0.9 0.0 0.0 
 
平日 3,241,700 2,747,150 425,606 12.0 11.2 -0.8 11.2 -0.8 0.0 0.0 
 土曜日 3,241,700 2,697,702 401,437 12.0 10.9 -1.1 10.4 -1.6 -0.5 0.5 
 日曜日 3,241,700 2,701,289 442,007 12.0 11.0 -1.0 11.3 -0.8 0.3 -0.3 
管理的職業従事者 225,900 189,269 33,789 0.8 0.8 -0.1 0.9 0.0 0.1 0.0 
 平日 225,900 200,471 36,964 0.8 0.8 0.0 1.0 0.1 0.2 0.1 
 土曜日 225,900 158,923 25,766 0.8 0.6 -0.2 0.7 -0.2 0.0 0.0 
  日曜日 225,900 163,602 25,935 0.8 0.7 -0.2 0.7 -0.2 0.0 0.0 
事務従事者 7,839,300 6,771,790 1,111,851 29.1 27.6 -1.5 29.1 0.0 1.5 -1.5 
 平日 7,839,300 6,757,812 1,090,818 29.1 27.6 -1.5 28.7 -0.4 1.1 -1.1 
 
土曜日 7,839,300 6,820,614 1,119,169 29.1 27.5 -1.5 29.1 0.0 1.6 -1.5 
 日曜日 7,839,300 6,792,856 1,209,701 29.1 27.7 -1.4 30.8 1.8 3.1 0.4 
販売従事者 3,527,200 3,191,838 564,965 13.1 13.0 -0.1 14.8 1.7 1.8 1.6 
 
平日 3,527,200 3,128,305 561,332 13.1 12.8 -0.3 14.8 1.7 2.0 1.4 
 土曜日 3,527,200 3,375,524 562,873 13.1 13.6 0.5 14.6 1.6 1.0 1.0 
  日曜日 3,527,200 3,325,817 585,221 13.1 13.5 0.5 14.9 1.8 1.4 1.4 
保安職業，サービス職業従事者 4,164,200 3,704,034 622,497 15.4 15.1 -0.3 16.3 0.8 1.2 0.5 
 平日 4,164,200 3,661,129 618,061 15.4 15.0 -0.5 16.3 0.8 1.3 0.3 
 土曜日 4,164,200 3,863,902 635,445 15.4 15.6 0.2 16.5 1.1 0.9 0.9 
 
日曜日 4,164,200 3,758,691 631,731 15.4 15.3 -0.1 16.1 0.7 0.8 0.5 
  家庭生活支援サービス職業従事者 251,200 241,044 53,295 0.9 1.0 0.1 1.4 0.5 0.4 0.4 
 平日 251,200 236,345 54,705 0.9 1.0 0.0 1.4 0.5 0.5 0.5 
 
土曜日 251,200 252,792 58,965 0.9 1.0 0.1 1.5 0.6 0.5 0.5 
  日曜日 251,200 252,789 40,574 0.9 1.0 0.1 1.0 0.1 0.0 0.0 
 保安職業従事者 52,700 25,071 3,028 0.2 0.1 -0.1 0.1 -0.1 0.0 0.0 
 
平日 52,700 25,550 3,408 0.2 0.1 -0.1 0.1 -0.1 0.0 0.0 
 土曜日 52,700 26,243 2,567 0.2 0.1 -0.1 0.1 -0.1 0.0 0.0 
 日曜日 52,700 21,507 1,588 0.2 0.1 -0.1 0.0 -0.2 0.0 0.0 
  その他のサービス職業従事者 3,860,400 3,437,919 566,175 14.3 14.0 -0.3 14.8 0.5 0.8 0.2 
 平日 3,860,400 3,399,234 559,948 14.3 13.9 -0.4 14.7 0.4 0.8 0.0 
 土曜日 3,860,400 3,584,866 573,913 14.3 14.5 0.2 14.9 0.6 0.4 0.4 
  日曜日 3,860,400 3,484,395 589,570 14.3 14.2 -0.1 15.0 0.7 0.8 0.6 
農林漁業作業者 1,241,700 1,574,592 146,549 4.6 6.4 1.8 3.8 -0.8 -2.6 -1.0 
 平日 1,241,700 1,613,382 155,412 4.6 6.6 2.0 4.1 -0.5 -2.5 -1.5 
 
土曜日 1,241,700 1,477,447 134,359 4.6 6.0 1.4 3.5 -1.1 -2.5 -0.2 
 日曜日 1,241,700 1,477,787 114,424 4.6 6.0 1.4 2.9 -1.7 -3.1 0.3 
運輸・通信従事者 101,700 98,702 22,042 0.4 0.4 0.0 0.6 0.2 0.2 0.2 
 
平日 101,700 96,383 25,081 0.4 0.4 0.0 0.7 0.3 0.3 0.3 
 土曜日 101,700 100,500 11,657 0.4 0.4 0.0 0.3 -0.1 -0.1 0.0 
  日曜日 101,700 108,502 17,233 0.4 0.4 0.1 0.4 0.1 0.0 0.0 
生産工程・労務作業者 5,352,600 5,242,596 672,114 19.8 21.4 1.5 17.6 -2.3 -3.8 0.8 
 平日 5,352,600 5,271,425 664,455 19.8 21.5 1.7 17.5 -2.4 -4.1 0.7 
 土曜日 5,352,600 5,186,483 712,678 19.8 20.9 1.1 18.5 -1.3 -2.4 0.2 
 
日曜日 5,352,600 5,154,568 669,843 19.8 21.0 1.2 17.1 -2.8 -3.9 1.6 
  採掘作業者 800 1,180 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 平日 800 885 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 
土曜日 800 1,714 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  日曜日 800 2,123 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
 製造･制作･機械運転及び建設作業者 3,664,700 3,624,966 473,159 13.6 14.8 1.2 12.4 -1.2 -2.4 0.0 
 
平日 3,664,700 3,637,140 471,548 13.6 14.9 1.3 12.4 -1.2 -2.5 -0.1 
 土曜日 3,664,700 3,605,090 492,640 13.6 14.6 1.0 12.8 -0.8 -1.7 -0.2 
 日曜日 3,664,700 3,583,970 461,728 13.6 14.6 1.0 11.8 -1.8 -2.8 0.8 
  労務作業者 1,687,300 1,616,450 198,955 6.3 6.6 0.3 5.2 -1.1 -1.4 0.7 
 平日 1,687,300 1,633,400 192,907 6.3 6.7 0.4 5.1 -1.2 -1.6 0.8 
 土曜日 1,687,300 1,579,679 220,038 6.3 6.4 0.1 5.7 -0.5 -0.7 0.4 
  日曜日 1,687,300 1,568,474 208,116 6.3 6.4 0.1 5.3 -1.0 -1.1 0.8 
分類不能の職業 374,500 340,544 78,243 1.4 1.4 0.0 2.0 0.7 0.7 0.7 
 平日 374,500 326,379 66,060 1.4 1.3 -0.1 1.7 0.3 0.4 0.3 
 
土曜日 374,500 379,997 117,387 1.4 1.5 0.1 3.1 1.7 1.5 1.5 
  日曜日 374,500 371,916 100,019 1.4 1.5 0.1 2.5 1.2 1.0 1.0 
 










































付表 22 曜日、世帯属性別人口の構成比 － 当初標本と代替標本の比較 
    人口 構成比 



































週全体 98,744,243 83,275,054 13,555,040 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
夫婦のみの世帯：夫 9,102,832 8,574,273 1,624,798 9.2 10.3 1.1 12.0 2.8 1.7 1.7 
        妻 9,102,832 8,608,864 1,632,069 9.2 10.3 1.1 12.0 2.8 1.7 1.7 
夫婦と子供の世帯：夫 14,897,327 12,400,256 2,054,066 15.1 14.9 -0.2 15.2 0.1 0.3 -0.1 
         妻 14,897,327 12,452,145 2,049,435 15.1 15.0 -0.1 15.1 0.0 0.2 -0.1 
子供 16,444,901 13,335,439 2,024,930 16.7 16.0 -0.6 14.9 -1.7 -1.1 1.1 
夫婦と夫の両親の世帯：夫 198,900 199,559 20,314 0.2 0.2 0.0 0.1 -0.1 -0.1 0.0 
           妻 198,900 203,473 19,397 0.2 0.2 0.0 0.1 -0.1 -0.1 0.0 
夫の両親 397,800 397,658 39,923 0.4 0.5 0.1 0.3 -0.1 -0.2 0.0 
夫婦と妻の両親の世帯：夫 42,013 34,401 4,454 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
           妻 42,013 35,065 4,454 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
妻の両親 84,026 68,316 8,909 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
夫婦と夫のひとり親の世帯：夫 547,588 464,102 74,154 0.6 0.6 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 
             妻 547,588 464,998 77,281 0.6 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 
夫のひとり親 547,588 463,228 72,532 0.6 0.6 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 
夫婦と妻のひとり親の世帯：夫 164,466 126,138 22,183 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 
             妻 164,466 126,156 22,517 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 
妻のひとり親 164,466 125,199 23,292 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 
夫婦，子供と両親の世帯：夫 1,392,261 1,289,830 148,958 1.4 1.5 0.1 1.1 -0.3 -0.4 0.2 
            妻 1,392,261 1,289,796 147,163 1.4 1.5 0.1 1.1 -0.3 -0.5 0.2 
子供 1,791,817 1,530,590 171,957 1.8 1.8 0.0 1.3 -0.5 -0.6 0.5 
両親 2,784,522 2,576,210 301,540 2.8 3.1 0.3 2.2 -0.6 -0.9 0.3 
夫婦，子供とひとり親の世帯：夫 2,038,843 1,742,407 228,809 2.1 2.1 0.0 1.7 -0.4 -0.4 0.3 
              妻 2,038,843 1,736,976 229,277 2.1 2.1 0.0 1.7 -0.4 -0.4 0.4 
子供 2,920,835 2,414,824 299,297 3.0 2.9 -0.1 2.2 -0.7 -0.7 0.7 
ひとり親 2,038,843 1,728,443 229,502 2.1 2.1 0.0 1.7 -0.4 -0.4 0.4 
父子世帯：父 87,248 75,730 13,437 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
父子世帯：子供 102,589 85,659 13,032 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
母子世帯：母 647,366 473,700 86,516 0.7 0.6 -0.1 0.6 0.0 0.1 -0.1 
母子世帯：子供 688,468 455,636 97,560 0.7 0.5 -0.2 0.7 0.0 0.2 -0.1 
単身世帯 13,275,314 9,795,982 1,813,282 13.4 11.8 -1.7 13.4 -0.1 1.6 -1.6 
平日 98,744,243 83,202,411 13,537,947 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
夫婦のみの世帯：夫 9,102,832 8,558,516 1,640,443 9.2 10.3 1.1 12.1 2.9 1.8 1.8 
        妻 9,102,832 8,596,628 1,636,555 9.2 10.3 1.1 12.1 2.9 1.8 1.8 
夫婦と子供の世帯：夫 14,897,327 12,399,426 2,049,179 15.1 14.9 -0.2 15.1 0.0 0.2 -0.1 
         妻 14,897,327 12,443,869 2,045,916 15.1 15.0 -0.1 15.1 0.0 0.2 -0.1 
子供 16,444,901 13,239,663 1,979,447 16.7 15.9 -0.7 14.6 -2.0 -1.3 1.3 
夫婦と夫の両親の世帯：夫 198,900 206,391 19,888 0.2 0.2 0.0 0.1 -0.1 -0.1 0.0 
           妻 198,900 210,223 18,759 0.2 0.3 0.1 0.1 -0.1 -0.1 0.0 
夫の両親 397,800 410,271 38,172 0.4 0.5 0.1 0.3 -0.1 -0.2 0.0 
夫婦と妻の両親の世帯：夫 42,013 35,332 4,795 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
           妻 42,013 35,332 4,795 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
妻の両親 84,026 68,547 9,590 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
夫婦と夫のひとり親の世帯：夫 547,588 459,246 75,954 0.6 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 
             妻 547,588 460,372 80,273 0.6 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 
夫のひとり親 547,588 459,374 74,575 0.6 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 
夫婦と妻のひとり親の世帯：夫 164,466 127,815 17,476 0.2 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
             妻 164,466 127,642 17,943 0.2 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
妻のひとり親 164,466 127,124 18,061 0.2 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
夫婦，子供と両親の世帯：夫 1,392,261 1,316,317 153,754 1.4 1.6 0.2 1.1 -0.3 -0.4 0.1 
            妻 1,392,261 1,315,502 151,658 1.4 1.6 0.2 1.1 -0.3 -0.5 0.1 
子供 1,791,817 1,561,410 181,837 1.8 1.9 0.1 1.3 -0.5 -0.5 0.4 
両親 2,784,522 2,630,765 314,783 2.8 3.2 0.3 2.3 -0.5 -0.8 0.2 
夫婦，子供とひとり親の世帯：夫 2,038,843 1,745,112 212,394 2.1 2.1 0.0 1.6 -0.5 -0.5 0.5 
              妻 2,038,843 1,737,591 214,108 2.1 2.1 0.0 1.6 -0.5 -0.5 0.5 
子供 2,920,835 2,422,076 276,980 3.0 2.9 0.0 2.0 -0.9 -0.9 0.9 
ひとり親 2,038,843 1,729,561 213,592 2.1 2.1 0.0 1.6 -0.5 -0.5 0.5 
父子世帯：父 87,248 81,301 14,528 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
父子世帯：子供 102,589 93,415 13,748 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
母子世帯：母 647,366 460,757 87,523 0.7 0.6 -0.1 0.6 0.0 0.1 -0.1 
母子世帯：子供 688,468 432,354 97,796 0.7 0.5 -0.2 0.7 0.0 0.2 -0.2 
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98,744,243 83,535,695 13,488,032 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
夫婦のみの世帯：夫 9,102,832 8,585,185 1,548,386 9.2 10.3 1.1 11.5 2.3 1.2 1.2 
        妻 9,102,832 8,609,480 1,587,809 9.2 10.3 1.1 11.8 2.6 1.5 1.5 
夫婦と子供の世帯：夫 14,897,327 12,373,025 2,014,293 15.1 14.8 -0.3 14.9 -0.2 0.1 -0.1 
         妻 14,897,327 12,433,606 1,993,024 15.1 14.9 -0.2 14.8 -0.3 -0.1 0.1 
子供 16,444,901 13,608,198 2,060,698 16.7 16.3 -0.4 15.3 -1.4 -1.0 1.0 
夫婦と夫の両親の世帯：夫 198,900 182,809 20,693 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 -0.1 0.0 
           妻 198,900 185,731 19,958 0.2 0.2 0.0 0.1 -0.1 -0.1 0.0 
夫の両親 397,800 366,617 45,621 0.4 0.4 0.0 0.3 -0.1 -0.1 0.0 
夫婦と妻の両親の世帯：夫 42,013 28,532 2,378 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
           妻 42,013 33,180 2,378 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
妻の両親 84,026 66,359 4,756 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
夫婦と夫のひとり親の世帯：夫 547,588 480,124 66,233 0.6 0.6 0.0 0.5 -0.1 -0.1 0.0 
             妻 547,588 479,793 66,904 0.6 0.6 0.0 0.5 -0.1 -0.1 0.0 
夫のひとり親 547,588 476,564 65,416 0.6 0.6 0.0 0.5 -0.1 -0.1 0.1 
夫婦と妻のひとり親の世帯：夫 164,466 120,624 37,116 0.2 0.1 0.0 0.3 0.1 0.1 0.1 
             妻 164,466 120,624 37,116 0.2 0.1 0.0 0.3 0.1 0.1 0.1 
妻のひとり親 164,466 119,211 39,535 0.2 0.1 0.0 0.3 0.1 0.2 0.1 
夫婦，子供と両親の世帯：夫 1,392,261 1,220,786 150,557 1.4 1.5 0.1 1.1 -0.3 -0.3 0.2 
            妻 1,392,261 1,222,860 147,642 1.4 1.5 0.1 1.1 -0.3 -0.4 0.3 
子供 1,791,817 1,455,035 158,073 1.8 1.7 -0.1 1.2 -0.6 -0.6 0.6 
両親 2,784,522 2,434,180 291,867 2.8 2.9 0.1 2.2 -0.7 -0.8 0.6 
夫婦，子供とひとり親の世帯：夫 2,038,843 1,749,283 291,910 2.1 2.1 0.0 2.2 0.1 0.1 0.1 
              妻 2,038,843 1,749,246 290,912 2.1 2.1 0.0 2.2 0.1 0.1 0.1 
子供 2,920,835 2,434,895 378,395 3.0 2.9 0.0 2.8 -0.2 -0.1 0.1 
ひとり親 2,038,843 1,736,642 289,031 2.1 2.1 0.0 2.1 0.1 0.1 0.1 
父子世帯：父 87,248 61,513 7,705 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
父子世帯：子供 102,589 67,010 7,212 0.1 0.1 0.0 0.1 -0.1 0.0 0.0 
母子世帯：母 647,366 494,769 80,887 0.7 0.6 -0.1 0.6 -0.1 0.0 0.0 
母子世帯：子供 688,468 521,643 88,114 0.7 0.6 -0.1 0.7 0.0 0.0 0.0 
単身世帯 13,275,314 10,118,171 1,693,415 13.4 12.1 -1.3 12.6 -0.9 0.4 -0.4 
日曜日 98,744,243 83,377,625 13,707,509 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
夫婦のみの世帯：夫 9,102,832 8,642,144 1,622,986 9.2 10.4 1.1 11.8 2.6 1.5 1.5 
        妻 9,102,832 8,669,433 1,653,899 9.2 10.4 1.2 12.1 2.8 1.7 1.7 
夫婦と子供の世帯：夫 14,897,327 12,431,641 2,118,277 15.1 14.9 -0.2 15.5 0.4 0.5 0.2 
         妻 14,897,327 12,512,069 2,123,440 15.1 15.0 -0.1 15.5 0.4 0.5 0.3 
子供 16,444,901 13,541,562 2,216,581 16.7 16.2 -0.4 16.2 -0.5 -0.1 0.1 
夫婦と夫の両親の世帯：夫 198,900 182,146 22,060 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 -0.1 0.0 
           妻 198,900 187,465 22,022 0.2 0.2 0.0 0.2 0.0 -0.1 0.0 
夫の両親 397,800 365,635 42,979 0.4 0.4 0.0 0.3 -0.1 -0.1 0.1 
夫婦と妻の両親の世帯：夫 42,013 35,618 4,827 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
           妻 42,013 35,618 4,827 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
妻の両親 84,026 69,120 9,654 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
夫婦と夫のひとり親の世帯：夫 547,588 472,363 73,074 0.6 0.6 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 
             妻 547,588 473,332 72,698 0.6 0.6 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 
夫のひとり親 547,588 469,157 69,431 0.6 0.6 0.0 0.5 0.0 -0.1 0.0 
夫婦と妻のひとり親の世帯：夫 164,466 123,266 30,786 0.2 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 
             妻 164,466 124,255 30,786 0.2 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 
妻のひとり親 164,466 121,563 33,205 0.2 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1 
夫婦，子供と両親の世帯：夫 1,392,261 1,226,438 123,375 1.4 1.5 0.1 0.9 -0.5 -0.6 0.4 
            妻 1,392,261 1,228,202 124,205 1.4 1.5 0.1 0.9 -0.5 -0.6 0.4 
子供 1,791,817 1,452,044 136,443 1.8 1.7 -0.1 1.0 -0.8 -0.7 0.7 
両親 2,784,522 2,445,464 245,001 2.8 2.9 0.1 1.8 -1.0 -1.1 0.9 
夫婦，子供とひとり親の世帯：夫 2,038,843 1,722,003 247,778 2.1 2.1 0.0 1.8 -0.3 -0.3 0.3 
              妻 2,038,843 1,721,632 243,486 2.1 2.1 0.0 1.8 -0.3 -0.3 0.3 
子供 2,920,835 2,358,496 331,783 3.0 2.8 -0.1 2.4 -0.5 -0.4 0.4 
ひとり親 2,038,843 1,714,652 249,528 2.1 2.1 0.0 1.8 -0.2 -0.2 0.2 
父子世帯：父 87,248 62,091 13,715 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
父子世帯：子供 102,589 65,527 15,275 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 
母子世帯：母 647,366 517,348 87,110 0.7 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 
母子世帯：子供 688,468 506,041 105,832 0.7 0.6 -0.1 0.8 0.1 0.2 0.0 













 1.96 < |𝑍𝑍0| = �𝑥𝑥2𝑛𝑛2 − 𝑥𝑥1𝑛𝑛1� �𝑥𝑥1𝑛𝑛1 �1 − 𝑥𝑥1𝑛𝑛1� � 1𝑛𝑛1 + 1𝑛𝑛2��  
ただし、 
𝑍𝑍0:検定統計量 
𝑥𝑥1:標本集団 1 において当該属性をもつ標本の数 
𝑛𝑛1:標本集団 1 の標本数 
𝑥𝑥2:標本集団 2 において当該属性をもつ標本の数 
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1920 年（大正 9 年）で、その後第二次世界大戦の影響を受けた時期を除いて 5 年ごとに




2010 年（平成 22 年）に実施され、また、2015 年（平成 27 年）に実施された国勢調査は、
簡易調査 77であった [99]。 




の集計体系及び結果の公表・提供等一覧を付表 23 に示した。 












号を付与して集計を行う「職業等基本集計」の 3 つの集計が順次実施された。 
 
  




おける調査事項数は 20 事項、平成 27 年に実施された簡易国勢調査における調査事項数は 17 事項であった。 
付録 
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付表 23 平成 22 年国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧 
集 計 

















































































































































































































































































本的な事項の結果 － － 
出典：「平成 22 年国勢調査 産業等基本集計結果 結果の概要」 [100]を基に筆者が加筆更新。 











我が国の最初の産業分類は、昭和 5 年第 3 回国勢調査に際し、職業分類と明確に分けて
作られた産業分類とするのが適当である。この産業分類は、大分類、中分類、小分類から




を図ることを目的としており、昭和 24 年 10 月に初めて設定された。日本標準産業分類が
政府として統一的に使用されるようにするための方策としては、昭和 24 年 12 月に開催さ
れた当時の統計委員会での審議の結果、当時の統計法（昭和 22 年法律第 18 号）に基づく
政令が制定され、その使用が義務付けられることとなった。 
その後、国連が作成している「国際標準産業分類（ISIC: International Standard 
Industrial Classification）」や、北米地域で利用されている「北米産業分類システム
（NAICS: North American Industry Classification System）」などの国際的な産業分類と
の比較可能性の向上や社会経済及び産業構造の変化に対応するために数年ごとに改定が
行われ、近年では、平成 5 年、14 年、19 年、25 年にそれぞれ改定が行われている（付表 
24）。 
日本標準産業分類は、現在は、平成 19 年（2007 年）及び 30 年（2018 年）に改正され













付表 24 日本標準産業分類の改定状況 
改定回 改定年月 
分 類 数 
大分類 中分類 小分類 
― 昭和 24年 10月 13 78 38078 
第 1回 昭和 26年 4月 13 78 387 
第 2回 昭和 28年 3月 13 76 425 
第 3回 昭和 29年 2月 13 79 392 
第 4回 昭和 32年 5月 14 84 412 
第 5回 昭和 38年 1月 14 84 413 
第 6回 昭和 42年 5月 14 88 429 
第 7回 昭和 47年 3月 14 90 437 
第 8回 昭和 51年 5月 14 90 442 
第 9回 昭和 59年 1月 14 96 452 
第 10回 平成 5年 10月 14 99 463 
第 11回 平成 14年 3月 19 97 420 
第 12回 平成 19年 11月 20 99 529 
第 13回 平成 25年 10月 20 99 530 
 




具体的には、平成 14 年 3 月に行われた第 11 回改定の日本標準産業分類に基づいて作成
された、平成 17 年国勢調査で用いられた産業分類においては、産業大分類として新たに
「H 情報通信業」、「M 飲食店，宿泊業」、「N 医療，福祉」、「O 教育，学習支援業」及び
「P 複合サービス業」の 5 つの大分類が新たに設定されるとともに、中分類、小分類レベ
ルでも大幅な組替え等の見直しが行われた。 
また、平成 19 年 11 月に行われた第 12 回改定の日本標準産業分類に基づいて作成され












                                                  
78 一部の産業小分類については資料が残っていないため、ここには含まれていない。 



















付図 1 国勢調査に用いられた産業分類の対応関係（平成 12 年、17 年、22 年） 
 
















A 農業 3,426 2,852
B 林業 86 67
C 漁業 308 253
D 鉱業 61 54
E 建設業 6,631 6,290
F 製造業 13,556 12,228
G 電気・ガス・熱供給・水道業 364 351
H 運輸・通信業 3,890 3,902
I 卸売・小売業，飲食店 14,618 14,319
J 金融・保険業 1,975 1,758
K 不動産業 707 747
L サービス業 15,932 17,264
M 公務(他に分類されないもの) 2,155 2,143





























A 農業 2,891 2,703
B 林業 64 47
C 漁業 253 216
D 鉱業 46 27
E 建設業 6,346 5,392
F 製造業 11,999 10,646
G 電気･ガス・熱供給・水道業 338 280
H 情報通信業 1,579 1,624
I 運輸業 3,179 3,133
J 卸売･小売業 11,700 11,018
K 金融･保険業 1,751 1,538
L 不動産業 809 860
M 飲食店，宿泊業 3,489 3,223
N 医療，福祉 4,274 5,353
O 教育，学習支援業 2,640 2,702
P 複合サービス業 707 679
Q サービス業（他に分類されないもの） 8,062 8,820
R 公務（他に分類されないもの） 2,143 2,098
















































































































































































































































































例えば、平成 17 年国勢調査に用いられた産業分類は、平成 14 年の日本標準産業分類の
大幅な改定に伴い、平成 12 年国勢調査に用いられた産業分類とは大きく異なるものとな















付表 25 時系列データの整備状況（産業分類別統計 
 ― 平成 17 年国勢調査「日本の人口」より） 
 
 
調  査  年 （国勢調査） 
大正 9年 昭和 5年 … 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 
平成 12年調査の
分類 








        ●特 ● 
注1) 「●」は、集計結果があるもの。 
注2) 「特」：新産業分類特別集計値 
注3)       で囲った年次については、時系列比較ができない状況 







果が接続された状態で利用できるようにする方法を考案し、実際に平成 12 年及び 7 年の
国勢調査の結果を用いて数値計算を行った（付表 26）。 
 






調  査  年 （国勢調査） 









  ○研 ○研 ●特 ● 



































                                                  

































出典：「新しい事業所母集団データベースの開発 ～ビジネスレジスターの更改～」 [52] 
付図 3 ビジネスレジスターのシステム 
 












平成 21 年  
経済センサス-
基礎調査 





















平成 25 年次 
フレームテーブ
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て行われる調査であり、2009 年（平成 21 年）に初回の調査が行われ、直近では 2014 年






点を当てた統計調査である。初回の調査は 2012 年（平成 24 年）に実施されており、直近






ある「事業所」である。Eurostat ＆ OECD [46] には、ビジネスレジスターに記録され





[104]の第 2 項「事業所の定義」に掲げられている以下の 2 つの事項に基づいて定義され
るものである。これは OECD のマニュアルにおける「Local Unit」に近い概念といってよ
い 80[105]。 
 
                                                  
80 菅 [105]によれば，国連統計部による統計単位の分類では，local unit は，1 か所（One single location）
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